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故樋口一清先生と最初にお会いしたのは、

霞が関の職場においてでした。当時、先生は通

商産業省から経済企画庁へご出向され、筆頭局

の総括課長補佐として経済見通しをはじめと

するマクロ経済政策の取りまとめを担当され

ていました。 

私は、直属の部下としてお仕えし、それ以来、

公私にわたって常に温かいご指導を賜ってま

いりました。 

最後にご一緒にお仕事をさせていただいた

のは、ご逝去されるわずか２か月前に発刊とな

った「日本の消費者政策」の編集作業でした。

頻繁に連絡を取り合う中で、先生は本学会の今

後の進め方や、先生のご尽力のもとで次々と創

設が進んでいた大学院レベルでの専門人材教

育の更なる充実について、常に熱く語られてい

ました。まさかこの機会が、先生からのご指導

や薫陶を直接受けることができる最後となっ

てしまうとは、当時の先生の元気なご様子から

は露程も想像がつかないことでした。皆様と同

様、突然の訃報に接し、深い悲しみとともに、

今後はあの周囲の皆をすべて包み込むような

穏やかで温かい先生とお話することも、そして

ご薫陶を受けることもできないことを思うと、

無念で一杯です。 

先生は、東京大学経済学部をご卒業後、昭和

50年に通商産業省に入省され、通商調査室長、

鉱害課長、消費経済課長、小規模企業政策課長

等を経て、九州経済産業局長でご退官されるま

で、経済産業政策、環境政策、消費者政策とい

った幅広い分野で行政手腕を発揮されました。 

その後、アカデミアの世界に転じ、信州大学の

経済学部及び大学院で教授として教鞭を執ら

れ、評議員やイノベーション研究・支援センタ

ー長などのご要職も兼ねられました。信州大学

名誉教授になられた後も、法政大学大学院や昭

和女子大学大学院において、教授としてご活躍

されました。またその間、中央大学、成城大学、

明治大学大学院、広島大学大学院などで講師も

務められ、多数の大学において長きにわたり後

進の指導や研究に大いに貢献されました。 

社会経済活動の分野におかれては、長野県の

初代消費生活審議会会長や行政機構審議会会

長などに任ぜられるとともに、内閣府の消費者

委員会委員をはじめ、各府省の審議会委員とし

てご活躍されました。また、NPO活動にも積極

的に参画され、ながの消費者支援ネットワーク

理事長や消費者スマイル基金副理事長など、消

費者団体をはじめとする各種団体でも、役員と

して幅広くご活躍されました。消費者庁及び消

費者委員会の創設に際しては、国会からの要請

に応じ、参議院消費者問題特別委員会において、

「消費者庁関連３法案」に関する参考人として

ご出席されました。 

 平成 30年 5月には、先生は、これまでの長

年にわたる消費者政策への多大な貢献から、官

邸において消費者支援功労者として内閣総理

大臣表彰を受けられました。 

先生は、環境政策や消費政策をはじめとする

多数の論文や専門書を表されていますが、近年

では、消費者政策の分野に傾注され、特に「新

しい消費経済学」の確立と普及に注力されてお

りました。すなわち、サステイナビリティ、情

報の非対称性、限定合理性の３つの概念を柱に

据える「新しい消費経済学」を、消費者政策の

理論的基盤として位置付けることを提唱され

ていました。 

長年にわたる実務、教育、研究への先生の真

摯なご貢献とその成果は、本学会の初代会長を

務められた先生の御遺志を引き継ぐべき私た

献 辞 
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ちにとっての大きな財産であり、また進むべき

道を示していただいている航海図でもありま

す。そこで、このような貴重な知的財産を残し

ていただいた先生に対する敬意と深い感謝の

気持ち表すため、故樋口一清先生追悼号を刊行

することにいたしました。 

 

先生の御冥福、そしてご遺族の方々のご健勝

と益々のご活躍を心よりお祈り申し上げます。 

 

日本消費者政策学会副会長 

井内 正敏 
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はじめに 

米国サブプライム問題を契機に発生したリ

ーマンショックは、100年に一度の世界経済危

機といわれましたが、それも束の間、私たちは、

コロナウィルス・パンデミックに直面し、今日

改めて現代人類社会の脆弱性が浮き彫りにさ

れています。リーマンショックに続く今回の危

機は、原因は全く違いますが、「20世紀を律し 

た市場経済システムの枠組み」が対応力をもち

えなくなり、従来の市場経済システムにパラダ

イムシフト（思考と枠組みの変化）が求められ

ているのではないないでしょうか。この機会に、

現代の市場経済システムの問題点を深く考え、

我々は如何なる対応を行うべきか考えてみた

いものです。 

 

１．成長至上主義の世界観 

第２次世界大戦の終了・復興、植民地の独立

により、経済発展による楽観的認識が世界を支

配しました。特にベルリンの壁崩壊、冷戦終結

後、市場経済の一般化、グローバル社会の進展

を展望して楽観的展望が蔓延しました（歴史の

終焉―フランシス・フクヤマ、フラット化する

世界―トーマス・フリードマンはその代表でし

ょう）。しかし、現実に進展した世界は貧富の

格差拡大とこれに起因する政治・社会問題を生

み出し、混沌たる事態も出現しています。トマ・

ピケティ「21世紀の資本」が世界的ベストセラ

ーとなった所以も多くの人が今日の市場経済

システムの不安定性を自覚したからに相違あ

りません。 

 

２．「沈黙の春」、「成長の限界」等に始まる 

成長至上主義への警告と地球サミットへ 

の流れ   

   既に 1962年レイチェル・カーソンは「沈

黙の春」において農業・自然界と化学製品の

相克問題を提起しました。1972年ローマ・

クラブは「成長の限界」を提示し、同じく同

年、スウェーデン・ストックホルムにおいて

「国連人間環境会議」が開催され、先進工業

国においては経済成長から環境保全への転換

が、開発途上国における開発の推進と援助の

増強が重要であるとされました。 

その後、第一次・第二次石油危機の発生に

伴うエネルギー問題への対応（ＩＥＡの設

立、先進国首脳会議の発足）、スミソニアン体

制から変動相場制への移行、プラザ合意など

世界経済の中枢アメリカ経済の疲弊等によっ

て、この動きは 20年後リオ・サミットまで待

たなければなりませんでした。 

 

コロナウィルス・パンデミックに当って現代社会を考える 

-消費者及び消費者政策はこれに如何に応えるべきか‐ 

（故樋口一清消費者政策学会会長に捧げる） 

 

井出 亜夫 
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（国連環境会議（地球サミット）） 

1992年、ブラジル・リオデジャネイロで「国

連環境開発会議」（地球サミット）が開催され、

「環境と開発に関するリオ宣言」、持続可能な

開発のための行動計画「アジェンダ 21」に加

え、気候変動枠組条約、生物多様性条約の署名

が開始され、持続可能な開発が、人類の安全で

繁栄する未来への道であることが確認されま

した。 

（国連グローバル・コンパクトUNGC） 

1999 年、国連コフィー・アナン事務総長は、

ダボス会議（国際経済フォラム）において「国

連グロー バル・コンパクト」を提唱しました。

これは、世界人権宣言、就業の基本原則に関す

る ILO 宣言、環 境と開発に関するリオ宣言

に基づき以下の 10 原則を、グローバル社会に

おいて展開される企業の行動原則として掲げ

たものであり、参加者の自発的イニシャティブ

による実施を求めるものです。2000 年に国連

本部において正式に発足し、都合のよい隠れ蓑

にならないよう 2000 以上の企業、労働組合、

市民組織のネットワークによって、運営が担保

されています。                      

こうした動きは、一連のＣＯＰ会合（気候変

動枠組み締約国会合・第 1 回 1995 年）、2030

年を目指した国連ＳＤＧｓ（下記参照）の動き

となっていますが、今回のコロナ問題は、単に

ウィルスへの対抗に限らず、これを契機とした

人間社会・文明と自然・環境との関係を我々に

問いかけています。 

 

「国連ＳＤＧｓ－2030年を目指した持続的発

展 17目標（2015年国連サミットにおいて合

意）」 

１．貧困をなくそう  

2. 飢餓をゼロに  

3. すべての人に健康と福祉を  

4. 質の高い教育をみんなに  

5. ジェンダーの平等を実現しよう  

6. 安全な水とトイレを世界中に  

7. エネルギーをみんなにそしてクリーンに  

8. 働きがいも経済成長も  

9. 産業と技術革新の基盤をつくろう  

10. 人や国の不平等をなくすような対策を  

11. 住み続けられるまちづくりを  

12. つくる責任 つかう責任 

13. 気候変動に具体的な対策を  

14. 海の豊かさを守ろう  

15. 陸の豊かさも守ろう  

16. 平和と公正をすべての人に  

17. パートナーシップで目標を達成しよう

（この 17項目の下に各項目ごとに約 10項目

合計 169項目の課題が掲げられています）  

 

 ―此処には、新型コロナウィルス・パンデミ

ックの防御・拡大の防止策にも直結する多数の

事項が含まれている一方、今後の経済システム

のあり方を示す多くの課題が示されています。

― 



2021年 12月   

消費者政策研究 Vol.03 

5 

 

３．コロナウィルスで世界が求められている

こと 

今日の新型コロナウィルスのパンデミックに

直面して、改めて人間社会の有限性、相対性を

感じます。自然・環境と人間活動の調和、水の

需給もままならないアフリカ諸国の現状、これ

らを可能とする市場経済システムの在り方・真

の民主主義とは何か等多くの課題を我々に投げ

かけています。 

国際社会はこれに対し、如何なる対応が出

来るか問われていますが、取り敢えず当面の

課題として以下の点が急務となっています。 

（当面の課題）                               

（１）感染経路の究明                                     

情報の透明性・共有、国家対立でなく、国際

協調が求められ、特にＷＨＯの活動が重要で

ありましょう。                                    

（２）感染防止のための諸国民の努力                             

（三密の回避、状況に応じた経済社会活動、

文化・教育の一時的停止とその再構築）  

（３）専門家、関係者への期待・要請（ウィ

ルスの解明、治療薬・ワクチンの開発） 

（４）医療体制の整備                              

（５）二次，三次感染の防止を含め、発展途

上国への拡大を防ぐ様々な国際協力 

（各国の状況と対応） 

今日までの動きは、米国ジョンズ・ホプキン

ス大学の集計によって、概要を知ることが出来

ますが、更なる悪化も生じています。（2021年

1月初現在の世界の死者 180万人、米国の死者

35万人） 

 

（市場経済の国・民主主義の国といわれれる国

の対応） 

⓵アメリカの対応は、トランプ大統領の発言

も含み、アメリカ民主主義・市場経済なるもの

の実態を露呈（貧富の格差拡大、現代先進社会

に当然な社会保障制度の不備、アメリカ社会に

根づく人種差別現象の実態。ＷＨＯ離脱等自国

優先・一国経済主義）しています。こうした現

状に対し、次期バイデン政権が如何なる対応を

とるか注目を要します。 

②これに比べメルケル首相等欧州政治家の

発言は、人類の共存、相互依存性に触れるなど

視野の高さを示しています。 

③一方、中国の習近平政権の世界に対する発

信力も注目されます（米中覇権争いの中、今次

新型コロナウィルスにおける中国政府の初期

対応に問題があったに違いありませんし、香港

を巡る中国の対応、新疆ウィグル自治区の問題

も軽視はできませんが、総じてコロナウィルス

を巡る中国の国際対応はシンパシーを増すこ

とになるでしょう）。 

④他方、幸いにして日本の被害状況は他のＯ

ＥＣＤ諸国に比しラッキーな状況にあります

が、日本からの発信に視野の狭さを感じます。

1993 年に制定されたわが国環境基本法は、環

境の恩恵・継受、将来世代への継承、国際協力

による解決という理念のもとに持続的発展社

会の形成を謳っています。 

 

４．ＩＣＴ（情報通信技術）、ＡＩ（人口知能）

に代表される情報革命の進展とポストコ

ロナウィルス 

情報化社会の進展は、新型コロナウィルス・

パンデミックの中でもその度合いを強め、今回

のコロナウィルスへの対応においてもビッグ

データの活用、ＡＩの利用は、情報の分析、伝

達に更なる革新・変化を加え、働き方、eコマ

ース等生活様式にも変化をもたらし、また都会

への人口集中、地方の疲弊の是正・振興に新た

な手掛かりを与えることが期待されます。 

情報革命は、産業革命同様止めることのでき
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ない必然的現象ですが、産業革命・市場経済化

の展開の中で進められた民主化運動（労働組合

運動、消費者運動、協同組合運動、政治的民主

化運動等）様々な社会的対応も振り返りつつ、

情報革命を展望し、対応することが必要でしょ

う。 

この動き（AIの活用とDX：デジタルトラン

スフォーメーション）に対し新しいルール（①

情報保護・管理、②情報独占の排除－独禁法の

情報版、③国境を越えた税制の在り方、④情報

格差・情報ディバイドによる貧富の格差拡大、

その防止策、⑤軍事への転用（Tools and 

Weapons マイクロソフト社幹部 B.スミス）

⑤その他の弊害（注：SNSの利点と弊害」の見

極め）除去のルール等を作る努力が求められる

とともに、物理的距離の制約、組織の大小の不

利を克服し、また、人々の孤立を防ぎ、相互依

存関係を再認識させるなど市場経済システム

の永続性を如何にして高めるか、現代人の知恵

が試される大きな問題でありましょう。 

 

５．現代市場経済システムの問題点 

抑も近代資本主義発生の底流には、ビジネス

の展開と同時に倫理が求められていました。ア

ダム・スミスは、倫理学の上に経済論（道徳情

操論と諸国民の富）を展開し、マックス・ウェ

ーバー「プロテスタンティズムの倫理と資本主

義の精神」はこれを象徴するものでありました。

わが国における、江戸時代石門心学（石田梅岩）

による利他主義「売って良し、買って良し、世

間良し」思想も同様であり、日本資本主義形成

の立役者渋沢栄一の「論語と算盤」はその近代

版といえましょう。 

しかし、時代の展開と共に、効用・利益第一

主義、株主第一主義の経済概念が横溢し、世界

の経済学は、ミルトン・フリードマン「シカゴ

学派」の主流派経済学の影響が極めて大きい状

況です。 

マックス・ウェーバーは、20世紀世紀初頭、

「プロテスタンティズムの倫理と資本主義の

精神」の中で、「最も自由な地域であるアメリ

カ合衆国では、営利活動は宗教的・倫理的な意

味を取り去られていて、今では純粋な競争の感

情に結び付く傾向があり、その結果スポーツの

性格を帯びることさえ稀ではない。…精神のな

い専門人、信条のない享楽人。この無のもの（ニ

ヒツ）は、人間性のかつて達したことのない段

階にまで既に登りつめたと自惚れるだろう」と

観察しています。 

ここでは、こうした経済学及び現代市場経済

システムの現状に対する深い憂慮と新しい展

望を説く幾つかの例を提示するとともに、経済

社会に関する東洋思想を紹介してみたいと思

います。 

 

（人間の相対性、相互依存性を述べた東洋思想）

総じて、近代の到来は、自然を克服する欧米

思想によってもたらされましたが、この機会

に人間の相対性、相互依存性を述べた東洋思

想を振り返り、今後の対応に資したいと思い

ます。 

 

（１）『説苑』*に示される国を超える発想 

（*中国上代～前漢中期までの故事説話集。 

前漢の大儒・劉向の編纂） 

「楚の共王出猟して、その弓を遺う。左

右これを求めんことを請ふ。共王曰く、

『止めよ。楚人弓を遺ふも、楚人これを

得ん。又なんぞ求めん』と。仲尼（筆者

注:孔子）これを聞きて曰く、『惜しいか

な、その大ならざる。また人弓を遺ふも

人これを得んと曰はんのみ。何ぞ必ず

しも楚のみならんや』と。仲尼は所謂大

公なり。」 
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（２）論語に現われたコンプライアンス観、 

富貴観 

・法律制度、刑罰だけで秩序を維持しよう

とすると、民はただそれらの法網をく

ぐるだけに心を用い、幸いにして免れ

さえすれば、それで少しも恥じるとこ

ろがない、徳をもって民を導き、礼によ

って秩序を保つようにすれば、民は恥

を知り、みずから進んで善を行なうよ

うになるものである（英国金融学者ジ

ョン・ケイも「金融に未来はあるか」で

引用）。 

・利益本位で行動する人ほど怨恨の種 

まくことが多い。 

・君子は万事を道義に照らして会得する

が、小人は万事を利害から割出して会

得する。 

（３）人間と自然界との調和を示している 

老荘思想 

・竹林の 7 賢人（人間社会の喧騒を離れ

自然と共生する） 

・無為無欲、無為自然の治 

・兵は不肖の器にして君子の器でない               

（４）先憂後楽 

（中国北宋の政治家・文人、范仲淹 

（989～1052）の散文『岳陽楼記』の 

末尾一節） 

士当に天下の憂いに先立ちて憂え天下

の楽しみの後に楽しむ 

（５）『菜根譚』 

（中国明代末期の儒者、洪応明による儒仏 

道の倫理の集大成）  

・仁義の力は何物にも勝る 

富の力に対し、仁の徳で対抗し、 

名誉で来るならば、正しい道で対抗する。 

・学んで後に自ら実行する 

学問を講じても実行を大切にしなけれ

ば口先だけのことである。事業を起こし

ても自分の利益だけを追求するのであ

れば、眼前の花のようなものである。 

・三態（道徳、事業、権力）の富貴名誉を

比較すれば、道徳によるものが最も優れ

ている 

（６）二宮尊徳*に現れた持続的発展思想 

（ * 江 戸 末 期 農 政 家 、 1787 ～ 1856 ）              

「遠きを謀る者、近きを謀る者」「利を

計る遠近」は商法の掟である。 

・誠心・勤労・分度（分限、限度に応じ計

画を立てる）・推譲（他人を推薦し、自

らは譲る・人のため世のための志と実践） 

（７）ムハマド・ユヌス 

（バングラデッシュ・グラミン銀行創始

者、2006 年ノーベル平和賞受賞。1940

年～）    

「資本主義の欠陥を指摘（ソーシャル・

ビジネス、起業家の精神、金融システム

の再構築による）貧困ゼロ、失業ゼロ。

環境破壊ゼロの世界を提唱」 

（８）マハトマ・ガンジー 

（インド独立指導者、1869 年～1948 年） 

「現代社会 7つの大罪」 

・道義なき政治  

・道徳なき商業  

・労働なき富  

・人格なき学識(教育)  

・人間性なき科学  

・良心なき快楽  

・献身なき信仰 
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（９）宮沢賢治（作家、農民指導者、1896年～

1933年） 

「農民芸術概論要綱」（日蓮宗の影響） 

我らは一緒にこれから何を論ずるか・・・ 

世界全体が幸福にならないうちは個人  

の幸福はあり得ない 

自我の意識は個人から集団社会宇宙と 

次第に進化する  

この方向は古い聖者の踏みまた教えた 

道ではないか  

新たな時代は世界が一の意識となり生 

物となる方向にある  

我らは世界の真の幸福をたずねよう 

訪ねよう                       

（１０）尹東柱（韓国詩人、日本留学時に治安

維持法により獄死。延世大学、同志社大

学に記念碑がある。1917～45）序詩 

「死ぬ日まで空を仰ぎ、一点の恥辱無き

を 葉あいにそよぐ風にもわたは心痛

んだ 星をうたうこころで生きとし生

けるものをいとおしまねば そして私

に与えられた道をあゆみゆかねば 今

宵も星が風に吹き晒される」 

（現代市場経済システムの問題点を指摘した

論者の例－詳しくは付論参照） 

１）アマルティア・セン 経済哲学者、  

経済学の再生・道徳哲学への回帰を唱え、今

日の経済学は合理的愚か者の分析学に堕落し

たと批判 

 

２）マイケル・サンデル 社会哲学者 

  市場経済原理主義、功利主義から新しい公

共哲学（共同体主義）へ移行を提唱 

 

３）フィリップ・コトラー マーケッティング

学者 

マーケティングの世界では、世界人口の

70 億人の顧客のうち注視してきたのは、わ

ずかの大富豪、富裕層、中産階級など約 20億

人であった。残りの 50 億人対象にも対象と

とするマーケティングが必要だ。 

 

４）宇沢弘文 政治経済学者 

地球環境、地域社会、都市計画、交通・通

信、教育、医療・福祉、金融等は、社会的共

通資本である。この概念を組入れた市場経済

の構築が、市場経済を持続可能にするもので

ある。 

 

５）野中郁次郎 経営学者   

新しい資本主義の模索―Prudence（分別・

思慮）-based capitalism 「(人間中心の精神・

価値観に基づいた経済・経営)賢慮（共通善実

現のための知恵）」」に基づく資本主義を提唱 

 

６）マイケル・ポーター 経営学者 

企業の社会的責任とは、社会が直面する課

題に対し、企業が事業を通じてこれを実現す

ること、すなわち、社会の課題と事業活動を

統合することである。 

 

７）リン･シャープ･ペイン 経済倫理学者     

「バリューシフトー企業倫理の新時代」今

日、一流企業に期待されていることは、富の

創造、優秀な製品とサービスの提供ばかりで

はない。今日の社会は、道徳的な人格を企業

に付与している。 

 

８）ジョン・ケイ 金融経済学者 

ベルリンの壁崩壊に伴うグローバル経済

の進展、市場主義指向が強まる中で、実体経

済をサポートする役割を担う金融がこれか

ら遊離・膨張し、その破綻によって逆に実体

経済に大きなダメージを与えた。この主客転
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倒の関係を正常化する知恵と方法はないも

のであろうか。 

 

９）ビル・ゲイツ マイクロ・ソフト創始者  

今日の市場経済システムは、購買力を持つ

需要にのみ対応し、真のニーズに対応してい

ない。市場経済システムには不備がある。こ

の不備を改善するためには、さらなる技術革

新よりもシステムの改革が必要である。 

 

10）エレン・マッカーサ― 父親を炭鉱夫に 

持つヨットレース女性世界覇者  

ヨットレースの世界の覇者が、地球を回っ

て改めて資源の有限性、枯渇を懸念し、エレ

ン・マッカサ―財団を設立（2010年）、「サー

キュラーエコノミー」運動を展開。 

 

６．グローバル社会における世界市民としての

素養と自覚 

人類の共存、相互依存性の認識を高めるため

には、専門領域を超えた、あるいはその根底に

あるリベラル・アーツ（哲学、倫理学、歴史 文

学、テクノロジーよりもサイエンス）を視座の

中に据えなければなりません。 

総じて、日本の実情は、明治以来近代化を目

指したテクノクラート養成に主眼が置かれ、分

野を超えた発想が足りません。（注：ベルツ日

記「日本では今の科学の成果のみを西洋の学者

から受け取ろうとしている」） 

 

（注）加藤周一（日本文学史序説）、中村元等

（日本人の思惟方法）等が鋭く指摘する日本の

伝統的思想（体系的価値観の欠如－所属集団へ

の強い帰属、論理的思考の欠如、）、与えられた

状況への安易な対応、蛸壺型社会「丸山真男－

日本の思想」）はどう克服されるかといった問題

とも密接に係わりを持ちましょう。 

 

７ 消費者の責任と役割、消費者政策の  

在り方 

１）別紙は 1998年ＣＯＰ５京都会議開催に当

って、時の橋本内閣が関連する政府審議会

事務局に対し意見を求めた時、国民生活審

議会事務局経済企画庁より出されたペーパ

ーに関し、毎日新聞が論説で紹介したもの

であります。ここでは既に成長の限界を強

く意識し、現状経済のある種パラダイム・

シフトした問題提起がなされています。 

 

２）消費者も消費者政策も従来の発想をこえ

て、ＳＤＧｓ達成に向けて自らの生活を吟

味し、企業活動、政府政策をこの観点から

厳しく評価していく必要がありましょう。

既に、多くの企業は自らの企業活動をＳＤ

Ｇとの関連において、ＰＲしていますが、

それは第 3者の評価を受けたものではあり

ません。その事実関係を消費者自身が判

断、評価し、購買活動のベースとすべきで

ありましょう。そのための評価委員会のよ

うな機関を消費者運動の中で展開すること

も必要でありましょう。 

 

３） その意味で、21世紀の市場経済システム

のパラダイムシフトは、消費者自身の、

消費者政策自身のパラダイムシフトをも

必要とするでしょう。 

 

４） これは、真の民主主義社会の実現が、国

民一人一人の自覚と行動によるものであ

るように市場経済システムのあるべき姿

が消費者自身の思考と行動に係っている

ことを示唆しています。 
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終わりに  

 

（１）SDGｓの重要性  

SDGｓの思想（現代人間社会と自然・環境

との調和を展望、貧困問題の重視等）は大き

な第一歩と言えます。これを企業はどう実践

し、政策は如何にリードし、NPO組織、消費

者もまたこれに如何に対応するかは、「市場経

済システム」の永続性が問われる重要事項に

なります。 

人類は産業革命以降、利便性の向上、生活

の豊かさの向上において多くの成果を挙げて

きました。他方、それまでになかった大規模

な戦争、核兵器の保有、地球環境問題の発生

等将来世代に対する負の遺産も積み重ねてい

ます。人類社会の永続を願い展望するなら

ば、こうした負の遺産を早期に除去しなけれ

ばなりません。それができなければ、人類の

永続は困難であり、次の種族によって、我々

が恐竜の絶滅の歴史をたどるように、かつて

人類と云う種族が存在したが、自らの活動に

よって衰滅したと記録されることになるでし

ょう。 

 

（２）歴史と展望 

英国の著名な歴史家 E・H.・カーは「歴史と

は、過去と現在の絶え間ない対話である」と述

べています。私は、これに加え、「歴史とは、過

去と現在の対話であり、また、未来への展望で

ある」と考えます。世界は大きな転換期にあり、

また、今日の日本は、明治維新、戦後改革に次

ぐ新しいパラダイムの形成、第 3の開国が求め

られています。 

コロナウィルス・パンデミック問題を契機に

新しい展望を描きたいものです。 

 

（付論‐現代市場経済システムの問題点） 

 

１）アマルティア・セン （1933 年～）政治 

経済学者、哲学者 ノーベル経済学賞受賞 

①人間は多様性を有した存在である、民族・

習慣が有するアイデンティティーの多様性

の上に人間の理性と判断が成立する。 

②現代経済学はこうした背景を捨象し、効用

極大、利益至上をベースとするいわば合理的

愚か者の分析学に堕している。 

③貧困、飢餓、格差、不平等の解消を可能と

する経済社会システムの構築を求め、経済学

の再生、道徳哲学への回帰を提唱。 

 

２）マイケル・サンデル（1953 年～）政治   

哲学者 

①市場経済原理主義、功利主義から新しい公

共哲学へ 

②リバタリアニズム（自由至上主義：人間は

他者の権利を侵害しない限り自由という基

本的権利を持つ、善の価値判断をせずに万人

に共通する自由を普遍的前提とする）の哲学

から、時代は、コミュニタリアニズム（共同

体主義：人間は社会の一員として生まれ、生

きる。ゆえに無制限の自由を持つわけでない）

へ 

③すなわち、時代は、自由が善に先行するする

哲学から、善の価値観を問う哲学へ移行して

いるのではないか。 

 

３）フィリップ・コトラー（1931年～） 

米国マーケッティング学者 

①企業の社会的責任 －物質主義、自己主義の

戒め－ 

マーケティングに携わる人間は自らの活動

が世界の資源等社会に及ぼす影響についても

責任感を持つべきだ。これは、道義的責任だ。
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米国は余りにも物質主義と自己中心主義に偏

りすぎた。企業には倫理が必要だ。他人の役に

立つというのはそれだけで行動を起こす立派

な理由である。効果を金銭的に図る必要はない。 

②富と貧困－貧しい 50億人にもっと目を－ 

ニューヨークで起きた「ウォール街を占拠せ

よ」のデモが象徴しているように富と貧困の問

題は軽視できない。この問題を放置したならば、

社会変革を目指すもっと過激な運動に発展す

るかもしれない。マーケティングの世界では、

世界人口の 70 億人の顧客のうち注視してきた

のは、わずかの大富豪、富裕層、中産階級など

約 20 億人であった。残りの 50 億人対象にも

対象ととするマーケティングが必要だ。 

 

③平和：資本主義をさらに磨く－「普遍的人権

支援」の一翼を担う－ 

今米国に必要なのは、すべての世界でより良

き社会を実現する推進力となることである。米

国では、「コンシャス・キャピタリズム（意識の

高い資本主義）」という言葉を学者や経営者が

口にするようになっている。利益追求だけでな

く飢餓、貧困、栄養失調の解消などあらゆるス

テーク・ホルダーの心を動かす高邁な目標を掲

げる社会のことだ。、マーケティングの世界で

も新たに「2つのＰ（ピープル＝人、プラネッ

ト＝惑星）」を意識し、社会をよい方向に変革

させるため資本主義をさらに優れたものにし

ていく必要がある。第 3 代米国大統領トーマ

ス・ジェファーソンの思い描いた米国は「軍事

力でなく倫理力を通じて諸外国の普遍的人権

を支援するモデル国家」だったはずだ。そこに

は、マーケティングが世界の平和と繁栄を実現

する役割を担う余地が十分にある。 

 

４）宇沢弘文（1928 年～2014 年）「自動車の 

社会的費用」「社会的共通資本」 

①社会主義の弊害、資本主義の幻想を超えた 

制度主義の構築を提唱 

②従来の市場経済システムは、例えば、自動車 

 の社会的費用を考慮の外においてきた。地球 

環境、地域社会、都市計画、交通・通信、教 

育、医療・福祉、金融等は、社会的共通資本 

である。 

③この概念を組入れた市場経済の構築が、市場 

経済を持続可能にするものであり、その担い 

手は、信頼、信託（fiduciary）の原則に基づ 

き、職業的倫理観を備えた専門人とともに自 

立した市民の参加が不可欠である。 

 

５）野中郁次郎 経営学者（1935年～）   

賢慮資本主義 大転換期の経営を考える  

①従来の米国式経営学はアカデミックな研究 

と実践とを分離してしまう演繹的傾向が 

ある。 

②今後は、実践という視点から再構築し、米国 

式資本主義、中国の計画経済的資本主義、欧 

州の保護主義的資本主義でもない新しい資 

本主義の模索を提唱。Prudence（分別・思慮） 

-based capitalism(人間中心の精神・価値観 

に基づいた経済・経営)による、賢慮（共通善 

実現のための知恵）に基づく資本主義構築が 

必要。 

③従来型経営の分野（経営学、戦略論、組織論） 

だけでは解けない問題、産業構造や都市、コ 

ミュニティ問題、教育・環境問題等社会問題 

の認識に立った視野が不可欠である。 

 

６）マイケル・ポーター（1947 年～  ）    

競争優位の戦略になかで企業の社会的責

任を説く米経営学者  

①企業の社会的責任とは、社会が直面する課題 

に対し、企業が事業を通じてこれを実現する 

こと、すなわち、社会の課題と事業活動を統 

合することである。 

②その一体化を進めている代表的事例をネス 
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レの「共通価値の創造」に見ることができる。 

世界の企業は、このネスレの事業活動に学ぶ 

べきだ。ネスレでは、こうした活動を第三者 

評価を通じ展開している。 

 

７）リン･シャープ･ペインオックスフォード 

大学に学びハーバードビジネス・クール教

授      

「バリューシフトー企業倫理の新時代」 

① 本質的に財務面しか見ていなかった従来

の企業に関する測定基準とは違って今日

の企業のパフォーマンス基準は変わって

きている。企業という存在が世界的に広ま

り、成長してきたことの結果である。 

②自由化、民営化、ウローバリゼーション、 

知識と技術の進歩――これらが総合されて 

企業の重要性を高め、企業のパフォーマンス 

への新しい期待を生み出した。かつては資本 

をプールするための便利な手段としか考え 

られてなかった企業が、社会における能動的 

な存在とみなされるようになった。 

③今日、一流企業に期待されていることは、富 

の創造、優秀な製品とサービスの提供ばかり 

ではない、「道徳の行為者」としての行動、す 

なわち責任の主体として、道徳的な枠組みの 

範囲内で事業を運営することも求められい 

る。今日の社会は道徳的な人格を企業に付与 

している。 

 

８）ジョン・ケイ（1948 年～英金融学者）他

（金融に未来はあるか、その社会的責任は    

如何にあるべきか） 

① ベルリンの壁崩壊に伴うグローバル経済

の進展、市場主義指向が強まる中で、実体

経済をサポートする役割を担う金融が、凧

糸が切れたようにこれから遊離・膨張し、

その破綻によって逆に実体経済に大きな

ダメージを与えている。この主客転倒の関

係を正常化する知恵と方法はないもので

あろうか。金融の本来的機能（⓵決済シス

テム ②貸し手と借り手の引き合わせ 

③家計の資産管理 ④経済活動のリスク

制御） 

② エージェントからトレイダーへ（⓵それに

伴う膨大な利益 ②外為取引の拡大（実際

のサービス、国際貿易の 100規模）③金融

派生商品（デリバティブ）による金融活動

の爆発的規模）英国での決済処理 75 兆ポ

ンド、英国国民所得の40倍となっている） 

③ もの造りの世界では、製造物責任によって、

製造物の欠陥により、生命財産に被害を与

えた場合、製造業者はその損害賠償の責を

負う。地球環境問題に発端する循環型社会

形成基本法は、拡大生産者責任という新し

い概念によって設計、生産、消費、廃棄の

段階に及ぶ生産者の責任を規定した。また、

農産物の安全性に関し問題が生じた際は、

生産者に遡るトレイサビリティが求めら

れている。 

④ 社会的共通資本（宇沢弘文教授）としての

金融システムについては、金融商品の売出

しに対し、その責任を如何なる制度設計、

ルール化によって求めるべきなのか。 

⑤ 公的資金導入に当たっては、「銀行を救う

のではない。金融システムを救済し、経済

全体への悪影響を排除するのだ。」という

常套説明がなされるが、サブプライム問題

に端を発する「リーマンショック」による

国際金融システム不安に当たっては、単に

当面のリスク対応をもって事たれりとす

るのではなく、21世紀の市場経済を構成す

る社会的共通資本としての金融システム

の制度設計・構築、経営者の責任のあり方

を具体化する本格的検討を始めなければ

ならない。 
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９ ） ビ ル ・ ゲ イ ツ （ 1955 年 ～ ）        

マイクロソフト創始者 社会利益の実現

を図る財団を設立 

① 今日の市場経済システムは、需要にのみ対

応し、ニーズに対応していない。市場経済

システムには不備がある。この不備を改善

するためには、さらなる技術革新よりもシ

ステムの改革が必要である。 

② 世界はよくなりつつあるが、その進歩の速

度には満足できない。純粋な資本主義シス

テムは貧しい人のために働こうとするイ

ンセンティブが低い。自分の利益を追い求

めるのは、人間に備わった二つの本質的力

の一つに過ぎず、もう一つの力、他人を思

いやる力が忘れられてはならない。 

③ 創造的資本主義とは、その両者を同時に刺 

激するシステムである。 

 

10）エレン・マッカーサ―（1976 年～）    

ヨットレース女性世界覇者  

①ヨットレースの世界の覇者が、地球を回って

改めて「資源の有限性、枯渇を懸念し、エレン・

マッカサ―財団を設立（2010 年）、「サーキュ

ラーエコノミー」運動を展開。 

②父は炭鉱夫であったが、可採年数が多い石炭

でさえも精々100年～200年程度である。企業

の参加を求め、その実践による成果公表を求め

る。また、国連 SDGに対しては、その具体的

展開を求めている。 

 

終りに 

太宰春台  ( 1680年～1747年 )「経済録」 

抑もわが国における経済なることばは、江戸

時代陽明学者太宰春台「経済録」に所以する。

太宰はここで経済（経世済民）の学に必要な 4

要素「時、理、時の勢い、人情」を述べている。

現代経済学は,経済学発祥の原点・根拠に戻る

ことが強く求められている。  

参考資料 

 

⓵新型コロナ 国家を超えた連帯の好機 

 大澤真幸（社会学者）2020・4・8 

（朝日新聞） 

②コロナ禍と人類 21世紀の新思考 

（国際協力と軍縮） ミハエル・ゴルバ 

チョフ 2020・9・25（朝日新聞） 

③21世紀の世界秩序の変化（米国一極から 

米中二極構造へ、双方に強みと弱み、失わ 

れた 30年日本の行方（様々な課題に対し 

その展望を欠く実情）を懸念、行天豊雄 

 随想（元財務官） 

④AI と教科書が読めない子供たち（本を読

まない大人たち、文章の書けない大人た

ち）、 統計・確率・狭義の論理では有効、

シンギュラリティの滑稽さ（新井紀子 東

洋経済）  

⑤コロナの先の世界（産経新聞出版 国際 

経済連携推進センター編） 

➅ポストコロナの経済学 熊谷亮丸（日経

BP、8 つの構造変化（①資本主義の転換 

②格差拡大による反グローバル主義、ナシ

ョナリズムの台頭 ③米中対立激化 ④

グローバル・サプライチェーンの再構築 

⑤不良債権の深刻化 ➅財政悪化と金融

政策との統合 ⑦リモート社会の登場 

⑧分散型ネットワーク） 

④ コロナ後の世界（世界の知性 6人へのイン

タビュー 大野和基 文春新書） 

 

（注）本論は、「コロナの先の世界－国際社

会の課題と挑戦－（産経新聞出版）」へ

の寄稿「コロナウィルス・パンデミッ

クに当って現代社会を考える」に加筆

し、また、（一般財団法人）国際善隣協

会会報 2021年 1月号への寄稿を修正

したものです。 
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1998年 1月 6日 毎日新聞（朝刊） 

 

毎日新聞社提供 
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概要 

 

 消費者志向経営の考え方が必要になった背

景、および理念を整理し、世界的な潮流となっ

ているSDGsやESG投資と消費者志向経営と

の関係を明らかにする。 

 さらに日本の企業がどのように消費者志向

経営に取り組んでゆけばよいかについて、その

意義と方向性を具体例に沿って解説した。特に

消費者志向経営を推進するためには、高い専門

性をもった人材育成が重要であることを強調

した。 

 

１．消費者志向経営の理念は時代の要請 

 

（１）2015年 消費者庁の報告書で初めて「消

費者志向経営」という言葉が取り上げられた。 

 

消費者志向経営という考え方が示されたの

は、2015 年に策定された第 3 次消費者基本計

画が契機である。高度情報通信社会において消

費者は便利になったものの、その反面利用には

複雑かつ慎重な対応が求められるようになっ

た。新しいイノベーションを活かすために企業

と消費者が協働作業で Win-Win の関係を築き、

起こりうるネガティブな結果を未然に防ぐこ

とが重要である。 

このような社会においては、悪質な企業によ

る消費者被害を救済することは優先すべき課

題であるものの、消費者の脆弱性にも様々な面

がある中で、事前ルールによって詐欺的行為を

未然に防ぐには限界があるという認識が広が

った。この考え方は行政だけでなく、多くの企

業や消費者に共有されるようになってきた。 

第 3次消費者基本計画においては、消費者政

策を推進するうえで、良質な企業の経営努力が

不可欠であり、健全な市場の形成のため、消費

者、雇用者やステークホルダーに配意した民間

の企業活動「消費者志向経営」が必要であると

いう認識が示された。 

 

図 1 

 

出典 消費者庁報告書概要より転載 

消費者志向経営の理論と実践 

‐なぜ消費者志向経営が必要なのか、どのように実践すればよいのか‐ 

Theory and Practice in Consumer-Oriented Management 

  昭和女子大学  飛田 史和 

   Showa Women’s University  Fumikazu HIDA 

キーワード 

消費者志向経営、SDGs、ESG投資 
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具体的な取り組みとして実現させるために

2015 年 7 月には「消費者志向経営の取組促進

に関する検討会」 が開催された。翌年 4 月に

公表された報告書では ①企業自身が取り組

むべきアクション・取り組み例と、②企業が消

費者と連携して行う改善・開発、情報交換、プ

ラットフォームの設置、の両方が必要であるこ

とが示されている。（図１参照） 

 

（２）共創社会を実現させるために、民間の力

を活かす必要がある 

 

消費者志向経営を実施する主体は企業であ

る。共創社会を実現していくためには政府の力

だけでは不十分であり、自由経済の大きな部分

を占める民間企業の働きが不可欠になる。 

企業がこのような考え方に沿って新しい経

営理念を実践するにあたっては消費者（社会）

との協働作業が必要になる。SDGs、ESG投資

も世界経済を構成する各主体の力を活かして

いこうという考え方であり、この点は第 2章で

後述する。 

 

（３）利益と社会目的の両立 

 

世界的な潮流としてグローバルな競争が進

む中で、リーマンショックなどを機に市場原理

主義が破綻を見せてきた。能力を持つものが果

実を独占するのでなく、地球上で共存する社会

関係を重視し、地球環境、格差やガバナンスな

どの問題を解決することが求められるように

なった。SDGs などの世界共通の開発目標を実

現するためにも、民間企業は、利益追求に専念

するのでなく、社会目的を実現する責務を負っ

ているという認識が醸成されるようになった。 

日本の企業では、社会目的を追求することは

善きことであるかもしれないが、企業は利益を

追求することが一義的な目的であるので、環境

保全や人権擁護などの社会の利益になること

にコストを費やすのは、企業利益にとってコス

トであるとの考え方が根強くあるように思わ

れる。しかしながら企業（株式会社）はあくま

でも社会を良くするために、多くの人の力を結

集する手段であって、市場に導かれた企業の存

続・繁栄が一義的な目的ではない。 

 

（４）企業は多数の人の力を集めて目的を達成

するための器である 

 

 多くの人の力と資本を結集する仕組みとし

て、近代になって株式会社が発明され、国家を

上げた貿易や運河建設など社会の大きな目的

を実現するために必要な制度として広く使わ

れるようになった。株式会社は手段であり、利

益追求そのものが目的ではないはずである。利

益追求はあくまでも目的を効率的に達成する

エンジンとして考えられるべきである。 

 企業は不特定多数の出資者（株主）の意を受

けてその目的や手段を定めなくてはならず、瞬

時に変動する社会・経済取締役会が不特定多数

の株主の合意・委任を得ることが極めて難しい

から、まず健全性、財務・収益性を普遍的な目

標にするのである。これによって多くの人が力

を合わせて資源を効率的に活用して目的を実

現できる。 

ほとんどすべての国・国民が自由な市場経済

を志向しているのはなぜだろうか？それは、グ

ローバルな貿易、資本移動、インターネットな

どを通じた人や情報の相互依存関係が存在す

る。このような多数の主体がかかわる取引には、

価格や利益といった汎用の指標がないと身動

きがとれない。市場メカニズムのすばらしいと

ころは、利己心を競争に変えられることにある。 

 

（５）顔の見えない不特定多数の助け合いは共
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有地の悲劇を生む 

 

コロナ感染症という試練によって、私たちは、

「すべての人の命を守るという共同社会の約

束を守ること」と「そのために必要なワクチン

や医療資源をだれにどのような優先順位で提

供したらよいのか」というジレンマに直面させ

られた。非常に多くの人間と主体が関わる現代

社会において、前者を遂行するためには全能の

神が導く計画経済体制が必要になる。 

神取は「ミクロ経済学の力」の最終章におい

て「社会主義の失敗と共同体の論理の限界」と

題して「他人への思いやり」「利己心への反感・

嫌悪」「競争より協調」という共同体の論理を、

家族や隣人といった顔の見える小さな社会全

体の運営に使おうとしたのが 20 世紀における

計画経済国家の失敗であった と述べている。 

今一番必要とされていることは、市場や効率

性を否定するのではなく、消費者志向経営とい

う助け合いの哲学でその機能を補強・補完して

いくことである 

 

（６）消費者志向経営は企業と消費者が切磋琢

磨して価値を創造する仕組みづくり 

 

私たちが広く受け入れている自由と選択に

よる自由経済を消費者志向経営は補完するも

のである。利益や価格という観点に加えて企業

と消費者が価値を創造する仕組みづくりであ

る。 

二つの主体が力をつけて、互いにチェックし

あう。そのせめぎあいが社会を良い方向に導く。

D.アセモグルと J.ロビンソンはベストセラー

となった近著「自由の命運」において国家の力

（制度・秩序）と社会の力（自由・権利）のど

 
1 D.アセモグルと J.ロビンソンは両者が均衡する条

件・範囲を「狭い回廊」と名付け、国家に自由が生ま

れ栄えるためには国家と社会の力が「狭い回廊」の中

ちらかが支配的にならず、両者の力が互いに拮

抗することが、その国の自足的な経済発展を可

能にする条件だと主張している1。例えば共産

党主導の中国のように国家の力が強すぎても

社会の不満が爆発して国民の広い支持は得ら

れない。またアフリカのティブ民族を例に、民

衆の力だけがあって混沌とした状態では、生産

的な協力は得られない という。 

消費者志向経営は企業と消費者の共創関係

なので、国家と社会の力の拮抗を成長条件とす

るアセモグル・ロビンソンの論とは区別される

べきである。しかし、消費者志向経営もアセモ

グル・ロビンソンも、発展する健全な社会をめ

ざすという点で大きな相似性があり、一方の力

が強すぎた（もう一方の力が弱すぎた）のでは

それが成り立たない。 

筆者は 2020 年に開催された NACS 会議2で

消費者と企業の関係が変わってきており、対峙

から共創へと転換しているという考え方を提

示した（図 2参照）が、このような考え方は今

多くの人が感じ、実践していることではないだ

ろうか。 

  

図 2 

 

出典：NACS会議開催レポート 基調講演資料より 

 

に入ることが必要だと主張する 
2 2020 年 7 月に「ICTの進展と消費者志向経営（オ

ンラインNACS会議）」というテーマで開催された 
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２．消費者志向経営は SDGs、ESG 投資と何

が違うのか 

 

（１）欧米で進む企業経営の変化 

2019 年 8 月にアメリカの大企業経営者によ

る優良なフォーラムであるビジネス・ラウンド

テーブルは「いまこそ株主第一主義を見直して

ステークホルダーに配意するべきである」旨の

提言（声明）を行った。自助努力による市場主

義が多くの国民に支持されていると考えられ

がちなアメリカ社会であるが、この声明に見ら

れるように決して市場主義一辺倒ではない。株

主最優先でなく環境、コミュニティ―、従業員

といった企業を取り巻くステークホルダーの

ことを考慮し、その利益を図る「ベネフィット・

コーポレーション」という新しい企業形態も

35 以上の週で法制化されている。日本で生ま

れた消費者志向経営の考え方は、 

アメリカやヨーロッパにも共通してみられる。 

 近年では、SDGs の推進、ESG投資という考

え方が世界で広く認められるようになってき

た。企業にとって消費者志向経営を推進するこ

とは SDGs を推進すること、ESG 投資を選択

することとどういう関係にあるのだろうか、何

が違うことなのだろうか。 

 

（２）持続可能な開発目標（SDGs） 

 

 世界の人々が、目先のことだけでなく

（Sustainableに）、豊かに発展（Development）

するための 17 の分野における Goal と 169 の

Targetが 2015 年の国連総会で採択された。 

2000 年に採択された前身のMDGs では、貧困

や飢餓と疾病など途上国の貧しさを撲滅する

ことが主眼であった。2015 年に採択された

SDGsでは目標とする分野をMDGsより拡げ、

働きがいや経済成長、気候変動、海陸の豊かさ、

など地球全体の将来の発展に目を向け、世界全

体で取り組むべき課題を挙げている。 

 SDGs については社会の注目を浴び、トレン

ドにもなって、消費者や企業も対応を求められ

ている面がある。SDGs は端的に表現すれば、

今世界で求められている社会目標リストと工

程表であり、消費者志向経営やほかの考え方と

矛盾するものではなく、むしろ集大成と呼ぶべ

きものである。 

 

（３）投資を通じて社会を変える（ESG投資） 

 

 国連は、かねてから世界レベルで環境保全や

貧困の問題を解決していくには、膨大な資金を

運用している機関投資家の役割が重要である

と考えていた。特に UNEP は世界の大銀行、

保険会社に声をかけ「環境と持続可能な発展」

に金融機関が何をできるかというフォーラム

を形成していた。 

 このような話し合い、共通認識の中で金融投

資家が投資決定を行うに際して、環境（E）、社

会（S）、ガバナンス（G）に配慮すべきという

原則が、2006年 国連責任投資原則（PRI）と

考え方 目的 誰が実施

消費者志
向経営

法やルールによって企業を制約
するのでなく、企業が自ら、消費
者、取引先、雇用者のことをバラ
ンスして考えながら経営戦略を実
践する考え方。賛同する企業は
自主的に宣言を行う。消費者庁に
より企業の優良事例を表彰。

様々な社会
目的に配意し
た企業経営

企業

SDGs

世界の人々が、目先のことだけで
なく（Sustainableに）、豊かに発

展（Development）するために、

設定された具体的な17の目標
（Goal）と169の達成目標

（target）。　2030年までに実現し

ていこうという行動計画（2015年
国連総会採択）

世界全体が
豊かに発展

する

世界全体
(それぞれ
の国が主

導)

ESG投資

環境（Environment）・社会
（Social）・ガバナンス
（Governance）の観点を加味して
企業の投資活動を決定すべきで
あるという考え方。2006年にアナ
ン国連総長が金融機関に対しこ
のような考え方PRI（責任投資原
則）を提唱

企業の投資を
通じた社会目

的の実現

企業（投資
機関）

出典：筆者作成

表１ 消費者志向経営・SDGs・ESG投資の定義と目的
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して定められ 50 以上の機関投資家が署名した。

3 

 PRIでは、機関投資家の行動として、ESGを

投資の意思決定のプロセスに組み込み、ESG

投資が実現するプロセスを支援し、活動を公表

することが定められている。 

 ESG 投資とはこのような原則に沿った投資

行動であり、社会目的に沿った投資を、機関投

資家が選択（スクリーニング）することによっ

て実現していこうという社会運動である。 

 

（４）消費者志向経営・SDGs・ESG投資の定

義と目的の違い 

  

こうしてみると、消費者志向経営・SDGs・

ESG 投資の 3 者の目的は共通で、すべてのス

テークホルダーが豊かになる社会の実現に力

を合わせようとするものである。日本の企業で

も 3者をほぼ同様のものとみなし、共通の対応

策を示しているように見える。 

 消費者志向経営が「企業と消費者が切磋琢磨

して価値を創造する仕組みづくり」であるのに

対し SDGs は「世界の人々が豊かになるための

目標設定と工程表」、ESG投資は「社会の目的

を達成するために金融投資家が民間企業の投

資行動を選別・支援する」である。 

 

 
3 国連責任投資原則（The Principles for Responsible 

Investments）は署名した機関に対し守るべき 6 つの

 

出典：筆者作成 

 

共通の目的を実現するための消費者志向経

営・SDGs・ESG3 者の違いを整理すれば、消

費者志向経営は、企業と消費者が消費を通じて

変革する。ESG 投資は、企業の投資を金融市

場を通じてスクリーニングしていく、そして

SDGs は政府も民間も個人も合わせて世界共

通で目標・工程表に合意する枠組み、であると

捉えることができる。（図３） 

 

３．日本企業が実践すべき消費者志向経営の方

向性 

 

（１）企業が進めている取り組みの意義 

このような世界的潮流の中で、日本の企業は

消費者志向経営を実践するために行動を始め

ている。 

第 3章では、日本の企業が進めている具体的

な取り組みとして①ESG 投資 SDGs などの

情報を投資家に公表する「統合報告書／サステ

ィナビリティ報告書」②企業が重視する社会課

題とその取り組みを視覚化する「マテリアリテ

ィ」③日本最大の投資家であるGPIF（年金積

立金管理運用独立行政法人）がポートフォリオ

原則、すなわちESGの重視、資産運用業界への働き

かけ、活動・進捗状況の報告などを定めている。 

図 3　消費者志向経営・SDGs・ESG投資の関係

企業・消費者

ステークホルダー

SDGs(目標・工程表)

消費者志向経営
(消費を通じて実現する)

ESG投資
(投資を選別する)
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に ESG 評価に基づくファンドを組み入れたこ

と④（消費者庁表彰 優良事例）の４つを取り

上げて、意義と方針について説明する 

 

（２）統合報告書（非財務情報） 

 

投資家に対して企業側が ESG，SDGs など

について開示し理解を得るため，統合報告書／

サスティナビリティ報告書作成が重要になる

（日本では 2018 年 10 月時点 410 社が発行）。

多くの企業は IIRC の国際統合フレームワー

ク，サステナビリティレポーティングのガイド

ライン最大手の GRI（Global Reporting 

Initiative）スタンダード4などに依拠して作成

している。 

企業が消費者から選択されるためには、その

健全性、収益性を評価されるための財務報告書

の公表が義務付けられている。社会の問題に取

り組んでいくためには、財務報告書だけでは十

分でなく、企業統治や環境への配慮、知的財産

など非財務情報を併せた統合報告書を公表す

ることが求められるようになってきている。 

 

 

（３）企業理念、戦略のマッピング（マテリア

リティ）、先進的取り組み 

 

ある企業のマテリアリティとは、その企業に

関わる「重要課題」のことであり、社会課題へ

の影響度合いを評価し、優先順位をつけ「企業

としてそれぞれの課題をどの程度重要と認識

しているか」を分かりやすく示すものである。

会社のマテリアリティをどのように説明する

かについてはいろいろな手法が考えられるが、

経済（利益）への配慮を一つの軸に、社会やス

 
4 GRI Global Reporting Initiative はサスティナビリ

ティに関する国際基準を定める非営利団体。①透明性

テークホルダーへの配慮をもう一つの軸にし

て、その会社の事業・経営方針をマトリックス

（二面図 図 4参照）にして示す方式が広く行

われている。 

社会や環境に対してどう取り組んでいるの

かという点は、将来の企業価値を推し量るため

の重要な情報である。単純に「儲ければいい」

という価値観だけで、ステークホルダーを動か

すのは難しい。「どんな課題に関心を抱き、そ

の解決のために具体的に何を行っているの

か？」を公表し、関心を抱いてもらう必要があ

る。非経済指標への無関心は、長期的に見れば、

企業にとってのリスクでしかない。 

 

図 4 

 

出典 （株）アミタHP 

 

（４）GPIFが ESG指数を組み入れた意味 

 

170 兆もの公的年金積立金を運用している

日本の年金積立金管理運用独立行政法人

（GPIF）は、ESGに関するパフォーマンス指

数を選定し、運用に組み入れている。日本株の

３つの ESG 指数を選定し、同指数に連動した

パッシブ運用を開始した（2017 年 7月） 

GPIFは年金財政を少しでも改善するため運

用益を上げることがその目的であるはずであ

る。社会目的を達成するESG 投資に投資する

や包含性など報告すべき原則と②分野（経済・環境・

社会）を示しており、多くの企業がこのガイドライン

に沿って報告書を作成している。 
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ことがコストになり運用益を下げることには

ならないだろうか。これに対しGPIFは、「ESG

指標が高いファンドは運用実績も高い。このよ

うなファンドに投資することが日本企業の長

期的価値を高め、GPIFが行っている運用のパ

フォーマンスを高めることになる」と説明して

いる。 

 

（５）どのような取り組みが評価されるのか

（「消費者志向経営優良事例表彰」消費者庁） 

 

消費者志向経営を行うことが必要であるこ

とは企業に広く受け入れられているが、それを

さらに推進させていくための評価基準 KPI 

（Key Performance Indicator）については統

一されたものはまだ得られていない。前節で取

り上げた統合報告書やマテリアリティについ

ても透明化、包括性については進展しているも

のの、企業間の優劣比較や数的進捗状況の把握

にまでは至っていない。 

いままで以上に消費者志向経営を進めて行

こうとする企業にとって消費者庁の「消費者志

向経営優良事例表彰」は有益な情報を提供する

試みである。消費者庁は消費者志向経営を推進

する企業の優良な取り組み事例を選定し紹介

している。（表参照） 

 

令和 2 年の表彰例を見ると、具体的な製品の

使い方が消費者の健康や社会の環境を改善す

る例（ライオン、日清食品など）と経営理念や

企業活動・取り組みに着目している例（花王、

損保ジャパン、ニチレイ、明治安田生命保険）

の二つのカテゴリーがあることがわかる。 

  

４．消費者志向経営を推進するために（人材育

成） 

 

（１） 専門性の高い人材の育成が必要 

 

消費者志向経営を推進するための基準とな

る単一の指標は存在しない。企業の効率や健全

性であれば、収益額や自己資本比率のような単

一の指標に沿って比較検討することができる。 

消費者志向経営は、企業と消費者が社会に配

意しながらともに価値を創造する試みである

ので、経済学、経営学、法学など社会に関連す

る広い視野と専門性を持って、課題を解決し、

実践を担うことができる人材がどうしても必

要になる。 

このような問題意識から、消費者庁は 2019

年 4月に、 

①時代の要請に応じて種施策を企画・立案およ

び制度設計できる人材の育成 

②人材が身に付けるべき経済学、経営学、社会

学、法学の基礎理論を学び研究する場 

③ステークホルダーや研究者が活躍する場、お

よびネットワーク 

の 3 点を強調した報告書を公表した。（参考文

献 10） 

このような人材は、行政、企業、NPO のど

の分野でも必要であるが、とりわけ企業におい 

てビジネスモデルのなかに社会利益の視点を

組み込める人材が求められる。 

 

（２）ステークホルダーと対話するフォーラム

の重要性 

 

会社名 内容

ライオン
歯ブラシの正しい使い方「口腔衛生」を幅広い消費者

に

日清食品 環境に配慮したカップ麺容器、植物代替肉への対応

花王 消費者志向経営に沿った企業理念の浸透・実践

損保ジャパ

ン

「誰も取り残さない」「持続可能な社会に向けた」事

業展開

ニチレイ 「ハミダス活動」「フードバンク」への取り組み

明治安田生

命保険

　従業員の活動、モチベーション向上の取り組み、

KPIの設定

（注：消費者庁HPをもとに筆者が内容を要約）

表2　　消費者志向経営優良事例（令和2年度）
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 価格をシグナルとする市場メカニズムは限

りある資源を用いて多数の事業者が供給し消 

費者が消費する場合には有効である。しかしな

がら従業員や地域などのステークホルダーが

大きな影響を与える場合には、そのメカニズム

は知恵を持って補完する必要が生じる 

消費者志向経営は、社会目的など幅広い視野

に立った社会のイノベーションを遂行するた

めのものなので、企業は従業員や取引先、関係

団体や行政などとの協力関係を構築すること

が重要である。 

企業、行政、NPO などで意見をすり合わせ

ることはそれほど簡単ではない。審議会のよう

な場ではどうしても自分の置かれた立場を強

く意識した発言にならざるを得ない。相手の立

場になって虚心坦懐に意見交換する中立的な

フォーラムが必要だという意見が各界から聞

かれるようになった。  

 

（３） 消費者志向経営の新しい価値創造の姿

である専門人材を育成する大学院が設立され

た 

 

 昭和女子大学では、2021 年 4 月より、消費

者志向経営を研究・実践する一年制社会人「消

費・経営大学院（消費者志向経営コース）」を開

講した。現在企業や行政関係の実務経験者が履

修中である。（修了者はマスター消費生活アド

バイザーの資格を取得できる。） 

この大学院は、前述の専門人材育成の報告書

の内容を強く意識したものになっている。この

大学院で学ぶメリットとして、①会社の仕事で

は学ばなかった、経済学、法学、社会学の知見

を活かしたアカデミックな、論理的な思考がで

きること。②様々な違う立場の社会人と議論す

ることによって社会的・俯瞰的な視点を持つこ

とができること。が履修中の学生から指摘され

ている。消費者志向経営を研究・実践する場と

して一層の充実を図っていきたい。 

 

追悼 

 

 消費者志向経営に関する先駆者、理論的指導

者であり、自ら先頭に立って消費・経営大学院

の開設にも奮闘された樋口一清氏（前日本消費

者政策学会長、当時昭和女子大学特命教授）が

2020 年 12月急逝された。 

お亡くなりになる 3 週間前に入院されたが

その際に「ゴール直前での戦線離脱は心苦しい

ができるだけ早く復帰できるよう治療に専念

したい」と筆者に話していかれた。入院後すぐ

に病状が急変されたため、先生とお話しする機

会は二度と訪れなかった。 

 大きな構想の道半ばで斃れられた樋口先生

のご気持ちを想うと、今でも胸の潰れるような

想いがする。本稿を脱稿して、いつもいただい

ていた先生の厳しくも温かい評価がいただけ

ないのは本当に残念である。 

先生亡き後、関係各位のご尽力によって、消

費者志向経営の考え方が広く浸透し、消費・経

営大学院（消費者志向経営コース）も着実に発

展してきていることを泉下の先生にご報告し

たい。 
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1．はじめに   

近年、消費者志向経営（「事業者が社会の一 

員としてその責任を十分に理解し、消費者の

権利･利益を尊重し、消費者視点に基づいた事

業活動を行うとともに、持続可能な社会に貢

献する経営のあり方(ACAPの定義)」）を企画、

推進する上で、企業と消費者間に起こる問題

は後を絶たない。 

最近では、企業による消費者志向経営の取 

り組む意義や重要性が高いと議論され、消費

者庁をはじめ学術学会、産業界、教育界、関

係各所の取り組みは、少しずつではあるが、

着実に成果が上がっているように思える。こ

のことは、次回の論稿にて公刊したいと考え

ている。 

ところで、消費者庁の消費者志向経営は 

「消費者」と「共創・協働」して「社会価

値」を向上させる経営と定義しているが、こ

の定義では消費者庁も、前述した ACAPも B to 

C（Business to Consumer）ビジネスに焦点を

当てていて、B to B(Business to Business) 

ビジネスについての視点はほぼない。 

消費者志向経営の研究アプローチに関する 

議論では、飛田(2020)が金融業、不動産業、

製造業においてそれぞれ行われている取り組

みと考え方を整理して、企業が消費者経営を

行うために目標をどのように設定するか、ま

たどのような手法で実践するかを示してい

る。 

また、藏本(2020)は、消費者トラブルが減 

少することによりリスクが軽減し、危機の未

然防止などの効果が、従業員の仕事へのモチ

ベー ションに繋がり、一方では消費者が事業

者への満足度が向上すると論じている。一方

で、竹内（2020）は、C to C 市場の活性化に

より、事業者のような消費者も現れ、消費者

契約法の対象があいまいになりつつある。 

「消費者」の捉え方自体が複雑化する中、今

後、「消費者志向」をどういった概念として考

え、「消費者志向経営」として具体的に何をす

べきかを検討することが必要であろうと論じ

ている。このように、直近の消費者志向経営

の研究においても、消費者（Consumer)を対象

に論じられている論文が大多数である。 

筆者はこれらのことから、B to B(Business 

to Business）ビジネスにおける消費者志向経

営に関しての研究や議論の必要性、重要性を

感じている。なぜならば、消費者志向経営の

研究が、さまざまな研究アプローチに沿って

実施されることを考慮すると、学術学会、企

業の実務、教育界、関係各所へ多様な示唆を

提供できるのではないかと考えているからで

ある。 

本研究では、消費者キャンペーンに関して

のマーケティングビジネスを消費者志向経営

における B to B ビジネスと捉え、消費者志

向経営に関する研究アプローチについて分

析、考察をする。そして、起業論やアントレ

プレナーシップ、新商品開発論、事業戦略

B to Bビジネスにおける消費者志向経営 

－マーケティングビジネス(消費者キャンペーン)の実証研究－ 

Study on Consumer-oriented management in B to B business 

昭和女子大学大学院福祉社会研究専攻  大熊省三    

Showa Women’s University   Shozo OKUMA 

キーワード 

消費者志向経営、起業論、アントレプレナーシップ、B to Bビジネス、
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論、等からの研究アプローチから、B to B ビ

ジネスから消費者志向経営を論じる。 

 

2.先行研究 

古谷(2018)は、持続可能な社会の構築への 

貢献が政府のみならず、企業に求められるよ

うになっているなか、お客様第一を貫くと不

都合なこともある。安い、便利な商品などを

提供する際に環境破壊や安い労働力を利用す

ることが大きな社会問題にもなって、現代の

お客様第一は、消費者の利益を重視しながら

も、社会や環境への責任が問われ、資源枯

渇、食品ロス、ゴミ問題、人権問題など多種

多様な課題を消費者とともに解決することが

求められていると論じている。 

樋口(2015)も、持続可能性を実現していく

ために、市場経済、生存の経済、自然の経済

の 3つの経済を共存させ、循環させていく必

要があり、企業活動に加えて消費者の役割が

重要であると論じている。さらに直近の研究

でも、梅田(2020)は、消費者志向経営の企業

社会への浸透は、一般の企業と消費者の間の

トラブルや問題を減少させ、限られた政策資

源の多くを、悪質な企業への対応に振り向け

させることが可能になると、やはり、B to C 

の視点で論じている。 

  ここで、B to B ビジネスにおける先行研究

に視点をあてると、B to B ビジネスとは企業

間取引を意味し、企業が企業に向けて商品や

サービスを提供する取引を指す。消費者個人

ではなく、一般企業、学校、病院、行政機関

等の組織によって購買される製品サービスの

ビジネスのことである。消費者個人を対象と

する B to C ビジネスと分けて議論されること

が多い。なぜならば、｢顧客の性質｣と｢顧客の

製品使用目的｣が異なるからである(Hut and 

Speh 2004)。 

 B to B ビジネスの研究には、企業と企業の

取引に関する研究(企業間取引論)、マーケテ

ィングを中心にした研究（マーケティング

論）、ブランド構築に関する研究（ブランド

論）、等のアプローチがある。 

 筆者が着目する研究アプローチは、ブラン

ド論に基づくアプローチである。なぜなら、B 

to B ビジネスは、コモディティ製品を市場に

供給することではなく、企業間でブランドを

確立することを目指しているからである。ま

た、近年、単にモノとしての製品提供から、

ソリューション・サービスを顧客企業へ提供

することにより B to B ビジネスの企業ブラン

ドの構築、企業価値の向上や経営の安定を目

指す企業が増えてきているからである。 

 

3．事例研究 

(1)研究アプローチ方法 

 消費者志向経営の主役は消費者であり、消

費者のニーズが企業の生産やサービスのあり

方を決めるはずである。1934年にウイリアム

ハットは消費者主権(consumer sovereignty)

という言葉を用いて、消費者の立場に着目し

た。しかし、市場主義に基づいた大企業のマ

ーケット支配により、消費者志向経営は、前

述のように歪められているケースが多発して

いる。マーケットにおいて、消費者の優位が

損なわれ、大企業による生産者主権と言わざ

るを得ないかもしれない。 

本稿においては、ウイリアムハットの消費

者主権による消費者志向経営について、経営

者(起業家)や経営戦略、マーケティング、コ

ーポレートガバナンスに着目しながら、B to 

B ビジネスにおける消費者志向経営について

考察する。消費者志向経営を論じるにあた

り、経営者(起業家)の経営管理、起業家精神

は最も重要な要因と考えているため、起業家

の視点、アントレプレナー(起業家精神)に、

起業家教育についても考察していく。 

起業経営者（ベンチャー起業家の後、中小

企業か大企業の経営者になる）は教育によっ

て育てることができる。なぜならば起業家に

なりたい人は、起業家教育コースを履修し、
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起業の立ち上げ方、起業した会社をどのよう

に成長させるかを学ぶことによって成功の確

率は高くなるとしている(Bygrave,Zacharakis 

(2008)）。しかし、現在の日本の起業家教育

は、このとおりであるといえるだろうか。藤

沢(2002)は、日本とアメリカのベンチャー起

業教育の相違について論じている。大学にお

いて、起業家教育に携わる研究者の資質につ

いて考える必要があるのではないか。起業家

教育の研究者が必要としているスキルは、起

業経験があるか、または、起業経験は無い

が、普段からベンチャービジネスに関わって

いることが望ましいはずである。日本の大学

で起業家教育に携わっている教員は上記要件

を満たしている人は少ない。企業研究者とし

て経年を重ねた研究者が多いのが現実であ

る。日本の起業家教育はここに大きな問題が

あると考えられる。金融系の研究機関や実務

経験の無い教員が、起業家教育をすることに

異存はない。しかし、起業経験があるか、ベ

ンチャービジネスに深く関わってきた教員

を、せめて 50％以上に増やさなければ、アメ

リカの起業家教育に近づくことはできないと

思われる。 

米国のビジネススクールでは、起業学は、

会計学、財政学、経済学、そして、マーケテ

ィングなどと並んでカリキュラムの中で重要

な位置を占めている（高橋(2007年)）。 

本稿では、日本の起業家教育の現状を確認

し、市場経済の中で企業の存続をかけたマー

ケティング戦略について、実際に起業、生

成、発展した中小企業のケーススタディをも

とに考察をしていく。マーケティングビジネ

スとしては、成熟した日本の市場で行われて

いる消費者キャンペーンというニッチな領域

ではあるが、高度経済成長が進みつつあるア

ジア諸国でのマーケティングビジネス展開も 

考えられるケーススタディとなっている。 

 マーケティングという概念が誕生して 100

年が過ぎた。初めてマーケティングという言

葉が使われたのは、1902年のアメリカ・ミシ

ガン大学の学報においてである。次いで、ペ

ンシルバニア大学で Marketing of Product 

という講座が開講し、1919年にはウイスコン

シン大学で Marketing Method なる講座が開

講した。 

日本において、マーケティングという概念

が使われるようになったのは、1955年に日本

生産性本部のアメリカ視察団が帰国し、その

団長であった当時の経団連会長、石坂泰三氏

が羽田空港で記者会見をし、｢アメリカにはマ

ーケティングというものがある。わが国もこ

れからはマーケティングを重視すべきであ

る。｣と発言したのはあまりに有名な話であ

り、以降わが国の産業界では「マーケティン

グ」という言葉が流行語にもなり、実践活用

の気運が高まったのである（和田充夫・恩蔵

直人・三浦俊彦(1996)）。 

マーケティングとは、まだ満たされていな

いニーズとウォンツを発見し、定義し、その

程度を測定し、どのターゲット市場を対象と

するべきか選定し、それらの市場に適合する

製品、サービスそしてプログラムを開発し、

組織全体に顧客視点に立つことを要請するビ

ジネス機能である(コトラー マーケティング

マネジメント(1996))。 

マーケティング戦略には、イメージ戦略、

ブランド戦略、プロモーション戦略等、多種

多様な取り組みがあるが、その中でマーケテ

ィングビジネスの視点として、ニッチな領域

のひとつに「消費者キャンペーン｣がある。企

業の宣伝部、マーケティング部、広告代理店

のプランナー、デザイナー、制作会社等の担

当者が、消費者キャンペーンを企画、展開す
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る上で、必要となるのが、タイムリーな情報

とデータである。そんなニーズをビジネスと

して展開したのが「キャンペーンレポート」

（マーケティングの専門誌）である。 

 キャンペーンレポートは、全国で実施され

ている最新のキャンペーン広告および，店頭

POP、ポスター、リーフレット、応募はがき、

流通パンフレット等、SPツールすべてを紹介

すると共に、レスポンス調査、企画者へのイ

ンタビュー、消費者動向分析調査、販売売り

上げ結果等、その総合的・多角的内容・情報

量により、既存には無い構成となっている。 

 ビジネス事例として報告すると共に、ペル

ソナマーケティング、イノベーター理論、PPM

分析、5Forces分析、SWOT分析を行い、マー

ケティング理論的に、このビジネスの成功要

因を考察する。特に、PPM分析の解釈（ビジネ

スは問題児に資金投入する。三谷(2013)）に

ついて、キャンペーンレポートのビジネス事

例を通して新たな考察、視点を展開する。 

研究方法として、(2)からベンチャー起業設

立のケーススタディという手法を取り入れ

る。この事例を研究分析するにあたり、客観

性が重要なキーワードとなると考えたからで

ある。実践のマーケティングビジネス事例か

らベンチャー企業のマーケティング戦略につ

いて踏み込み、特に前述のように PPM分析の

新たな考察から、B to Bビジネスにおける消

費者志向経営の新しい概念の確立に貢献して

いく。 

 

(2)ベンチャー起業設立のケーススタディ） 

1)起業動機（大企業時代） 

 起業経営者は大学の法学部に進学をし、法

律事務所でアルバイトをすることになってい

た。そのタイミングと同時に中学の友人から

突然「フジテレビでアルバイトをしないか」

と誘われた。 

 大学の法学の勉強とフジテレビの番組のア

シスタントディレクター（以下 AD）という 2

足の草鞋を履いていた起業経営者は、当然大

学には通学しなくなり、フジテレビ・フジ映

像の ADとして毎日出勤するようになっていっ

た。好きなタレントと会う仕事で、なお且つ

お金をもらえる（アルバイト代）ことが信じ

られないくらいで、毎日の仕事に熱中してい

った。当然、仕事も速く覚え 1年経つとチー

フ ADとして活躍していた。 

2年が過ぎ、情報番組から広報番組の ADと

なった頃には、学生アルバイトから、共同テ

レビの契約社員に昇格していた。3年目にはプ

ロデューサーから呼ばれ、5分番組のプログラ

ムディレクターを命じられていた。 

 1980（昭和 55）年に、フジサンケイグルー

プ議長の鹿内信隆は、視聴率が低迷していた

フジテレビの出直し大改革を断行、自ら強化

本部長に就任し、70年にニッポン放送に入社

していた長男・鹿内春雄をフジテレビ副社長

兼本部長代理に据えた。それまで、「母と子の

フジテレビ」というキャッチフレーズで、「ひ

らけ！ポンキッキ」や「ママとあそぼう！ピ

ンポンパン」等の番組を配し、万年視聴率 3

位の放送局であったが、若者・子ども向けの

「軽（カル）チャー」路線、「楽しくなければ

テレビじゃない」（81年）のコピーを掲げ、82

（昭和 57）年から年間視聴率で TBSを抜くな

ど業績を大きく好転させた。「笑ってる場合で

すよ」それに続く「笑っていいとも！」や、

「オレたちひょうきん族」「なるほど！ザ・ワ

ールド」「夕やけニャンニャン」などのヒット

番組は社会現象をも生んだ（中川一徳

(2005)）。 

 1985年、38歳で春雄が二代目議長を引き継

ぐと、「軽（カル）チャー」路線をより進め、
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同時に番組制作部の大改革を実行した。自分

より年上のディレクターを制作部から移し、

若いディレクターを登用した。起業家はその

波に乗り、仕事環境がやりやすくなった反

面、昨日までプロデューサーとして上司だっ

た人が、経営資料室という閑職に移動した

り、フジテレビから関連出版社に出向させら

れた先輩等、多くの悩みをかかえていた人の

存在が生まれた（吉野嘉高(2016)）。 

 起業経営者は、当時のフジテレビ取締役の

顔ぶれを見ると、ディレクターあがり、制作

部の現場出身の取締役が一人もいないことに

気づいたのである。現在、先輩たちの身に起

きていることが、二十年後の自分に必ず降り

かかってくる。放送局にとって、営業マンや

編成マンは毎朝定時に出勤し、営業に廻り会

社の売り上げや制作費を稼いでくる社員であ

るが、制作ディレクターは夜中までスタジオ

撮影や編集、打ち合わせに明け暮れている 

制作ディレクターは、会社のお金(経費)を

使う社員である以上、この図式(制作現場から

外される)は当然といえば当然の結果である。

そのため、クリエイティブな仕事をライフワ

ークに考えていた起業家は、ビジネスのクオ

リティにこだわり、そのためには安定した仕

事、経営のできる組織の必要性を考えるよう

になった。 

 

2)起業動機（中小企業時代） 

 起業経営者は 5年間のディレクター経験を

経て、社員数 80名くらいの広告代理店に転職

をし、身近に経営者を観察できる環境に身を

おいた。フジテレビ出身者で映像制作の専門

 
1) 起業論・アントレプレナーシップに関する

視点においては、この時代に起業家精神の醸

成、組織学習、資本金作り、起業パートナー

選び等、多くの大切なプロセスがあるが、本

家を迎えた広告代理店のワンマン社長は、1年

後には起業家に会社の株式を持たせるほどの

信頼関係が生まれた。この会社で 4年間、㈱

電通とのクリエイティブビジネスを担当する

ことになる。 

 大企業の電通やトヨタ自動車と直接ビジネ

スをすることは、起業家にとって非常に多く

のビジネスの現場を学ぶ機会となっていっ

た。いわゆる組織学習のスキルを身につける

場にもなった(桑田耕太郎・田尾雅夫

(1998))。 

 ここで、クリエイティブビジネスを自分の

ライフワークと考えていた起業経営者は、経

営の安定した新規のビジネスプランを構築し

ていった。なぜなら、クリエイティブビジネ

スが、受注発注のビジネスであり、より良い

ビジネスを続けなければ、受注が続かなくな

るからである。クオリティの高いクリエイテ

ィブワークを続けるには、経営基盤となる安

定したビジネスの構築が必要であった。起業

家はマーケティング戦略、ブランド戦略、プ

ロモーション戦略、印刷、デザイン、コピ

ー、等、販売促進に係る必要な知識、経験、

スキルを確実に自分のものにしていった。1） 

 

3)ベンチャー企業の設立のきっかけ 

 起業家は、経営の安定したビジネスを構築

するために、マーケティング戦略の中のプロ

モーション展開に着目をした。中でも、ニッ

チな領域になる、消費者キャンペーンに踏み

込む決心をした。決心をしたきっかけは次の

エピソードによる。 

 1988年、大手 K化粧品会社は、シャンプー

稿においては、B to B ビジネスにおける 

消費者志向経営戦略に着目しているため割愛

をする。 

http://www.amazon.co.jp/s/ref=dp_byline_sr_book_1?ie=UTF8&text=%E5%90%89%E9%87%8E%E5%98%89%E9%AB%98&search-alias=books-jp&field-author=%E5%90%89%E9%87%8E%E5%98%89%E9%AB%98&sort=relevancerank
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＆リンスの新商品のプロモーションを大手広

告代理店の D企画に発注をした。D企画の新商

品の販売促進は、消費者キャンペーンが中心

の企画であった(消費者志向経営)。当時、と

ても有名な「Kアーティストのコンサートチケ

ットプレゼント」企画である。シャンプー＆

リンスを買って商品に付いているバーコード

を切り取ってハガキに貼って送ると、抽選で

1,500名様に Kアーティストのコンサートチケ

ットが当たるという企画である。当時のヘア

ケアー商品としてはたいへん大きな企画であ

り、TV、ラジオ、新聞、雑誌等で大きく宣伝

された。媒体費だけでも約 2億円の経費を掛

けた企画である。 

 しかし、この消費者キャンペーンの応募総

数は、予定された応募総数の半分にも満たな

い大失敗の結果に終わった。クローズドタイ

プの消費者キャンペーンなので、新商品が売

れなかったことに起因する。シャンプー＆リ

ンスのターゲットとなる層とＫアーティスト

のファン層とが微妙にずれていた結果だ。残

念なことに、Ｋ化粧品の担当者はこのことが

主な原因で自ら命を絶つことになる。2） 

 起業家はこのことがきっかけとなり、4年前

からベンチャー起業のために企画をしていた

マーケティングの専門誌「月刊キャンペーン

レポート」の創刊を決心した。 

 

4)マーケティングビジネスの概要 

(以下、ビジネスプラン型式) 

 販売促進の中で大きなウェイトを占める消

費者キャンペーン。それを企画・展開する上

で必要となるのが、タイムリーな情報とデー

タである。そんなニーズに答えた、マーケテ

ィング専門誌、月刊「キャンペーンレポー

ト」の出版。誌面では、全国で実施されてい

 
2）1988 年、Ｋ株式会社Ｋ氏インタビューによ

る最新のキャンペーン広告及び店頭 POP、ポス

ター、リーフレット、応募ハガキ、流通パン

フレット等、SPツールすべてを紹介すると共

に、レスポンス調査、企画者へのインタビュ

ー、消費者動向分析調査等、その総合的・多

角的内容・情報量により他誌にはない構成と

する。 

月刊「キャンペーンレポート」（＊マーケテ

ィングの専門誌）は、適確にいまを把握で

き、各企業のキャンペーン企画に、キャンペ

ーン広告・ツール等の制作活動に大きな威力

を発揮する専門誌である。 

 

5)ターゲット市場について 

標的となる顧客 

このビジネスのターゲットとなる顧客は(標的

となる顧客)以下にまとめることができる。 

・メーカーの宣伝部、マーケティング部、 

広報部の担当者。 

・日本全国の広告代理店営業担当者、マーケ 

ティング、デザイナー、コピーライター他 

・日本全国の制作プロダクションの営業担当 

者、デザイナー、コピーライター他 

・印刷会社(制作室) 

・百貨店の外商部 

 

顧客の便益 

 セールスプロモーション展開を企画する上

で、同業他社の戦略がすべてわかる。 

クリエイティブ担当者(プランナー、デザイ

ナー、コピーライター)の参考書になる。 

自社のセールスプロモーションの企画内容

を保存できる。(保存スペースの縮小化) 

 

市場の魅力度 

 ニッチな市場を独占できる。将来は消費者 

る。 
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キャンペーンのシンクタンクとして様々な新 

規ビジネスを展開できる。 

（キャンペーン企画の相談、別冊誌の企画

(例．応募総数編、業界に特化)、等） 

 

競争状況 

  競争相手なし。早い時期に市場を独占。 

 

6)ビジネスのイメージ図                      

図１ 

 

出所：月刊｢キャンペーンレポート｣をもとに筆者作成 

 

7)採算計画 

 年間契約(￥257,500 @\25,750 ＊一括払い

は 2冊分が安価になる)で販売。 

事業開始 3年後までに 500冊の販売。(日本 

全国のメーカー100社、広告代理店 200社、制

作プロダクション 150社、印刷会社 50社) 

 

8)誌面構成（大熊(2005)を参照） 

 キャンペーンの広告及びＳＰツール収録 

日本全国で実施されている消費者キャンペ 

ーンを、その仕組みから、店頭ＰＯＰ、ポス 

ター、リーフレット、応募ハガキ、新聞・雑 

誌広告、流通対策までをきめ細かく掲載す 

る。キャンペーンの最新情報をいち早く知 

ることができると共に、企画、広告、ツール 

制作のアイデア源としても大いに役に立つ。 

  

図２

 

出所：月刊｢キャンペーンレポート｣をもとに筆者作成 

 

最新ヒットキャンペーン 

 企業の販促担当者や企画担当者にインタビ 

ューし、企画意図、キャンペーン予算、告知 

ツールとして何を制作したか及びその印刷部 

数、出稿媒体、プレミアム選択のポイント、 

結果としてどれだけ販売につながったか等を 

詳細に取材、分析をする。成功するキャンペ 

ーンを企画するためのヒントが詰まっている 

内容になる。 

 

消費者調査分析・消費者調査データ表 

 注目を集めているキャンペーンについて、 

毎号テーマを設定し、消費者の率直な意見を 

街頭調査により分析する。キャンペーン専門 

のマーケティングスタッフにより、｢キャンペ 

ーンイメージ｣｢購入動機｣｢商品評価｣｢プレミ 

アムの人気｣｢ブランド選定理由｣｢企業・商 

品、キャンペーンの認知状況｣｢関心度｣｢キャ 

ンペーン評価｣等についてきめ細かく調査し分 

析をする。また、購読者がさらに独自の分析 

を加えるために、消費者データ表を併せて掲 

載する。消費者のニーズを分析することで、 

より効果的なキャンペーン企画を立てること 

ができる。 
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応募総数調査 

 キャンペーンの成功・不成功を判断する上 

で大きなポイントであるレスポンスを、キャ 

ンペーン内容と共に毎号リポートする。クロ 

－ズドタイプのキャンペーンは、企画による 

販売動向を把握することができる。 

 

キャンペーンカレンダー 

 現在行われている各社のキャンペーンが一 

目でわかる｢キャンペーンカレンダー｣を掲載 

する。また、掲載しているキャンペーンの索 

引にもなっているので本誌を辞書感覚で使用 

できる。 

 

4.経営分析 

(1)5Forces分析 

5F分析とは、マイケル・E・ポーター

(Michael・E・Porter)が示した、企業を取り

巻く業界構造の把握のための方策である。業

界内の競争に影響を与える要因を 5つに分類

し、それぞれの力の強さや関係性を分析する

ことで、業界構造の特徴を明らかにすること

ができる。分析を試みると、①既存同業者と

の敵対に関しては、新規の参入なので敵対関

係はない。②新規参入企業の脅威に関して

は、VOL.196(20年間)発行まで、他社による新

規参入がまったくなかった。③代替品の脅威

に関しては、ニッチな領域の月刊誌の販売な

ので、代替品の脅威もなかった。④売り手の

交渉力も、供給業者がメーカー等だけでな

く、流通業者からも供給をされるので、脅威

はなかった。⑤買い手の交渉力も、ニッチな

領域のため競合会社が一切ないことから交渉

力(脅威)はなかった。（ジョアン・マグレッ

タ、櫻井祐子(2012)）                    

 

 

図３

        

出所：筆者作成 

(2)ＳＷＯＴ分析 

 アルバート・ハンフリー(スタンフォード大

学)によって構築された分析方法だが、戦略・

仮説として、｢消費者キャンペーンを B to B

の専門誌で紹介をする｣とする。まず外部環境

の分析から始めると、機会(O)は、ＩＴによる

展開が考えられる。別冊等の展開ができる。

取引先との口座維持ができる等があげられ、

脅威(T)は、ＩＴによる競合が考えられる。 

 次に、内部環境分析をすると、強み(S)は、

製品へのクレームはほとんどない。安定した

顧客が多い。ルーチンワークとしてシステム

化している。等、があげられ、弱み（W）は、

売り上げが一定。外注先が一定。取締役が一

緒なので金属疲労(長年同じことを続けること

によるマイナス点)が考えられる。ＳＷＯＴ分

析からは、特にＩＴによる競合の脅威が考え

られた。 

図４           出所：筆者作成 
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(3)ＰＰＭ分析 

 ＰＰＭ分析（プロダクト・ポートフォリ

オ・マネジメント）とは経営資源を最適に配

分することを目的として、ボストン・コンサ

ルティング・グループが 1970年代に提唱した

マネジメント手法である。製品ライフサイク

ルと製品製造現場における経験曲線効果の概

念を元にした経営理論で、本稿においては、

このＰＰＭ分析において新たな知見を論じる

ために詳しく分析を行いたい。 

ＰＰＭ分析は、3つの情報を表現している。

売り上げ規模（枠の大きさ）と縦軸の市場成

長率と横軸の相対シェアである。 

金のなる木は、「入ってくるキャッシュは多

い」「出ていくキャッシュは少ない」位置で、

企業にとって現時点でもっともキャッシュを

生みだすビジネスである。ここで得たキャッ

シュを花形、問題児に投資して将来の金のな

る木を創造する。本稿のマーケティングビジ

ネス事例「キャンペーンレポート」は、金の

なる木の位置にいる。 

花形は、「入ってくるキャッシュは多い」一

方、「出ていくキャッシュも多い」位置にな

る。企業にとって今後の成長の鍵を握るビジ

ネスである。 

問題児は、「入ってくるキャッシュは少な

い」一方、「出て行くキャッシュは多い」位置

である。金食い虫のような存在だが、市場が

成長しているため将来の花形候補である。新

規のビジネス参入当初は、この位置に属する

可能性が高くなるといわれている。  

負け犬は「入ってくるキャッシュは少な

い」一方、「出ていくキャッシュも少ない」位

置である。ドラッカーが言う、「もはや成果を

上げられない、あるいは努力に対する見返り

が急速に減少しつつある製品、サービス、市

場技術」に相当する。撤退の対象だが、合理

化を進め他者が撤退していくことで、金のな

る木になる可能性も残っている。（早嶋聡史

(2011)） 

㈱月刊キャンペーンのビジネス分析を試み

ると図 5のようになる。 

                   

図 5 

 

出所：筆者作成 

 

5.考察 

 本稿においては、マーケティングビジネス

における実証研究として、㈱月刊キャンペー

ンが創刊、販売をした「キャンペーンレポー

ト」(消費者志向経営)の各種分析についてイ

ンタビュー調査を含めた実証研究を行った。 

浅田和美(2006)によれば新商品開発に関す

る基本的認識は、消費者(生活者)の生活行動

や、意識に関する深い読み込みと洞察を基軸

に捉えて商品開発プロセスを実践すれば、必

ず果実（中小ヒット商品）は実る。そしてい

つか必ず大きな果実（大ヒット商品）も生ま

れる。ひとつの大ヒット商品を狙うのでなく

小さなヒット商品をコンスタントに出せる仕

組み作ることこそが経営者の使命であるとい

う。延岡健太郎(2002)も企業が持続的な競争

力を持つためには、単発のヒット商品を追い

求めるのではなく、長期的な製品開発能力に

よる差異化の追求を主張している。 
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 その観点から言えば、年商 1億 5千万円の

「キャンペーンレポート｣ではあるが、利益率

が良いことと、別冊企画、キャンペーンの企

画、大手広告代理店と口座を維持することが

できることにより、クリエイティブ事業への

参入へと繋がり、NY支社の設立、起業家が

NPO法人の代表理事に就任等、多くのビジネス

チャンスの拡大に貢献している。まさに、浅

田や延岡が論じる、コンスタンスな得点稼ぎ

こそが、安定経営のために望まれる姿勢とい

える。起業家はクリエイティブビジネスを模

索するに当たり、経営の安定したビジネスの

必要性を初めから考えていた。 

 この事例を紐解き、中小企業のマーケティ

ング戦略に着目すると、起業家はライフワー

クとしてのクリエイティブビジネスを続ける

にあたり、受注発注（アウトソーシング）の

クリエイティブの仕事だけでは、経営基盤が

安定しないため、有益な仕事ができないと考

え、経営基盤の安定したビジネスを模索して

いた。セールスプロモーションには、マスメ

ディア戦略、イメージ戦略、ブランド戦略、

イベント戦略、等、多種多様であるが、起業

家はその中でニッチな領域である「キャンペ

ーン戦略」(消費者志向経営)に興味を持っ

た。例えば、マスメディア戦略では、企業の

宣伝部、広告代理店、研究者等の専門家には

到底かなわない（ビジネスとしては参入障壁

が高い）と考えたからである。販売促進には

大切な戦略ではあるが、ニッチな領域、公正

取引委員会、景品表示法、等の専門性を必要

とする「キャンペーン戦略」の専門家集団に

なることを考えたのが、起業家の第一歩であ

 
3 ）起業論・アントレプレナーシップに関する

視点においては、ビジネスプラン、資金調

達、組織学習、起業パートナー選び、商品開

発、価格設定、販売促進、流通対策、等、多

った。 

 起業家は、「キャンペーン戦略」のマーケテ

ィングビジネスを思考するにあたり、その当

事者（企業の宣伝担当者、マーケティング担

当者、広告代理店の企画担当者、等）にイン

タビュー調査を行っていた。当事者が消費者

キャンペーンを企画するにあたり、困ってい

ることは、資料を手に入れることができない

難しさ、同業他社の企画、流通対策、メディ

ア対策（TVCM・新聞広告･雑誌広告）と、景品

表示法に準じているか、保存方法などであ

る。そのすべてを解決できるのが「キャンペ

ーンレポート」の出版である。起業家は B to 

Cの書店販売雑誌にするか、B to Bの年間購

読専門誌にするか等、ビジネスの枠組みを思

考していった。一般消費者に向けたキャンペ

ーン紹介の得する雑誌（書店販売）か、企業

の宣伝部等に向けた専門誌（定期購読）にす

るかの選択であった。結果的には、B to Bの

専門誌に決めた（1冊 25,000円（消費税別）、

年間契約 25万円、限定 500部の発行）。3） 

このビジネスのクライアント（消費者＝購

読者）は、実践現場で消費者キャンペーンの

企画制作をしている、企業の宣伝･マーケティ

ング、広報担当者であり、その人たちから販

売促進を受注している広告代理店の企画担当

者たちと制作プロダクションのデザイナーや

コピーライターになる。早い段階でマーケテ

ィングビジネスの顧客となる当事者たちに辿

り着き、インタビュー調査により、「ニーズ」

と「ウォンツ」を的確に把握し、そのすべて

を解決する商品、「キャンペーンレポート」の

誕生させたのである。中小企業のマーケティ

くの大切なプロセスがあるが、本稿において

は、B to B ビジネスにおける消費者志向経営 

戦略に着目しているため割愛をする。 



 
2021 年 12 月   

消費者政策研究 Vol.03 

 

35 

 

ング戦略という視点からこの事例を分析・分

析すると、「起業ビジネスの明確なターゲット

顧客」を設定していた。 

又、中小企業の強みを生かしたマーケティ

ング戦略を実践している。専門誌の価格の設

定を、1冊 25,000円にしたことにより、年商

1億 5千万円のビジネスには、大手企業の参入

は無い。例えば、㈱電通は消費者キャンペー

ンの企画制作だけでも、数千億の年商になる

だろう。マーケティングの専門誌ビジネスを

創めるよりも、当然、毎月「キャンペーンレ

ポート」の年間契約（全国支社で 15冊）をし

たほうが、企業として健全であると判断をし

ていた。「キャンペーンレポート」の編集にも

（制作物の提供等）協力的であった。 

 中小企業のマーケティング戦略の考察とし

て、以上のことを精緻化すると、以下に論述

する二点のことが論理的に説明できる。 

一点目は、「キャンペーンレポート」の事例

は、ビジネスプランの最初に『起業ビジネス

の明確なターゲット顧客』消費者志向経営を

設定していることである。その後、1999年ジ

ョン・S.プルーイットの提唱したペルソナマ

ーケティングの実践である。起業家は、大手 Y

広告代理店の企画制作担当者 Y氏から、キャ

ンペーンの実物、同業他社の制作物を集める

ため、毎月末に学生アルバイトを 6名雇い

（アルバイト代 1人 1万円）、都内のスーパー

を回って、キャンペーンの応募ハガキ、チラ

シを集めていると聞いていた。毎月 6万円の

経費をかけて応募ハガキを集め、ファイルに

保存しているのである。時には自社が請け負

った企画では、制作物のすべてを保存する必

要がある。ディスプレイ、のぼり旗、店頭

POP、商品ポスター、リーフレット、応募ハガ

キ、チラシ、等の保存をするために、大きな

会議室が倉庫になってしまうとのことだ。こ

の作業に辟易している、担当者達にインタビ

ューをしてきたからこそ、「起業ビジネスの明

確なターゲット顧客」ペルソナマーケティン

グを想像することができた。 

二点目は、『中小企業の強みを生かしたマー

ケティング戦略』を実践したことである。「キ

ャンペーンレポート」の価格を 1冊 25,000円

にしたことから、5Forces分析で記述したよう

に、競合の参入がまったく無かった。これは

前述したように、大手企業の参入障壁が高か

ったからである。年商が中小企業規模であっ

たことと、専門誌に掲載する多様な制作物の

入手、印刷工程における技術的問題（印刷費

の安価化）を解決していたことにより、他社

では真似できない技術力を持っていた。 

 中小企業のマーケティング戦略として別の

論じ方をするなら、①ニッチな領域(大手の参

入できない、限定された小さい市場)のビジネ

スを考えたことにより、②経営資源を集中で

き、③差別化することができたことと、

5Forces分析の「買い手」と「供給業者｣が、

『起業ビジネスの明確なターゲット顧客』で

あり、④顧客と密着していたのである。 

ここまで日本におけるマーケティングビジ

ネス(消費者志向経営)の事例を通して、中小

企業のマーケティング戦略を考察してきた

が、国際的なプロモーションビジネスの現状

を比較してみる。 

日本のように、高度経済成長後に多種多様

な趣向から、多様な商品が店頭に並ぶように

なり、他商品との差別化を図るためのマーケ

ティング、プロモーションには、消費者キャ

ンペーンやクーポン、景品、キャッシュバッ

ク等があるが（中野明(2006)）、アメリカにお

いて主流のプロモーションは、クーポンであ

る（和田充夫・恩蔵直人・三浦俊彦

（1996））。 
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高度経済成長が期待されるアジア諸国等に

おいて、マーケティングビジネスは次世代の

大きなビジネスチャンスと考えられる。単純

なクーポン等の値引き競争ではない、本稿で

紹介したマーケティングビジネスの展開は、

まもなく新興国市場のイノベーターから始ま

るに違いない。 

 

6.結論（新たな知見） 

 ここで本稿の最初に提示していた、PPM分析

の解釈（新規ビジネスは問題児から参入す

る）について、キャンペーンレポートのビジ

ネス事例の実証研究を通して新たな知見を提

案する。   

ボストン・コンサルティング・グループに

おいても、ドラッカーにおいても、新規ビジ

ネスの参入は、「問題児｣からの参入となると

論じている。網倉・新宅（2001）も、「問題

児」は、確かに市場成長率が高く、将来魅力

的な市場になる可能性が高いと主張してい

る。 

これまでの分析の解釈は、大企業が新規ビ

ジネスに参入するときの手法を想定している

と考えられる。実際に、白物電化製品は日本

の技術を取り組んだ、人件費の安価な海外企

業（ハイアール･グループ、等）が問題児から

参入し、席巻している現状がある。彼らは日

本のメーカーの下請け会社（部品工場）か

ら、企業としての経営基盤を築きあげ、技術

力を磨き、安価な労働力を武器に、「問題児」

に参入するために豊富な資金を投入して成功

を収めたのである。 

しかし、ベンチャー起業や新規ビジネス、

社会起業（ソーシャル・ビジネス）の創業時

において、設立資金が十分にあるケースは稀

である。そういった起業時の環境の中で、「問

題児」に限られている資金を配分することに

は、論理的にパラドクスが生じる。 

先行研究においてコーネリス･ジョン(2004)

は、「問題児」では、巨額の投資が必要である

と分析している。又、井上・佐久間（2008）

は、PPM分析は、既存の事業間での経営資源の

配分を問題としているが、新規事業の提案・

創造には繋がらないという限界を有している

ことを主張している。 

 しかしながら、これらの先行研究におい

て、新規ビジネスの参入は「問題児」に資金

を投入するというボストン・コンサルティン

グ・グループの分析に対して、新規ビジネス

（限られた資金）では「問題児」への参入を

否定することを実証した論拠が明確には提示

されていない。 

本稿では、マーケティング専門誌「キャン

ペーンレポート」の実証研究で示したよう

に、消費者志向経営を目指した新規ビジネス

の参入は、問題児よりも「金のなる木」の位

置に参入し、ニッチな領域の相対シェアの獲

得を目指すほうが、「出ていくキャッシュは少

ない」ため、起業資金の準備が少なくて済む

ということを実証した。昨今、社会起業、コ

ミュニティビジネス、ソーシャルビジネス等

の、社会問題解決のためのビジネスや消費者

志向経営ビジネスが台頭しているが、こうい

うビジネスこそ、ニッチな領域のビジネスで

ある「金のなる木」の参入を目指し社会貢献

の一助となってもらいたい。 

 本研究では、ブランド論、起業論、アント

レプレナーシップ、新商品開発論、事業戦略

論等からの研究アプローチから、B to B ビジ

ネスにおける消費者志向経営を論じてきた。 

実証したように、B to Bビジネスにおける

消費者志向経営は、安定したビジネスチャン

スになるのである。 
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追悼(樋口一清先生) 

 十数年前、私の車で一緒に信州のいろいろ

な温泉巡りをしましたね。美味しい御蕎麦も

食べました。昼も夜も一緒に食事をしまし

た。お互い単身赴任だったこともあり、プラ

イベートの多くの時間を一緒に過ごさせてい

ただきました。それ以後も、ずっと繋がって

くださったことは私の人生の大切な経験であ

り宝です。ありがとう御座います。 
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１．はじめに 

 

消費者を取り巻く環境変化により、消費

者問題は複雑化・多様化している。2021年6

月に閣議決定された「経済財政運営と改革

の基本方針2021」（骨太方針）においても、

「安全・安心な消費者取引の環境整備のた

め、デジタル広告における表示の適正化等

の消費者被害防止の強化やデジタル・プラ

ットフォーム事業者における自主的な取組

の促進等を進める。また、相談体制や被害

救済手続の整備を図るとともに、消費者志

向経営や食品ロス削減等を推進する。」と

示されたように、移り変わる消費者問題へ

の対応を消費者政策の重要な柱としてい

る。 

現在、我が国の消費者政策は「消費者の利

益の擁護及び増進に関する総合的な施策」

（消費者基本法第 2 条）として定義され、

2009 年に縦割り行政の解消を目的として設

置された消費者庁を中心とする国のレベル

と、地方自治体の消費者行政部門から構成さ

れる。特に、地方自治体のそれは、我が国の

消費者政策の展開において、消費者運動に応

える形で、先導的な役割を果たし続けてきた。 

しかしながら、近年、地方自治体の厳しい 

財政制約による行政職員の減少、人事異動に 

 

よる継続的関与の困難さ、消費者運動の担い

手の高齢化などの中で、消費者政策を取り巻

く人的資源は不足してきている。さらに前述

の通り、消費者を取り巻く環境変化は著しく、

新たな消費社会を構築する上での消費者、行政、

企業にとっての基本的課題として、樋口・井内

（2007）は、「複雑多岐にわたる消費者問題を、

自然科学のみならず、社会諸科学の立場からも

客観的・科学的に分析し、一般消費者への具体

的な情報提供を行っていくためには、社会全体

としての専門人材の養成や研究機能の強化、認

証・評価機関の充実が急務である」と指摘して

きた 1）。 

こうした状況を受けて、2018年 10月、消

費者庁に「消費者政策推進のための専門人材

の育成・確保に関する懇談会」が設置され、

2019 年 4 月、社会人大学院等を中心とした

全国レベルでの専門人材の育成・確保の必要

性を示した報告書が取りまとめられた。また、

消費者庁は「第 4期消費者基本計画のあり方

に関する検討会」中間とりまとめにおいても、

「人員の確保、専門性の向上を図り、新たな

消費者問題に機動的に対応できる体制を整

備する必要がある」とその重要性を明示して

いる。 

消費者政策は、実践的な科学として、全国

各地の消費者問題の現場での取り組みを踏

消費者政策の専門人材育成に関する一考察 

Study on Development of Professional Human Resources in Consumer Policy. 
 

  公益財団法人消費者教育支援センター  柿野 成美 

   National Institute on Consumer Education Shigemi KAKINO 

キーワード 

専門人材、指定大学院、マスター消費生活アドバイザー、消費者志向経営 
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まえ、様々な関係者が問題意識を共有する中

で、開かれた政策論議と、政策決定過程への

消費者の積極的な参加、協働などを通じて形

づくられるべきものである。ところが、我が

国ではこれまで、一部の大学及び大学院にお

いて単発の科目は開講されてきたものの、消

費者政策を担う高度専門人材を輩出する仕

組みを持ってこなかった。今後、さらに複雑

化・多様化する消費者問題に対して、また、

地方消費者行政が直面する多様な課題を解

決するためにも、各分野の高い専門性と政策

全体への俯瞰力を兼ね備えた消費者政策の

高度専門人材を育成していくことは喫緊の

課題である。 

以上のことから本稿では、今まさに求めら

れる消費者政策の専門人材について焦点化

し、これまでの議論を整理すると共に、その

育成に向けて全国 5 大学院で開始したプロ

グラムを比較することを通じて、今後の専門

人材育成の在り方について検討することを

目的とする。 

 

２．消費者政策推進のための専門人材の育成 

・確保に関する懇談会における議論 

 

2018 年 10 月、地方消費者行政の充実・強化 

を始めとする消費者政策の推進のための専門

人材の育成・確保の在り方について検討を行う

「消費者政策推進のための専門人材の育成・確

保に関する懇談会」が設置された。懇談会は慶

應義塾大学高橋郁夫教授を座長として、企業、

消費者団体、地方消費者行政、大学の立場から

委員が構成され、5 回の会議を経て 2019 年 4

月に報告書をまとめた２）。議論に当たっては、

第 2 回に樋口一清法政大学政策創造研究科教

授（当時）、第 3 回に田辺国昭東京大学法学政

治学研究科公共政策大学院教授、矢野誠独立行

政法人経済産業研究所長の計 3 名から有識者

ヒアリングを実施し検討を行った。 

懇談会の検討項目としては、１.消費者政策

の領域と身に付けるべき基礎理論、2．消費者

政策の担い手、3．消費者政策を「学ぶ場」の提

供、4．消費者政策を学んだ者の「活躍の場」の

検討、5．消費者政策の研究機構の強化につい

てであり、最後に消費者政策推進のための人材

育成・確保に向けた具体的方策を示している。 

消費者政策の領域と身に付けるべき基礎理

論では、図表１のように 6 つの領域と実際の知

識、主な基礎理論が整理されている。現状では、

法学分野、教育学分野、経済学分野、商学・経

営学分野など、分野ごとに独立した基礎理論は

存在するものの、「『消費者政策』という切り口

で見た際に、体系的に整理されているとは言い

難い」状況にある。そこで消費者政策の担い手

になる者には、「時代の要請に応じて各種施策

を企画立案し、具体化する能力が求められる」

ことから、「消費者政策に係る総合的知識を分

野横断的に身に付ける」ために、「学問領域や

基礎理論を整理し、消費者政策を総合的に学べ

る環境を整えることが重要」だとして学際的に

学ぶための基礎理論のイメージが示された。 

また、懇談会報告書では、消費者政策の担い

手を、地方公共団体のみならず、行政が連携す

る消費者団体や企業等のステークホルダーも

幅広く位置づけて議論を進めていることが一

つの特徴と言えよう。さらに消費者政策の担い

手を、図表２のように①初任者ケース、②T 字

型人材（専門性を持つとともに、物事の全体を

俯瞰できる人材）ケース、③研究者・教育者ケ

ースの 3 つをモデルケースとして想定し、それ

ぞれに消費者政策を「学ぶ場」における現状と

課題、対応策から具体的に検討した結果が示さ

れている。 

この検討に当たっては、第 2 回検討会での樋

口報告「消費者政策推進のための専門人材の育 

成・確保について」が議論のベースになって 
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領域 実際の知識 主な基礎理論 

１.消費者の安全 

・事故情報の収集、分析、注意喚起等 

・法執行 

・適格消費者団体支援 

・高齢者等の見守りネットワークの構築 

・社会心理学 

・行動経済学・実験経済学 

・消費者法・行政法・民法 

・安全学・失敗学（技術を含む） 

・リスクマネジメント 

２.消費者の自主的かつ合理的

な選択の機会 

・公正な表示、取引 

・消費者志向経営・CSR 

・社会的責任投資 

・エシカル消費 

・ミクロ経済学・法と経済学 

・競争政策論 

・経営学 

・消費者行動論 

・マーケティング論・流通論 

・コーポレートガバナンス 

３.必要な情報の提供 

・消費生活情報の提供 ・パブリックリレーション 

・情報リテラシー論 

・広告コミュニケーション論 

４.消費者教育の機会 

・消費者教育の担い手の育成 

・消費者教育コーディネーターの育成 

・消費者教育論 

・情報リテラシー論 

・コミュニケーション論 

５.消費者の意見の 

消費者政策への反映 

・消費者団体との連携協働 ・非営利組織論 

・公共政策学 

６.消費者被害の救済 

・ADR、相談・あっせん 

・特定適格消費者団体支援 

・消費者法 

・交渉学 

モデルケース 想定される人材像 「学ぶ場」の提供について 

① 初任者ケース 

人事異動により国・地方公共団体の消費者行政部局や企業

の消費者関連部門に初めて配属され、消費者政策の知識を

一通り学ぶ必要に迫られた者 

官民問わず消費者政策に携わる者が基

礎的な知識を習得できる場の充実を検

討すべきである。 

② T 字型人材ケース 

国・地方公共団体職員や消費生活相談員、消費者教育コー

ディネーター、消費者団体、企業（経営者層、CSR・消費

者関連部門）で、消費者政策の企画・立案、推進役を担う

人材（専門性を持つとともに、物事の全体を俯瞰できる人

材）を目指す者 

消費者政策の中核を担う者の育成に向

けて、高等教育機関での学びの場を拡

充する方策等を検討することが求めら

れる。 

③ 研究者・教育者 

ケース 

消費者政策に関する制度や理論を学際的に研究するとと

もに、上述のモデルケース①、②の人々を育成することが

できる者 

研究者ネットワークの構築や、専門研

究機関の整備等が必要である。 

図表１ 消費者政策の領域と身に付けるべき基礎理論のイメージ 

 

（出典）消費者庁「消費者政策推進のための専門人材の育成・確保に関する懇談会報告書」2019年より筆者作成 

図表２ 消費者政策の担い手と「学ぶ場」の想定 

（出典）消費者庁「消費者政策推進のための専門人材の育成・確保に関する懇談会報告書」2019年より筆者作成 
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いた 3）。報告では、専門人材育成・確保に当

たっての留意点に触れた上で、大学院教育の

可能性や民間資格制度との連携による人材育

成の重要性について述べている。また、報告

の後半では今後の人材育成の進め方において

重要となる点を指摘し、最後に専門人材育成

のための私案を提言した。提案内容は①人材

育成拠点として、「モデル大学院」（消費者政

策推進に関する専門人材養成を実施している

と認められる大学院）を全国数カ所指定、②

上記、人材育成拠点と民間資格制度の連携に

よる新たな人材養成体制の整備、③国、自治

体、企業における専門人材の積極活用のため

の「官民連携組織」の創設（自治体のシニア

相談員への民間人材の登用、企業における定

年後雇用などを期待）の 3 点である。 

最終的に報告書では、消費者政策の研究機能

の強化の検討も踏まえつつ、５つの提言が行わ

れた。これまでも専門人材の必要性は述べられ

てきたものの、懇談会ではその具体像や育成に

ついて初めて議論され、その実現に向けての契

機となったと言えよう。 

 

 

 

 

３．「マスター消費生活アドバイザー」の創設

と指定大学院 

 

（１）資格制度と連動した指定大学院の設置 

 懇談会報告書で示された T 字型人材の育成

に関する提言を受け、2019 年 9 月に一般財団

法人日本産業協会（以下、協会）は、消費生活

アドバイザー資格取得者が指定大学院での履

修を条件に「マスター消費生活アドバイザー資

格」（以下、マスター資格）を付与する制度を創

設した。消費生活アドバイザーは昭和 55 年に

開始した制度で、累積合格者数は 1万 7千人を

超えている。また現在では、日本産業協会が消

費者安全法上の登録試験機関であるため、当該

資格に加え、法定資格である消費生活相談員資

格を同時に付与されている。 

マスター資格に認定されるには、消費生活ア

ドバイザー有資格者、5年以上の社会人経験（う

ち、顧客関連業務（営業・商品開発等を含む）

に 1年以上の従事経験）がある者、指定大学院

の所定の科目を履修し、その大学院を修了した

者という条件を満たす必要がある。 

  

 

 

 

図表３ 日本産業協会によるマスター消費生活アドバイザーに係る指定大学院の要件 

（出典）一般財団法人日本産業協会公表資料より筆者作成 

マスター消費生活アドバイザーに係る指定大学院の要件は、以下の通り。 

（１）「消費者政策」、「消費者志向経営」など、専ら消費者に関連した専門性を深めることを目的とした大学院の研究科、専

攻、コース、プログラム等（以下、単に「コース」と略記する。）であって、以下の①及び②を満たすものであること。 

①当該大学院の「コースの名称」「コースの目的」などに、「消費者政策」または、「消費者志向経営」などのコースであ

ることを謳っていること。 

②原則として、当該大学院の基本科目、必修科目、演習科目（修士論文を含む）などに、消費者関連科目（注）７科

目以上を含んでいること。 

（注）「消費者関連科目」については、2019年4月に公表された消費者庁「消費者政策推進のための専門人材育成・確

保に関する懇談会報告書」図表１に定める科目の考え方を基本とする。 

（２）消費生活アドバイザーの実務に精通した実務家教員を専任教員等としていること。実務家である専任教員１名以上を置く

か、または、教員構成において、原則として三分の一以上の実務家教員を配置していること（欠員が生じた場合には、採

用計画などを提出すること）。 

（３）２０１９年度以降、開講のコースであること。 

（４）上記の他、（１）から（３）の要件に準ずるケースとして、協会が定める基準に従って「指定検討委員会」が認定した大学

院。 
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マスター資格を認定する指定大学院の設置

に当たっては、図表３に示す要件が設けられ

た。設置の要件（１）②の消費者関連科目に

は、懇談会報告書に示された科目の考え方が

踏襲され（図表１）、そのうち７科目以上を含

んでいることとされた。懇談会報告書でも、

消費者政策の担い手となる者は、消費者問題

の歴史や制度、理論を学際的に学び、サステ

ナブルな社会の構築も見据えた消費者政策に

係る総合的知識を分野横断的に身に付けるも

のと指摘しているように、マスター消費生活

アドバイザーがT字型人材として幅広い分野の

知識を身に付けるような要件となっている。 

また、実際の運用に当たっては、消費生活

アドバイザーの実務に精通した実務家教員を

専任教員等とすることが要件とされており、

実務や経験に裏打ちされた実践的能力をもつ

専門人材を育成しようとしていることが分か

る。 

 

（２）指定大学院の設置状況 

本制度は、2019年 11月以降に各大学大学院

からの申請を受け付け、2020 年 4 月から指定

大学院のコース等が開講されることとなった。

2022 年 4 月にはマスター資格の申請を受け付

け、認定者が誕生するというスケジュールとな

っている。 

 その結果、2021 年 4 月には、明治大学専門

職大学院ガバナンス研究科（公共政策大学院）、

同志社大学大学院総合政策科学研究科、明治学

院大学大学院法と経営学研究科、お茶の水女子

大学大学院人間文化創成科学研究科、昭和女子

大学大学院生活機構研究科福祉社会研究専攻

消費者志向経営コース（1 年制プログラム）の

5 大学院が指定大学院となった４）。 

 

４.指定大学院の特徴 

 

 では、各指定大学院はどのような特徴を持っ

ているのだろうか。指定大学院の主な開講科目

を図表４に示した。 

まずは基本的な属性から見ると、地域別では

関東 4 大学院、関西 1 大学院と関東を中心に設

置されたことが分かる。また、各大学院の指定

大学院の位置づけについては、履修モデルの一

つとして位置付けられた「履修モデル型」４大

学院、新規に独立したコースとして設置された

「独立型」1 大学院と、履修プログラムの一つ

として位置付けるケースが目立った。 

例えば、明治大学専門職大学院では、履修モ

デルⅤ「消費者政策と市場の発展」として、修

了に必要な 40 単位を A 群（基幹科目 政治・

行政・政策系）、Ｂ群（基幹科目 経営・経済・

財政系）、Ｃ群（政策研究）、D 群（特別・特殊

研究）から選択する形となっており、Ａ群に消

費者政策、Ｂ群に消費経済学、Ｃ群に消費者の

安全、消費者志向経営論、コンプライアンスの

推進、コンシューマー・リテラシーの計 6 科目

を新設している。消費者関連の科目を新設した

上で、公共政策大学院の枠組みの中で既存の科

目と組み合わせて、消費者の安全と市場の発展

に関心がある層に向けて参考科目群を体系的

に提示し、公共政策の一分野である消費者政策

の専門職を育成しようとしている点に特徴が

ある５）。 

同志社大学大学院では、総合政策科学研究科

において「消費者政策専門人材履修証明プログ

ラム」を設定している。特徴的なのは、新設科

目に「地域インターンシップ：消費者政策のフ

ィールドでの活動」６）「地域インターンシップ：

消費者政策のフィールドでの実践」７）といった、

地域の消費者政策を担う消費生活センターや

消費者志向経営企業を対象とした調査や実地

経験が入っている点である。これは同大学院博

士前期課程で設けられている政策研究コース

とソーシャルイノベーションコースのうち後 
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者のコースで、公共・企業・市民社会の各セク

ターを横断してソーシャル・イノベーションに

寄与する実践能力を兼ね備えた起業家や行動

型研究者を養成することを目的としているた

めであろう。他 4 大学院が東京で開設されたの

に対し、現状では関西を拠点とした唯一の大学

院として、地方消費者行政の実態を踏まえた実

践的な学びが期待できよう。 

 明治学院大学大学院では、法と経営学研究科

において、消費者志向経営履修モデルを設定し

ている。法と経営学研究科は日本で初めて開設

された研究科であり、法学と経営学の双方から

学際的に学ぶことで、「法的知識を身につけ、

法律家を活用できる経営者または組織のリー

ダーの養成」と、「経営学の知識を身に付け、経

営者に対してスペシャリストとして的確な提

案ができる法務責任者・法律家の養成」を目指

して創設されている 8）。マスター資格取得のた

めの設定科目は他大学に比較して幅広く、その

数も 14 科目と最も多い。マスター資格取得に

は 14 科目のうち 5 科目を履修すればよいが、

消費者志向経営履修モデルでは 14 科目に加え

て、修了に必要な科目も含めてモデルの一つと

して提示されている。研究科の特徴に消費者志

向経営の視点が加わることで、これからの時代

に求められる新たな価値創造が期待できよう。 

お茶の水女子大学大学院では、所属する研究

科の専攻の他に、博士前期課程修了後に就職を

希望する学生を対象に、高い専門性を活かすた

めの実践的な就業力を育成することを目的に

して、「キャリア副専攻」を設けている 9）。キャ

リア副専攻では、必修 4 単位（消費生活とジェ

ンダー論、消費者市民社会と消費者政策：いず

れも新設）、選択科目群から 6 単位以上（うち

新設は金融教育論）の合計 10 単位以上履修す

るとキャリア副専攻の修了要件となり、さらに

大学院を修了することで資格の申請ができる

ようになっている。 

資格の申請においては、履修モデル型の大学

院が 5 科目（10 単位）を条件としているのに

対し、お茶の水女子大学大学院はそのうち 2 科

目 4 単位を必修に位置付けている点に特徴が

ある。必修科目に位置付けられた「消費生活と

ジェンダー論」はジャン・ボードリヤール/今

村仁司・塚原史訳（2015）『消費社会の神話と構

造』をテキストとして、ジェンダーの視点から

現代消費社会について考究するものである 10）。

また、「消費者市民社会と消費者政策」では、消

費者庁から 5名の実務家講師を招き、最新の政

策立案・推進テーマについて講義を予定してい

る 11）。このように研究科の特色を生かしてキャ

リア副専攻を運用し、それをマスター資格の要

件とした背景には、これまで約 10 年間、同大

学生活科学部において消費生活アドバイザー

資格取得支援プログラムおよび消費者学際プ

ログラムを運営してきた実績が影響している

と言えよう。 

以上、履修モデル型の 4 大学について概観し

てきたが、最後に独立型として分類される昭和

女子大学大学院を紹介しよう。 

昭和女子大学大学院では、2021 年 4 月に新

たに 1 年制の大学院として福祉社会研究専攻

「消費者志向経営コース」を新設した 12）。全国

初の「消費・経営大学院」として、社会人（男

女）を対象としており、1 年で修士号が取得で

きるようになっている。修了要件 30 単位のう

ち、必修科目 12 単位、コア科目の中から必修

選択 10 単位、残り 8 単位は福祉社会研究専攻

「福祉共創マネジメントコース」の開設科目を

履修することになっている 13）。 

必修科目には、消費者志向経営分析法、消費

者志向経営演習、消費者志向経営研究が開設さ

れていることから、すなわちこの大学院での学

びは、修士論文としてコースの学生全員が消費

者志向経営関連のテーマを設定し、考究できる

点が特徴だと考えられる。もちろん、履修モデ
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ル型の大学院の学生の中にも、修士論文のテー

マに設定する者も存在すると思われるが、マス

ター資格の要件にはなっていないため独立型

の大学院と比較すると限定的となろう。 

また 1 年制という特徴の他に、平日夜と土曜

日という開講時間、単位従量制による学費など、

社会人大学院としての学びやすさを考慮した

設計がされており、消費者政策の専門人材育成

に向けた新たな方向性を打ち出している。 

以上に見るように、マスター資格認定に向け

て５つの指定大学院が誕生したが、いずれも大

学院研究科の理念に基づき、科目の設定や履修

方法などが設定されていた。このような指定大

学院では、当初からマスター資格取得を目的と

する大学院生を受け入れる機能と共に、この仕

組みにより消費者政策に関心を持つ層の受講

を促す機能も有するため、これを契機に消費者

政策の専門人材のすそ野が広がることが期待

されよう。 

 

５．専門人材育成に向けた今後の課題 

 

本稿では、消費者庁に設置された「消費者政

策推進のための専門人材の育成・確保に関する

懇談会」の議論を整理し、その育成に向けて

全国 5 大学院でスタートしたマスター資格

取得のための指定大学院の取組を比較する

ことを通じて、今後の専門人材育成の在り方

について検討することを目的として議論を

進めてきた。 

大学院での消費者政策の専門人材育成は、マ

スター資格の取得と結びつくことで順調にス

タートを切ったと言えるだろう。しかし、どの

大学院においても新たな試みであり、始動した

ばかりであることから、消費者政策の専門人材

育成に向けて関係者が力を合わせてこの動き

を盛り上げていくことが肝要であろう。 

 以上の内容を踏まえ、消費者政策の専門人材

育成に関して、３つの課題を提示したい。 

 第一は、消費者政策を学んだ者の「活躍の場」

の明確化である。マスター資格は最短で 2022

年に誕生するため、それ以降に成果が可視化さ

れるものではあるが、その出口の設計を改めて

議論する必要があると思われる。懇談会報告書

でも、提言３で「消費者政策を専門的に学んだ

者について、消費者庁は、主に社会人を対象と

した既存の大学院等における履修証明やこれ

と連携した資格制度の活用・拡充（大学・大学

院での教育と連動した新たな専門資格制度の

導入など）によるキャリア形成を支援するべき

である」とある。修了後の多様なキャリアが想

定されることで学びのインセンティブが一層

高まることが期待されることから、今後明確に

示されることを期待したい。 

第二は、ネットワーク機能の強化である。そ

の一つは、今回新しく誕生した指定大学院やこ

れまで消費者政策に関連する科目を開講して

きた大学院同士の横のつながりを形成してい

くことによって、消費者政策の専門人材育成の

仕組みをより強固にすることができると考え

られる。国内の研究ネットワークについては、

2019 年 6 月に香川大学・信州大学・長岡技術

科学大学・広島大学（五十音順）の国立大学法

人４校が連携して「サステナブル経営研究推進

機構」14）を設置した。その目的は、地域におけ

る消費者政策と環境政策の研究・教育の推進、

サステナブル経営の推進等の担い手を育成す

ることであり、このような大学間の動きとも連

動しながら、日本消費者政策学会が核となり研

究機能及びネットワーク機能を強化していく

ことが肝要であろう。 

また、ネットワーク形成に関する今一つの課

題は、諸外国の消費者政策の研究者との関係構

築である。例えば、韓国では、ソウル大学に生

活科学部消費者学科が存在し、大学院修士課程

及び博士課程も存在している 15）。消費者政策
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の専門人材を育成していく上で、我が国の消費

者政策研究をよりアカデミックに深化させて

基盤強化をすることが重要であり、そのために

国内のネットワークに加えて、諸外国の研究者

とのネットワークも深めていく必要があろう。 

第三は、学部教育への発展可能性についてで

ある。今回のマスター資格の制度は、大学院レ

ベルでの専門人材育成を目的としているが、消

費者政策の専門人材の裾野を広げるためには、

学部レベルでの育成についても検討が欠かせ

ない 16）。この点については、消費者政策の一分

野である消費者教育において古くから議論が

行われてきた経緯があるため、最後に紹介した

い 17）。 

財団法人消費者教育支援センター（2001）は、

家政系学部、教育学部における「消費者」関連

の講義開講状況について、シラバスを用いて調

査した 18）。その結果、大学では消費者関連の専

門性を高める体系的な教育はほとんど見られ

ず、各大学の講義名及びシラバスの中に関連科

目が散見されていた。報告書においてはアメリ

カの家政系学部では消費者関連の資格取得が

雇用に結びついている現状に触れ、「日本にお

いて消費者教育関連の授業科目が資格取得と

何らかの形で結びついているとしたら、大学に

おける在り方は変わってくる」と指摘している。 

またその後、文部科学省でも全国の大学、大

学院を対象にアンケートを実施し、同様に「消

費者」関連の講義名や講義内容が一定数見られ

ることが明らかになっている 19）。文部科学省

の調査は現在も定期的に実施されていること

から、大学側の専門人材育成に対するニーズや

実態把握を行い、これをエビデンスとして具体

的な政策を実施していくことも考えられよう。 

このような動きの中、一部の大学では特徴的

な取組も登場している。上村（2011）のように

私立大学家政学部現代家政学科の中に「消費者

教育コース」を設定する例 20）や、色川（2020）

のように、国立大学教員養成学部「消費生活科

学専攻」において消費者政策・消費者教育の専

門人材育成を取組んできた例 21）などである。 

色川（2020）は、在学中に消費生活アドバイ

ザーや消費生活専門相談員の資格取得を目指

したり、一部の卒業生が消費者庁や国民生活セ

ンターに就職したりするなど、専門人材育成に

向けて取り組んできた先進事例であるが、約

20 年に渡り続いた専攻も、現在では廃止され

ている。色川はこれを「偶然生まれて消えてい

った専攻」であると評価するが、「消費専攻は

（中略）、21 世紀に入ってから消費の専門的人

材の育成へとシフトしていった」ことからも、

学部レベルにおいても、偶発性に期待すること

は難しいとしても、時代のニーズに応じた専門

人材育成の可能性は残されていると言えよう。

またもう一つ注目されることは、この専攻が消

費者分野に精通した熱心な教員の存在があっ

たことは欠かせない事実だが、それに加えて地

域の消費者団体や、地元の自治体へのインター

ンシップ等と共に成長してきたことが記録さ

れていることからも、地域で育むことの可能性

が示唆されていると言えよう。 

 以上に見るように、消費者政策の専門人材育

成は当該大学院、大学だけの取り組みではなく

関係者が同じ目標をもって協働していくこと

が欠かせない。新しくスタートした指定大学院

や関係の大学に留まらず、国や学会などを中心

に関係者を広げ、今後も専門人材が活躍する未

来のグランドデザインを描きながら、一歩ずつ

実績を積み重ねていく必要があろう。 
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１．はじめに 

エシカル消費は、消費者基本計画の中で「地

域の活性化や雇用等も含む、人や社会・環境に

配慮して消費者が自ら考える賢い消費行動」と

定義づけられており、消費者庁は消費者の自立

と事業者の自主的取組の加速のため、消費者教

育や普及啓発活動を通じて推進している。 

一方で、「消費者が自ら考える賢い消費行動」

は極めて主観的であり、エシカル消費の対象と

なる商品・サービスについては、消費者の倫理

観が千差万別であることからも、その対象範囲

を定めることが難しい。特に公平性が問われる

行政においては、エシカル消費の対象を消費者

教育や普及啓発活動を通じて明示することに

より生じる、あらぬ批判や誤解、ステークホル

ダーとのハレーションは可能な限り避けたい。

では、どのような基準でエシカル消費の対象と

なるテーマの採否を決めるべきなのだろうか。 

 

２．開示情報から読み取れる消費者庁における

エシカル消費の対象範囲 

エシカル消費を推進する立場にある消費者

庁においては、消費者基本計画におけるエシカ

ル消費の位置づけのほか、持続可能な社会の形

成に資する消費者と事業者との連携・協働にお

ける認証ラベル推進の具体的な事例として水

産エコラベルを取り上げており、「生態系や資

源の持続性に配慮した商品の認証等に係る取

組を推進する」としている。 

実際に、2016 年と 2019 年に実施されてい

る「倫理的消費（エシカル消費）」に関する消費

者意識調査では、エシカル消費に関連するマー

クの認知状況の聴取において、代表的な認証ラ

ベルとして、エコマーク、伝統マーク、フェア

トレード、レインフォレスト・アライアンス、

FSC、MSC、RSPO、有機 JAS マークを挙げ

ており、啓発媒体としてこれを体現する形で

2020 年 11 月に消費者庁から発行されたパン

フレット「みんなの未来にエシカル消費」の中

では、8 つの代表的な認証ラベルが紹介されて

いる。 

その他、2021 年 3 月には小中学生向けの啓

発資材とともに指導者向け解説書「よりよい買

い物の仕方を考えよう～エシカル消費ってな

あに？～」が発行されている。ここでは代表的

な認証ラベルとして、エコマーク、伝統マーク、

フェアトレード、FSC、MSC、RSPO、有機 JAS

マークの 7 つを挙げている。この時点で、先に

制作された啓発媒体と比べてレインフォレス

ト・アライアンスの掲載が見送られている点に

エシカル消費の対象範囲の検討方法に関する一考察 

‐代替肉を事例として‐ 

A Study on the Way of Considering the Scope of Ethical Consumption by Government  

~A Case Study of Meat Alternative~ 

法政大学大学院政策創造研究科  太細 譲士 

Hosei Graduate School of Regional Policy Design    Joji DAZAI 

キーワード 

エシカル消費、持続可能な消費、代替肉、人工肉、プラントベースミート 
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ついては注意が必要である。 

また興味深いのは、先述の調査では同様にエ

シカル行動の具体的な実践内容について聴取

しており、そこでは、マイバッグ・マイ箸・マ

イカップ等の利用、電気をこまめに消す等の省

エネ、食品ロス削減、リサイクル活動・購入、

国産品の購入、地産地消、環境に配慮した商品

（エコカー、エコラベル商品、省エネ商品、持

続可能な林産物・海産物等を含む）の購入、被

災地へのお金の寄付や物資提供、有機食品・製

品の購入、フェアトレード商品の購入、寄付型

商品の購入、太陽光・風力発電など再生可能エ

ネルギーの利用・購入、地域コミュニティ活動

への参加、被災地以外の国内外への金銭寄付や

物資提供、エシカル消費につながる取組を行う

団体への参加、エシカル消費につながる事業を

行う企業の株式・社債等の購入、エシカルファ

ッション・ジュエリー、の 17 項目を具体的な

エシカル消費行動の対象として位置付けてお

り、これらは実質的に調査実施主体である消費

者庁が考えるエシカル消費行動の現時点での

おおよその対象範囲であることがうかがえる。 

 

３．先行研究レビュー 

では、エシカル消費の対象範囲について、先

行研究ではどのように扱われているのだろう

か。エシカル消費に関する様々な研究がある中

で、ここでは特にその対象範囲の選定に関して

課題が示唆されているものを取り上げること

とする。 

樋口（2019）はエシカル消費を、消費者が「積

極的に社会的価値を選択すべきであるとする

考え方」と位置づけ、持続可能な消費の重要性

を説いている。エシカル消費によってもたらさ

れる具体的な社会的価値の対象としては、環境、

食品ロス削減、地産地消、被災地の復興、開発

途上国の生活改善などを挙げており、その対象

範囲は環境側面から社会側面まで多様である。

また、「伝統的経済学のモデルは、個人の満足

最大化という個人主義的な仮説を前提として

いる」ことに対して、エシカル消費では、「多く

の人々が受け入れ可能な一定の価値観を社会

的に共有することが暗黙の前提となっている」

とし、エシカル消費とこれまでの消費行動との

違いの背景にはサステナビリティに対しての

グローバルなコンセンサスが存在しているこ

とを指摘している。一方で、「エシカル消費が

特定の倫理観や価値観の押し付けとならない

よう、十分留意する必要がある」とも指摘して

おり、このことからは、消費者個人によるエシ

カル消費の推進とは異なり、特に公平性が問わ

れる行政においてエシカル消費を推進するう

えで、その対象範囲を定めることの難しさが示

唆されている。 

また Park（2018）は、様々なエシカル消費

の先行研究レビューを進めるうえで、エシカル

消費にもさまざまな行為や商品があるとして、

「文献の調査結果に一貫性がない」ことを主張

している。「ある研究ではグリーン製品、別の

研究ではフェアトレード、さらに別の研究では

チャリティ製品に注目しているが、それぞれの

研究で微妙に異なる結果が出ている。これは、

エシカル消費が単一の行動の実践ではないこ

とを示しており、グリーン商品を買う人とフェ

アトレード商品を買う人は同じではないとい

うことである。」と結論付けており、エシカル

消費はあくまで消費行動の結果の総称であり、

実践する消費者側の立場はさまざまであり、エ

シカル消費という言葉ひとつで概念化するこ

との難しさが示唆されている。 

Cornish, L.S. (2013)は、エシカル消費の背景

にある消費者行動を調査する中でエシカル商

品・サービスの購買動機を分析しており、「消

費者はまず自身の消費シナリオの中で、多くの

有形・無形属性の間で検討しており、多くの消

費者にとって倫理的な信頼性は優先事項では
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ないことを示している。」と指摘しており、「積

極的なエシカル志向の消費者であっても、品質

や健康などの有形属性は譲れないことが多く、

結果的に消費しないこともある。」一方で「多

くのエシカル商品は、そのポジティブな属性に

よってエシカルに関心のない人にも消費を促

し、全く新しいセグメントを生み出している。」

と述べていることからも、消費者によるエシカ

ル商品の購買動機は必ずしも倫理的な理由で

あるとは限らないことが示唆されている。 

その他、Cornish, L.S. (2013)は、エシカル消

費の対象となる商品・サービスについて、「他

の商品（・サービス）との比較ができなければ、

エシカル商品の消費を促進することはできな

い。」とも述べており、エシカル消費の対象と

なる商品・サービスは、比較対象となる既存の

商品・サービスが存在し、それらよりも何らか

の側面において環境・社会への負荷が低いもの

である必要があることを指摘している。 

 

４．リサーチ・クエスチョン 

これらの先行研究では、いずれもエシカル消

費の対象範囲を検討するうえでの課題を示唆

しており、以下の通りに整理される。 

 

① エシカル消費を推進するにあたっては、特

定の倫理観や価値観の押し付けにならな

いよう留意が必要である。 

② エシカル志向の消費者であっても、必ずし

もエシカルであることを最大の理由とし

て商品・サービスの購買に至るとは限らな

い。一方で、エシカルに関心のない消費者

であっても、結果としてエシカルな商品・

サービスを購買するケースがある。 

③ エシカルの捉え方は千差万別であるため、

ある消費者がエシカルであると考えるこ

とが、ある消費者にとってはエシカルとは

捉えられないことがある。 

④ エシカル消費を推進するにあたっては、比

較対象となる商品・サービスが存在し、そ

れらよりも何らかの側面において環境・社

会への負荷が低いものである必要がある。 

 

では、これらの示唆を受けて、公平性が問わ

れる行政がエシカル消費を推進するにあたり、

どのようにテーマを抽出するとその妥当性や

客観性を補強することができるのだろうか。 

 

５．エシカル消費の対象となるテーマの抽出方

法 

 

（１）先行研究からの条件導出 

本研究では、まず先行研究から導き出された

示唆のうち、今回の目的である行政（本研究で

は消費者庁）による選定条件として成立するも

のを検討する。 

①については、まさしく公平性の観点から述

べられており、行政がエシカル消費のテーマを

選出するにあたって重要な示唆として該当す

る。②と③については消費者によるエシカル消

費の捉え方の議論に類するため、本研究の目的

に合致しないため除外する。④については、事

例を取り上げるうえでも条件として該当する。 

よって、本研究においては①と④を条件とし

て調査対象を絞り込むこととする。 

 

（２）導出した条件と定義の組み合わせによる

スクリーニング 

（１）で導出した条件と、消費者庁のエシカ

ル消費の定義を組み合わせると以下のような

図（図 1）が出来上がる。これを読みかえると、

消費者庁のエシカル消費の定義のうち、2 つの

円が重なり合う部分を今回はフィルターとし

て機能させる。すなわち、「地域の活性化や雇

用等も含む、人や社会・環境に配慮して消費者

が自ら考える賢い消費行動」のうち、「特定の
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倫理観や価値観の押し付けにならないよう留

意が必要」であり、「比較対象となる商品・サー

ビスが存在し、それらよりも何らかの側面にお

いて環境・社会への負荷が低いもの」に該当す

るものが対象となる。なお、本研究では先行研

究から得られた示唆のうち 2 つを選定したが、

対象が変わることにより、フィルターとなる条

件の数は異なる。 

 

図1 エシカル消費のテーマ抽出のためのフ

ィルター 

 

筆者作成 

 

（３）十分に検討されていないテーマの抽

出 

消費者庁にてエシカル消費の対象として十

分に検討されていないテーマを取り上げるた

め、ここでは消費者庁の「倫理的消費（エシカ

ル消費）」に関する消費者意識調査においてエ

シカル行動の具体的な実践内容に挙げられて

いる項目を「十分に検討したテーマ」と捉え、

この項目の抜け漏れを確認するための客観的

な比較対象として、同様の項目を有する直近

（最新）の民間調査と比較することとする。こ

こでは、最も項目が近しいアンケートとして電

通の「エシカル消費 意識調査 2020」の「エ

シカル消費詳細に関する認知、共感、実施意向」

と比較し、前者に含まれず、後者に含まれる項

目を十分に検討されていないテーマとして抽

出した（表 1）。 

 

表 1 類似した調査項目の比較 

 

筆者作成 

 

2 つの調査項目を比較した結果、①ベジタリ

アン、ヴィ―ガン、ハラル、②動物福祉（平飼

い卵、動物実験不使用など）、③障がい者の自

立支援につながる製品の 3 つの項目が、消費者

庁のエシカル消費のスコープに含まれておら

ず、「十分に検討されていないテーマ」である

ことが明らかとなった。 

 

（４） エシカル消費の対象となるテーマの抽

出 

ここで抽出された項目のうち（２）で作成し

た図の条件に該当するものを、検討されるべき

テーマとして抽出する。 

（３）で抽出された 3 つのテーマのうち、①

ベジタリアン、ヴィ―ガン、ハラルと②動物福

祉（平飼い卵、動物実験不使用など）について

は、「エシカル消費の定義」、「比較対象となる
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商品・サービスが存在し、それらよりも何らか

の側面において環境・社会への負荷が低いもの」

に該当するほか、「特定の倫理観や価値観の押

し付けにならないように留意が必要」にも該当

すると考えられる。 

③障がい者の自立支援につながる製品は、

「地域の活性化や雇用等も含む、人や社会・環

境に配慮して消費者が自ら考える賢い消費行

動」、「比較対象となる商品・サービスが存在し、

それらよりも何らかの側面において環境・社会

への負荷が低いもの」には該当するものの、障

がい者福祉の中心に据えられた障害者総合支

援法の基本理念に沿っているため、「特定の倫

理観や価値観の押し付けにならないよう留意

が必要」には該当せず、テーマとしての採否の

検討は不十分である可能性はあるものの、すで

にエシカル消費の条件を十分に満たしている

と考えられる。 

これらの手順にしたがって、①ベジタリアン、

ヴィ―ガン、ハラルと②動物福祉（平飼い卵、

動物実験不使用など）が消費者庁が検討すべき

エシカル消費の対象となるテーマとして抽出

された。 

本来であればここで抽出されたテーマはそ

れぞれ異なるテーマとして次の検討フェーズ

に入るべきであるが、今回抽出された 2 つのテ

ーマは双方の側面を持つ最も典型的な事例と

して、代替肉1が挙げられるため、本研究におい

ては代替肉を検討対象のテーマとして扱うこ

ととする。 

代替肉の消費は消費者の趣味・嗜好にとどま

らず、政治的・宗教的側面や環境保護・動物福

祉側面など、幅広く「特定の倫理観や価値観」

を反映しており、また「比較対象となる商品」

 
1 代替肉には、その原料や製造工程の違いから、大豆を中心とした植物由来のプラントベースミ

ート（plant-base meat）、オルタナティブミート（alternative meat）、フェイクミート（fake 

meat）、動物由来の培養肉など様々な呼び名がある（表 1参照）が、本研究においては、いずれも

畜産物としての食肉を代替するものとして、これらを総称して代替肉と呼ぶこととする。 

に該当する畜産物としての食肉が存在し、それ

に対して「環境・社会への負荷が低い」点にお

いても合致している。 

では、代替肉はエシカル消費の対象となるテ

ーマとして本当に妥当なのだろうか。各府省庁

では代替肉についてどのような議論をしてい

るのか、開示情報を整理し、比較分析すること

とで検証する。 

 

６．代替肉の定義 

代替肉には、その原料や製造工程の違いから

様々な呼び名がある（表 1）が、本研究におい

ては、いずれも畜産物としての食肉を代替する

ものとして、これらを総称して代替肉と呼ぶこ

ととする。 

 

表 2 代替肉の類型 

名称 内容 

植物肉

（プラ

ントベ

ースミ

ート、

オルタ

ナティ

ブミー

ト、フ

ェイク

ミート

とも呼

ば れ

る） 

植物性原材料（大豆、小

麦、エンドウ豆、ソラマ

メなど）で作られたも

の。大豆による商品は大

豆ミート、小麦による商

品はグルテンミートと

も呼ばれる。商品化にあ

たっては菜食主義の消

費者対応のため、動物性

タンパク質を添加して

いないものと、一般消費

者向けに添加している

ものとがある。 

動 物 油

脂、肉エ

キスなど

動物性添

加物を含

むもの。 

動物性添

加物を含

まないも

の。（ヴィ

ーガン対

応） 

培養肉 動物の個体からではなく、可食部の

細胞を組織培養して得られた肉。 
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農林水産省（2020）令和元年度新たな種類の 

JAS 規格調査委事業調査報告書より引用 

 

７．政府による代替肉の扱い 

代替肉を取り扱う扱う府省庁には、①農林水

産省、②環境省、③消費者庁、④食品安全委員

会（内閣府）が挙げられる。ここでは、代替肉

に関しては各府省庁がそれぞれの役割に基づ

いて対応を行っている。ここではそれぞれがど

のような取り扱いをしているのか整理する。 

 

① 農林水産省 

畜産業を所轄する農林水産省において代替

肉の存在は、文字通り畜産業者を圧迫する脅威

にもなりかねず、他省庁や業界団体とのハレー

ションが発生することは避けられない。現に新

聞各紙によると、「環境省が今年の環境白書で、

肉食を減らす運動を進める団体を紹介しよう

としたところ、『バランスの取れた食事』を訴

える農水省が反対し、掲載が見送られていた。」

2、「環境省は 20 年版白書で肉食減を取り上げ

る予定だった。だが畜産業を所管する農林水産

省が難色を示し、盛り込むことを断念した経緯

があった。」3など、農林水産省と環境省との間

に摩擦が生じていることについて具体的に報

じている。 

しかしながら、この事実を言い換えれば、環

境省との間で摩擦が生じるほど、環境政策を進

めるうえで代替肉の推進が重要な意味合いを

持っていることを暗に示している。 

一方で、農林水産省では持続可能な食料生産、

 
2 環境省、「温暖化防止へ肉食減」紹介／農水省、「メッセージ強すぎ」反対 環境白書の記述、

水面下で攻防『朝日新聞』2020年 8月 19日 
3 温暖化ガス削減「代替肉も選択肢」『日経産業新聞』2021年 6月 11日 
4 フードテック研究会には、食料・農業・農村基本計画（2020年３月 31日閣議決定）の「食料

の安定供給の確保に関する施策」のうち、新たな価値の創出による需要の開拓、新たな市場創出

に向けた取組と位置付けている。164の食品企業、ベンチャー企業、総合商社、投資機関、大学

等が参加している（2020年 7月 30日時点）。 

特に世界的なたんぱく質需要の増加を背景と

した国内企業による新市場獲得や食糧安全保

障上のリスク低減の側面から、2020 年 4 月に

はフードテック研究会4を設置し、代替肉を中

心とした代替たんぱく質について業界特有の

課題やルール形成について官民協働で研究を

行っている。 

同年 7 月の中間報告においては、新技術に係

るルール形成には、安全性と ELSI（倫理的・

法的・社会的課題）を基本に据えた議論が必要

であることが挙げられたほか、代替肉の国際規

格が優先課題として特定されたほか、二酸化炭

素やメタンをはじめとする GHG の削減など、

環境価値を明確化することで ESG 投資を呼び

込む可能性についても議論されている。また、

植物肉に限らないものの、2021 年 3 月に行わ

れた提案・報告会ではPlant Based Food 普及

推進 ワーキングチームの新規設立の提案が挙

げられている。 

 

② 環境省 

環境省では 2021年 6月 8日に閣議決定され

た「令和 3 年版 環境・循環型社会・生物多様

性白書」においては、「食の一つの選択肢とし

ての代替肉」というコラムが設けられており、

環境や社会に配慮した原材料を使った調理品

を提供している事例として、国内を中心にチェ

ーン展開している飲食店、スーパー、コンビニ

エンスストアの名前やメニュー、プライベート

商品名などを具体的に取り上げている。 

また、このコラムが取り上げられている「食」
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の項には代替肉の取り扱いとは対照的に「食と

環境とのつながり」として、日本の年間食糧需

要に占めるカーボンフットプリントの消費量

の割合が、その他を含む計 10 項目の中で肉類

が最も高いことがグラフとともに明示されて

いる（図 2 ）。 

 

図2 日本人の食に関連するカーボンフット

プリントおよび物的消費量の割合（2017 年） 

 

 公益財団法人地球環境戦略機関（IGES）

（2020）「1.5℃ライフスタイル―脱炭素型の暮

らしを実現する選択肢―」より引用 

 

ここでは、「肉類は飼料の生産・輸送に伴う

CO2 排出に加え、家畜の消化器からのメタン

（CH4）発生等から、その他と比較して高い排

出原単位となっています。」と、畜産物として

の食肉がライフサイクルにおいていかに温室

効果ガスを発生させているか、という点につい

ても解説している。 

また、環境省においてはウォーターフットプ

リントにおいても畜産物としての食肉の負荷

が高いことについて、「1kg のトウモロコシを

 
5 環境省 HPでは、「バーチャルウォーターとは、食料を輸入している国( 消費国) において、も

しその輸入食料を生産するとしたら、どの程度の水が必要かを推定したものであり、ロンドン大

学東洋アフリカ学科名誉教授のアンソニー・アラン氏がはじめて紹介した概念」と紹介してい

る。 

生産するには、灌漑用水として1,800 リットル

の水が必要です。また、牛はこうした穀物を大

量に消費しながら育つため、牛肉 1kg を生産

するには、その約20,000 倍もの水が必要です。」

と、代表例として取り上げている。 

これと併せて東京大学生産技術研究所の沖

教授らのグループ（当時）による 2000 年のデ

ータをもとにしたバーチャルウォーター5推定

値も紹介しており、日本の輸入食材に限定した

うえで、可食部重量の「米では 3,600 倍、鶏肉

では 4,500 倍、 牛肉では約 20,000 倍の水資源

が必要である」とあり、特に牛肉の水使用が著

しく大きいことがわかる。 

 

③ 消費者庁 

消費者庁では 2021年 8月に代替肉を主とす

る動物性食品を代替する植物由来の食品や飲

料に関する情報として、「プラントベース食品

関連情報」を開示した。しかしながら、ここで

はエシカル消費の対象として取り上げている

わけではなく、例えば商品のパッケージに「大

豆からつくったハンバーグ」と記載することが

景品表示法上問題となるのかどうかなど、あく

まで消費者による誤認防止の観点から、主に食

品製造業者に向けた景品表示法あるいは食品

表示法上注意すべき点に関しての公式見解と

して FAQ を示したものである。 

サステナウィークなどのイベントや企業表

彰にて代替肉の取り扱いが対象となっている

ものの、教育資材や啓発媒体にける代替肉の取

り扱いは見られなかった。 

 

④ 食品安全委員会（内閣府） 

食品安全行政をつかさどる内閣府の食品安
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全委員会では、2021 年 7 月に「特定の新規食

品の安全性評価手法等に関する調査」の公募を

開始しており、その調査目的を「代替たんぱく

質の安全性評価手法の検討に資するため、代替

肉(植物原料をベースにした、食肉の代替とな

る食品)、培養肉(動物から筋肉細胞や幹細胞等

を抽出し、培養器等で増殖させた食品)、昆虫食、

昆虫由来飼料、その他代替たんぱく質食品に関

する知見の収集及び整理を実施する」としてい

る。 

仕様書によれば、この調査では米国、カナダ、

オーストラリア、ニュージーランド、シンガポ

ール、イスラエルを対象として、各国の特定の

新規食品の安全性評価手法に関するガイドラ

イン及び安全性評価事例の収集を行うとして

おり、2022 年 4 月以降に報告書が開示される

予定である。 

なお、日本国内においてはまだ代替肉の安全

性評価手法が確立されておらず、これらの調査

項目については農林水産省のフードテック研

究会で議題に挙げられている内容との重複も

見られるため、連携や情報共有が図られること

が期待される。 

  

 これら 4 つの府省庁の開示情報から、代替肉

の取り扱いに関する役割をまとめると以下の

通りとなる（表 3）。 

 

表 3 4 つの府省庁の代替肉の取り扱いに関

する役割のまとめ 

組 織 代替肉の取り扱いに関する役

割 

農林水産省 ・新技術に関するルール形成 

・新市場の獲得 

・食料安全保障上のリスク低減 

環境省 ・GHG の排出削減 

・水資源の保護 

消費者庁 ・景品表示法あるいは食品表示

法上の誤認防止 

食品安全委

員会（内閣

府） 

・安全性評価手法の検討 

筆者作成 

 

ここで明らかになるのは、環境省は代替肉を

「GHG の削減」や「水使用量の削減」を目的

として取り扱っているということは、消費者庁

にとってエシカル消費の定義「地域の活性化や

雇用等も含む、人や社会・環境に配慮して消費

者が自ら考える賢い消費行動」の対象となって

いることである。一方、消費者庁の開示情報か

らは、代替肉をエシカル消費として受け入れて

いる事例はみられるものの、それを明文化され

たものは見当たらない。 

 

また、各府省庁ホームページのサイト内検索

機能を利用し、本研究で定義づけた①代替肉、

その分類である②植物肉、③培養肉をキーワー

ドとして検索し、その件数を比較した（表 3）。 

 

表4 各府省庁ＨＰにおける代替肉・植物肉・

培養肉の掲載情報量（2021 年 9 月 30 日アク

セス）           （単位： 件） 

組 織 代替肉 植物肉 培養肉 

農林水産省 約

6,160 

約

15,900 

約2,680 

環境省 約

1,360 

約 2,540 約 463 

消費者庁 5 1（0） 0 

食品安全委員

会（内閣府） 

約

1,340 

約 4,650 約3,440 

筆者作成 

 

こうして 4 つの府省庁のホームページにお
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ける掲載量の比較から導き出されることは、消

費者庁のホームページには代替肉、植物肉、培

養肉、いずれの情報もほとんど掲載されていな

いことが分かる。 

 

８．考察 

各府省庁のホームページの代替肉の開示情

報の比較から得られた考察は以下のとおりで

ある。 

・環境省では、代替肉の環境負荷低減への貢

献を認めており、エシカル消費の対象として取

り扱われている。 

・消費者庁は取り扱う事例の一部から代替

肉をエシカル消費として取り扱っているもの

の、明確な位置づけは行われていないため、圧

倒的に情報量が少ない。 

・農林水産省や食品安全委員会では代替肉

を新たなジャンルと位置づけ、ルール形成や安

全評価手法の検討を行っている。 

これらのことから、環境省では代替肉をエシ

カル消費として位置付けているものの、消費者

庁においては明確な位置づけが行われていな

いことが明らかとなった。 

 

９．結論 

本研究では、公平性を確保しながらエシカル

消費の対象となるテーマ選定を試みるための

新たな手法の検討を行った。結果として、代替

肉がエシカル消費の対象として検討すべきテ

ーマであることが明らかとなった。また、代替

肉について各府省庁の開示情報をもとに比較

分析を行うことで、主に GHG 削減、水資源の

保護を理由に環境省が代替肉を推奨している

ことが後ろ盾となっている。 

一方、エシカル消費を推奨する立場である消

費者庁は代替肉がエシカル消費の対象である

ことを明文化はしていない。これには、代替肉

に関する規制やルール作り、安全性評価手法の

確立がされていないことが背景にあることが

考えられ、他の機関を中心に検討されているこ

れらのルールが出そろった段階においては、エ

シカル消費の対象として検討される余地が十

分にある。 

 

１０．終わりに 

エシカル消費のテーマ選定に限らず、行政に

よるテーマ選定においては公平性の観点が求

められることからも容易ではないケースが他

にも数多く存在すると考えられる。今回の検討

手法については、参考となる先行研究が存在し

たこと、比較対象となる民間の最新調査が存在

したことなど、再現にあたっての条件が限定さ

れる可能性はあるものの、一つのテーマを導き

出すことができた。今後は同様のテーマ選定を

同じ手法で試み、更に精度の高い手法として確

立したい。 

また、本研究では詳しくは触れられていない

が、テーマとして選定された代替肉については、

様々な社会・環境問題の解決に向けた新たなテ

ックフードとして、主に食料安全保障、GHG 排

出削減、水資源問題のほか、動物福祉の観点か

らも、エシカル消費の対象として国際的に広く

認知されている。資本市場も投資対象として注

目しており、代替肉市場は欧米や中国、日本で

も拡大している。 

一方で、新規参入企業も多く玉石混交ともい

える状況であり、食品安全上の問題も生じてい

るため、国際規格化やルール形成が急がれる。 

本研究は限られた先行研究と国内の行政に

よる開示情報をもとに行っており、民間企業、

NGO の取り組みや海外における消費者行政で

の扱いについては触れられていない。今後はさ

らに深く幅広く調査を行うことで、より確かな

エシカル消費のテーマ選定の方向性を探りた

い。 

消費者庁においては、今後もエシカル消費の
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対象範囲を拡大しながら、エシカル消費の意義

と社会へ提供する価値を積極的に発信するこ

とを期待する。 
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１．はじめに 

  

消費者庁にて 2016 年 4 月に「消費者志向経

営の取組促進に関する検討会」報告書が公表さ

れた。それを受けて、消費者志向経営の取組を

推進する事業者団体、消費者団体、行政機関に

よって構成される推進組織(プラットフォーム)

が設けられ、全国的な推進活動が実施されてい

る1。それに伴い多くの企業が消費者志向自主

宣言している。 

消費者志向経営とは、『「消費者」と「共創・

協働」して「社会価値」を向上させる経営』と

して定義されている2。その活動として「みんな

の声を聴き、かついかすこと」「未来・次世代の

ために取り組むこと」「法令の遵守/コーポレー

トガバナンスの強化をすること」が示されてい

る。そして、現在、消費者志向自主宣言事業者

数は、206 社（大企業 96 社、中小企業 110 社）

となっている。都道府県別の内訳では、東京都

78 社、愛媛県 41 社、徳島県 36 社となってい

る3。業種別では、製造業 59 社、金融業・保険

業 45 社、卸売業・小売業 19 社、情報通信業 

 
1 消費者庁ホームページ「消費者志向経営推進組織の活動」

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_research/con

sumer_oriented_management/propulsion_organization/ 
2 消費者庁「消費者志向経営について 2021 年 7 月 16

日」,p.2。 
3 前掲,p.4。 
4 前掲,p.5。 
5 消費者庁 消費者志向経営の取組促進に関する検討会

 

17 社、建設業 6 社、農林業 1 社、その他サー

ビス業 59 社となっている4。 

消費者庁は、「事業者と消費者のコミュニケ

ーションの一層の深化を図ることは、健全な市

場の形成を図り、消費者市民社会の実現を目指

す上で、非常に重要な活動である」としている

5。そして、事業者の消費者に対する具体的行動

として、消費者への情報提供の拡充を図るとと

もに、消費者･社会の要望を踏まえた商品･サー

ビスの改善・開発を行うことが重要であり、そ

の一つとして「消費者への情報提供の充実・双

方向の情報交換」を挙げている6。 

つまり、企業にとって消費者と接点の多様化

を図っていくことは、消費者志向経営の実践に

おいても礎となるものである7。 

現在では、消費者との接点は電話相談窓口だ

けでなく、メール・SNS など様々な手段が使わ

れている。スマートフォンなどのモバイルデバ

イスや、SNS などのデジタルコミュニケーシ

ョンツールの普及とともに、消費者との接点は

加速的に多様化しているが、企業もその環境変

化に迅速に対応していかなければならない。 

（2018）,p.5。 
6 前掲,p.6。 
7 本論における接点とは、「商品やサービスの購入時だけでな

く、その前後も含め、消費者または見込み客と接触するあら

ゆる機会」とする。 

企業の消費者志向経営に関する一考察 

- 接点の多様化を中心に - 

Study on Consumer-Oriented Management of Companies 

 - Focusing on diversification of contacts - 

  四国大学  殿崎 正芳 

   Shikoku University  Masayoshi TONOSAKI 

キーワード 消費者志向経営 接点の多様化 
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２．先行研究とリサーチ・クエスチョン 

企業の消費者志向経営という概念は、2015

年「消費者志向経営の取組促進に関するワーキ

ング・グループ」で検討が始まり、2016 年か

らの「消費者志向経営の取組促進に関する検討

会」などを経て、最終的に 2020 年に現在の定

義に至っている8。このことからも非常に新し

い概念であるといえる。そのため、学術的にみ

て、先行研究は極めて少ないのが実情である。 

細川 （2016）は、消費者志向経営の構築に

向けて言及し、清水（2017）は、消費者行動の

観点から消費者志向経営について述べている。

大谷 (2018)は、徳島県内の消費者志向経営の

取り組みについて、坂下・木股・尾高 （2018）

は、消費者志向経営の推進について、清水

(2018)は、消費者とのコミュニケーションの観

点から、馬場 (2018)は、企業の社会的責任の視

点から述べている。加えて、飛田（2020）は、

企業の目指すべき方向性について、殿崎（2021）

は、ステークホルダーの観点から言及している。

これらの先行研究は、主に消費者志向経営の推

進・方向性の明示が中心となっている。また、

2019 年以前は、現行の定義に修正される以前

であったため、消費者志向経営の枠組み自体が

曖昧で、企業の社会的責任や一般的な顧客志向

との差異が不明確であった時期と言える。その

ため、先行研究においても、企業の社会的責任

や顧客志向などの既存の枠組みを単純に消費

者志向経営という言葉に置き換えて解釈した

ものであったと推察する。 

本研究は、消費者庁の消費者志向経営の最新

（修正後）の定義に基づき、消費者志向自主宣

言を行っている事業者の活動内容を消費者と

の接点から現状分析するものであり、消費者志

向経営の先行研究に新たな視点を補完するも

のである。 

 
8 一度定義付けがなされたが、2020 年に修正が施され、再定

＜リサーチ・クエスチョン＞ 

 

消費者との接点の多様化は、 

①どの程度進捗しているのであろうか。 

②とのような方法（手段）で実施されている 

のであろうか。 

 

 

３．研究方法と目的 

 本論においては、事例研究として当該宣言内

容の項目である「消費者への情報提供の充実・

双方向の情報交換」について、徳島県の消費者

志向自主宣言事業者の内、28 社を対象に取り

組み内容の分析を行うものとする。分析方法は、

調査資料として、とくしま消費者志向経営推進

組織の『消費者志向自主宣言』「消費者への情

報提供の充実と双方向の情報交換」への取り組

み事例を用いてその活動内容の分析を行い、消

費者との接点の多様化の現状を明らかにした

上で、その課題・対策を提示することを目的と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

義されている。 
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４．研究内容 

（１）各社の取り組み状況 

図表 1 

 

 

 

 

企業の取り組み事例（徳島県内）

社名 消費者への情報提供の充実・双方向の情報交換

・お客様が気軽に相談できる環境（ホームページ

等）を整備することで、 各媒体を通した情報提

供に努めます。

・お客様からのサービスに関する評価やご意見を

積極的に伺い、 真摯に受け止めて行き、サービ

スの向上をしていきます。

・「お客さまの声」をお聞かせいただく体制を整

備し、商品・サービスに 関する評価やご意見を

積極的に収集してまいります。

・お客さま本位の分かりやすい情報提供、説明を

行うとともに、全てのお客さまに 安心してご利

用いただくためにユニバーサルサービスを提供し

てまいります。

・当社の活動や取り扱い商品、セミナー、サービ

スはホームページに掲載、 随時更新し情報提供

に努めてまいります。

・お客様の取引経験等に応じて、商品の構造やリ

スクをご理解しやすいように図や グラフを用い

たパンフレット・説明資料を活用して、分かり易

い説明に努めてまいります。

・自社メディアにおいて、ユーザーが今まさに必

要とする情報を的確に発信していくために、アン

ケート・街頭インタビュー・ユーザー会員座談会

を定期的に実施します。

・収集したユーザーの声は、全社で共有し企画会

議などで積極的に活用していきます。

・お客様への情報提供はホームページ、リーフ

レットなどで行うとともに、幅広くお客様の声を

お伺いしています。

・お客様から寄せられた声は、各部署共有の情報

と位置付け、商品の開発、 業務の改善などに活か

します。

エフエム徳島

・消費者の立場でもある番組モニターの皆様から

毎月いただくご意見をもとに、よりよい番組作り

に努めます。

喜多機械産業

・当社ホームページにて、取扱い商品はもちろ

ん、TOPICやACTIVITYなども掲載し、 随時更

新、情報発信（提供）に努めてまいります。ま

た、お客様へ分かりやすい パンフレット（デジタ

ルカタログ等）の提供と商品のご説明に注力して

まいります。

・商品の品質やこだわりを開示し、健康や食育に

関する情報を提供します。

・地産地消を推奨し、生産者の顔の見える化を実

施し、より安心できる地元密着、地域密着な販売

を推進します。

1

2

3

4

5

6

7 キョーエイ

旭木工

阿波銀行

阿波証券

あわわ

市岡製菓

・グループインタビューよりお客様のニーズに

あったサービスの開発を行っていきたいと考え、

実際に弊社サービスをご利用いただいている皆様

に、忌憚ないご意見とともに、「こんなサービス

あったらいいな」の発想をお伺いさせていただく

場としてお客様にグループインタビューという形

で直接ご意見をお伺いする機会を設けさせていた

だいています。

・おしゃべりテーブル保育現場においては、日々

の送迎の際やご家庭と保育現場の連絡レポートに

よりご意見をお伺いすることのほかに、おしゃべ

りテーブルとして保護者の方にご意見をお伺いす

る場を設けています。

・健祥会グループの取り組みや各施設のサービス

内容をより多くの皆さまにご理解いただくため、

ホームページや広報紙、パンフレット等を通じて

紹介します。

・健祥会グループの施設やサービスの紹介と介

護・医療・保育などの幅広いニーズに対応できる

相談センターを開設し、地域の皆様と双方向での

情報の発信・受信に努めます。

10 サン電子工業

・消費者に分かりやすいウエブサイトや取扱説明

書を作成するとともに、お客様への相談窓口の多

様化を通じて、情報提供の充実と双方向性の高い

情報交換に努めてまいります。

・サンフォートHPで情報公開や共有を行います。

・商品情報や品質情報の提供を各包装・容器に記

載されているQRコードやマクドナルドHPで公開

をします。

12 シケン

・お客様へ有益な情報提供を行うために、ホーム

ページやSNS配信を充実させ、製品や製品外サー

ビス（セミナー開催、医院勉強会、内覧会等）、

会社の取り組みなど信頼性のある最新情報を常に

発信しています。

・経営会議においてCSの取り組み状況を確認して

います。

・新築・リフォームのお客様には3度のCSアン

ケート（契約後・引き渡し後・入居1年後）を行

い、社内で共有し、商品・サービスの改善をは

かっています。

・引き渡し後、1ヵ月・3ヵ月・6ヵ月・1年の定期

訪問をし、お客様に住まい方アドバイスを伝えて

います。

・お客様の満足こそが我々の生み出す付加価値で

あるという想いを核に社員一人一人がお客様の立

場に立って最善を尽くします。

・これを実現するために、現在も推進している顧

客満足委員会などの社員による委員会活動やお客

様アンケートの共有、反省に基づく改善活動を今

後もブラッシュアップしながら継続していきま

す。

11

13

14

9

8 クラッシー

社会福祉法人健祥会

サンフォート

セイコーハウジング

高橋ふとん店
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・お客様のためにコスト削減案や高品質提案など

ができるよう努めます。

・弊社の提案年次成果をお客様毎に個別情報とし

て発信いたします。

16 東光

・製品の使用にあたって、正しい使用法で安全意

識を持っていただくために、学会に積極的に参加

し、医療従事者の情報を集め、ホームページで正

しい情報を提供していきます。

・各店舗のホームページを充実させ、商品やサー

ビスを掲載しています。

また、ブログやＳＮＳなどを利用し、最新情報

の発信やご利用いただいたお客様の写真などを掲

載しています。

・お客様に的確かつ迅速なご提案ができるよう、

グループ各店舗で情報を共有できるシステムを整

備しています。

・定期的にご利用いただいたお客様を各店舗へ招

待し、担当者との意見交換が行える場を設けてい

ます。

・お客さまがアクセスしやすい環境（フリーダイ

ヤル、ホームページ、お客さまご意見カード等）

を整備し、お客さまからの商品、サービスに関す

る評価やご意見を積極的に伺います。

・お客さまに対し、新商品、サービス、セミナー

や商談会の開催などについて、各種媒体を通じた

情報提供に努めてまいります。

19 徳島合同証券

・企業としての社会的な存在価値を重視すること

によりまして、全てのステークホルダー（お客

様、株主、従業員、ビジネスパートナー、行政機

関、地域社会等）の利益と発展を念頭に企業活動

を展開いたしております。ステークスホルダーか

ら信頼していただくことこそが、弊社の利益と持

続的発展につながることであると考えておりま

す。

20 徳島トヨペット

・クルマは、お客様の年齢・家族構成・生活習慣

等によって使用する目的や利用の仕方が変わりま

すのでお勧めするクルマも変わります。それに応

えるためにできるだけ多く、お客様からの情報を

汲み取り、様々なシーンでお客様が必要と思われ

る情報をホームページ・メディア・活動を通じて

発信すると共に、サービス等に関するお客様から

のご意見・ご要望・ご評価は真摯に受け止め、

サービス向上に努めて参ります。

21 日誠産業

・お客様への情報提供は、ホームページ・カタロ

グでの情報発信、工場見学会・イベント

　参加等で、相互コミュニケーションを行える場

22 ネオビエント

・施設運営における日々の反応・意見、アンケー

ト、SNSでのご意見等で収集したお客様の声や社

員による「事故・トラブル・クレーム報告書」

「ヒヤリハット報告書」などを活用し、自社社員

で構成された組織（サービス向上委員会・安全衛

生検討委員会等）により改善を図り、自社・各施

設のHPで公表し、よりよいサービスの提供に努め

ます。

15

17

18

寺内製作所

ときわ

徳島大正銀行

・ホームページやニュースレターなどで情報提供

を行います。

・SNS（ブログ、Facebook、YouTubeなど）で情

報を広く世間に発信し、また消費者の声を聴く機

会を作っていきます。

・消費者より得られた声を元に、業務改善、商品

開発に活かします。

・お客様との直接の対話や、SNS、ダイレクト

メールにより、不安なこと、困っていることをヒ

アリングし、朝礼や社内会議、社内ネットワーク

等によって全社員で共有し、改善に努めます。

・お客様の不安を解消するようなリーフレットを

作成し、またホームページで公開し、お客様に安

心して通っていただけるように情報を提供しま

す。

・ホームページやSNS、メール配信を充実させ、

商品やサービス、会社の取り組みなど最新情報を

常に発信しております。

・電話での相談窓口をはじめメール、ホームペー

ジ、SNSでのお問合せ窓口を充実させ年齢層やラ

イフスタイルに合わせてアクセスしやすい窓口を

用意しております。

またお客様からのご相談やご意見を積極的に伺

い対応いたします。

・ガスの開栓や閉栓、また保安点検などの立会時

に、当社サービスを安全・安心・便利にご利用い

ただけるよう器具の取り扱い方法などの説明責任

を果たしてまいります。

・広報誌「がんばり新聞」を年1度発行し、お客様

へ当社グループのテーマや取り組みをわかりやす

くお伝えいたします。

26 冨士ファニチア

・本社で受付したお客様相談内容や、営業所で収

集した自社関連の消費者相談を集約し、社長幹部

が是正処置を検討して、全社員に徹底していきま

す。

27 フジみらい

・顧客との定期的なミーティング実施により双方

向の情報交換を行い、サービスに対する評価や要

望を常に把握し、改善に努めます。

・サービス、SNS、HPでの積極的な受発信

・お客様からのご意見・ご要望から、改善・開発

した商品およびサービスは、サービス中でのご説

明や、SNS・HPでの発信によりお伝えします。

出所：とくしま消費者志向経営推進組織（2020年）を参考に筆者作成。

28

23

24

25 藤田商事

山のせ

パッケージ松浦

広沢自動車学校
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（２）個別事例 

 

【株式会社広沢自動車学校】 

 

株式会社広沢自動車学校（以下、「広沢自動

車学校」という）は、徳島県で「命を大切にす

るドライバーを育む」ことを使命にかかげる地

域に密着した自動車学校であり、消費者との接

点の多様化を積極的に図っている好例とされ

ている9。 

広沢自動車学校は、従来の自動車学校という

枠にとらわれず、消費者側に踏み込んだ活動を

展開し、消費者を第一に考え、命の大切さをド

ライバーとして持ち続ける卒業生を輩出して

いる。 

具体的な取り組みとしては、社員一丸となり

消費者満足を高めるために、交通安全を軸に、

「一生無事故」「生命尊重」の精神を有した安

全なドライバー育成を使命として取り組みが

行われている。例えば、①独自の映像を制作し

て授業で共有、②教習所として全国で初めて映

像を活用した「命の大切さを伝える卒業式」な

どを実施している。その後、保護者へ指導員が

直接連絡をして受講生の様子を伝える一方、保

護者と直接会話することで保護者との情報交

換を行う「保護者電話」を実施することで接点

の多様化を実現している。 

また、2009 年より「広沢母校 －日本一の

心温かい自動車学校を目指して －」という経

営理念を掲げ、日本一志の高い自動車学校を目

指し、教習指導を通じて「人の温かさ」「命の尊

さ」を伝える「心の教育」を前提に接点の多様

化が行われている。そして、卒業生がいつでも

戻ってこられる「母校」のような存在になるこ

とを目指し、「親への感謝」、「命を大切にする

 
9 消費者庁が主宰する 2019 年度「消費者志向経営優良事例

表彰」にて、第一席である、「内閣府特命担当大臣表彰」を受

賞。 

人を思いやる心」などの教習所の枠を越えた

「心」の教育を軸として受講生との接点の多様

化を一層強化している10。 

加えて、卒業後にも卒業生に対して、SNS等

を活用し双方向での接点を維持することで受

講生との接点の維持・継続が図られている11。 

 

図表 2 

 

消費者志向経営の取り組み方針 

経営トップの 

コミットメント 

・お客様や社員、かかわる全ての人一人

ひとりと真剣に向き合い、自らが誠心誠

意かかわっていくことにより、お客様・

社員・かかわる人々との信頼関係を築き

ます。 

・朝礼、全体会議などで全社員とのコミ

ュニケーションをはかり、よりよい教習

の質の提供・サービスの向上に努めま

す。 

コーポレート 

ガバナンスの 

確保 

・お客様からの声（修了検定後及び卒業

検定後のスマホでのアンケート、卒業時

のお客様の声を収集し、全社員で共有

し、よりよい接遇に活かします。 

従業員の積極的

活動 

・定期的に全体会議、勉強会、社内ミー

ティングを実施し、社員自らの視野を広

げ、お客様視点で考えた行動を実践して

いきます。 

・社内の対話を重視し、お客様目線に立

ったイベントを企画し、実践します。 

消費者への情報

提供の充実・ 

双方向の情報 

交換 

・お客様との直接の対話や、SNS、ダイ

レクトメールにより、不安なこと、困っ

ていることをヒアリングし、朝礼や社内

会議、社内ネットワーク等によって全社

員で共有し、改善に努めます。 

・お客様の不安を解消するようなリー

10 経済産業省「平成 26 年 おもてなし経営企業選」pp.44-

45。 
11 全指連（2020）「自動車学校 令和 2 年 5 月号」pp.15-19。 
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フレットを作成し、またホームページで

公開し、お客様に安心して通っていただ

けるように情報を提供します。 

 

消費者・社会の

要望を踏まえた

改善 

・地域の警察や公共団体と連携し、交通

安全活動を推進します。 

出所：広沢自動車学校ホームページを参考に筆者作成（2020年 11月 16日検索）。 

 

図表 3 

 

出所：広沢自動車学校ホームページより（2020年 11月 16日検索）。 

 

 

図表 4 

 

出所：広沢自動車学校ホームページより（2020年 11月 16日検索）。 

 

 

５．考察・結論 

 

図表 5 

 

複数利用 

 

 

図表 6 

 

接点としての主な利用ツール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用ツール数 社数

3 5

2 10

1 13

出所：筆者作成。

社数

ホームページ 5

ホームページ SNS 3

ホームページ SNS パンフレット 2

ホームページ SNS アンケート　 1

ホームページ SNS ヒアリング 1

ホームページ パンフレット 5

ホームページ パンフレット ヒアリング 1

アンケート　 ヒアリング 2

ヒアリング 5

アンケート　 1

その他 2

28

出所：筆者作成。

利用ツール

計
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図表 7 

 

 

図表 8 

 

 

 

調査対象 28 社の消費者との接点（方法）は、

ホームページ：18 社、SNS：7 社、パンフレッ

 
12 消費者から受信した情報をどのように対応したかを消費者

にフィードバックしているのかについての踏み込んだ言及は

ト等：8 社、アンケート：4 社、ヒアリング・

面談：9 社、その他であった（延べ数）。また、

複数の接点を有していたかという観点から見

ると、３つ以上の接点：5 社、２つの接点：10

社、１つの接点：13 社、であった。 

その接点の組み合わせは、ホームページの

み：5 社、ホームページ＋SNS：3 社、ホーム

ページ＋パンフレット：5 社、アンケート＋ヒ

アリング：2 社、ヒアリングのみ：5 社、アン

ケートのみ：1 社、ホームページ＋ＳＮＳ＋パ

ンフレット：2 社、ホームページ＋ＳＮＳ＋ア

ンケート：1 社、ホームページ＋ＳＮＳ＋ヒア

リング：1 社、ホームページ＋パンフレット＋

ヒアリング：1 社、パンフレットのみ：1 社、

その他：2 社、であった。 

 この取り組み状況を鑑みると、ホームページ

での情報発信を軸として、一方的な情報「発信」

に留まらず、何らかの形で情報「受信」に努め

ようとしている姿勢が伺える結果となった。し

かしながら、ヒアリング（面談・訪問）など、

直接の接点を求め意見交換している企業（意見

交換型）は、9 社（3 割弱）に留まった。  

その他は、発信と受信を個別に行っている企

業（発信＋受信型）が 6 社、発信が中心の発信

型が 8 社、情報収集のみ（受信型）が 2 社とい

う結果であった。 

 その他の接点（取り組み）としては、街頭イ

ンタビュー、会員座談会、定期ミーティング、

おしゃべりテーブル、ご意見カード、店舗等に

招待しての意見交換、消費者モニター、相談窓

口の設置などの取り組みが行われていた。しか

し、全体として情報発信と情報受信が各々単発

で終わり、情報の受信・発信が継続的に繰り返

されているケース（意見交換型）が少ないこと

が判明した12。 

  

なし。 

対応の形式分類

対応形式 社数 主な内容

意見交換（交流）型 9

街頭インタビュー・座談会・グループ

インタビュー・おしゃべりテーブル・

定期訪問・意見交換会、など。

発信＋受信型 6

発信：ホームページ・メディア・ＳＮＳ・

ニュースレター、など。

受信：フリーダイヤル、ご意見カード、

アンケート、など。

発信型 8
ホームページ・リーフレット・

パンフレット・広報誌、など。

受信型 2 アンケート・相談窓口・モニター、など。

その他（内容不明、他） 3 ーーー

出所：筆者作成。

その他の情報発信・交換手段（ツール）

街頭インタビュー 会員座談会

顧客モニター ニュースレター

デジタルカタログ メール配信

生産者の顔の見える化 定期的ミーティング

おしゃべりテーブル グループインタビュー

広報誌 相談窓口（センター）

取扱説明書 フリーダイヤル

ＱＲコード カタログ

セミナー 勉強会

四半期毎の定期訪問 連絡レポート

顧客満足委員会 内覧会

提案年次成果の発信 ご意見カード

各店舗へ招待しての意見交換

出所：筆者作成。
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５．課題と対策 

 消費者との接点において、意見交換型が少な

いことが明らかになったが、意見交換型が消費

者から情報を正確に入手できること、企業側の

見解も正確に伝えることができるなど、接点と

しては有効性が高いことは推察に難くない。 

しかしながら、意見交換型を推進するにあた

り課題もある。消費者との接点において、会員

座談会、定期ミーティング、おしゃべりテーブ

ル、相談窓口の設置などの意見交換型（対面型）

の接点は、非対面型と比較して意思疎通は図り

やすいが、双方での面談時間の調整が必要であ

り自由が利かず、手軽さやスピード感に欠ける

点が課題である。 

また、デジタル化の進展に伴い、より一層非

対面型の手法を選好する消費者が増加すると

思われる。消費者がデジタル技術を駆使して商

品やサービスの選択・評価を行うケースが増加

しているため、こういった消費者行動の背景を

理解した上で、対面型と非対面型双方の役割分

担や並行利用を模索しながら各社・各事業に最

適な消費者との接点の在り方を検討しなけれ

ばならない。 

一方、デジタル化が拡大するにしたがって、

消費者が商品やサービスについて SNS に投稿

することも一般化し、インフルエンサーとなり

消費者側からの積極的に情報を発信する機会

も増している。つまり、消費者志向経営におけ

る対応範囲（軸足の置き方）は、日増しに拡大

しており、従来の消費者志向経営の課題を性質

の異なった課題として捉え直す時期が来てい

ると言える。従来の相談窓口やアンケートへの

回答とは異なり、デジタル化により、企業とイ

ンターラクティブな接点を好み積極的なアク

セスを行う消費者が加速的に増加し、カスタマ

ージャーニーの多様化が急速に進むと考えら

れるためである。 

加えて、消費者からの声を収集するだけでは

なく、情報資産として管理・分析・活用してい

くことは、消費者志向経営推進の上でも重要で

ある。消費者の声に耳を傾け、商品やサービス

の問題点の改善や、新たな商品・サービスの開

発に活用することで、消費者との共創が図られ

る。そして、消費者の正確な声が現場（特に生

産現場・研究開発など）に届くことで、現場の

モチベーションが高まるだけではなく、営業以

外の部署においても消費者への意識が高まり、

全体最適化に向けた消費者志向経営への取り

組みに繋がると推察される。 

本研究で採り上げた 28 社の中には、実際に

消費者まで出向いて話を聞く、消費者が集まる

場を設けて意見集約するなどの方法で消費者

との意見交換型の接点を持つように取り組ん

でいるケースも見受けられた。事例（広沢自動

車）からも分かるように、独自の施策により消

費者志向経営に徹している企業もある。 

 また、消費者に対して自社にとって都合の良

い情報のみを発信するのではなく、クレームや

不具合が発生した場合は、そのことに対する謝

罪に加え、原因究明や再発防止策といった対応

まで確実に実行し、それを速やかに情報発信し、

それに対する消費者の反応もしっかり確認し

ていくことが肝要である。つまり、消費者に対

して、一方的な情報の発信に留まらず、消費者

と多くの接点を持ち、意見交換によって消費者

の正確な情報収集とその対応に努めることが

重要となる。  

一方で、消費者からの問い合わせに対しては、

迅速に応対することや過不足のないオペレー

ターの配置を行うなど、消費者の満足度を高め

ていくためにハード面の充実を図ることも必

須である。そこで、その対応策の一つとして、

一部、チャットを活用することも有効である。

その理由は、商品やサービスに関する様々な問

い合わせはオペレーターが一人で対応しなけ

ればならないケースも多く、回答に時間を要す
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など、その場で的確な情報を消費者に伝えられ

ないケースも発生している。チャットを活用す

ることで、専門部署の担当者が直接対応するこ

とも可能となるため、迅速かつ正確な情報を消

費者に提供できるようになる。 

チャットの利点は、コールセンターでの対応

と異なり、消費者が時間や場所を気にせず知り

たい情報について気軽にアクセスできること

である。そして、それらが、部分的な最適化に

留まることがないようにするためにも、多様化

した消費者との接点をシステム的に統合化す

るなどして管理し、全体の最適化を図る対応が

必要である。 

また、消費者との接点の多様化によって増大

した情報を分析していくためには、音声認識技

術を使って録音した通話内容をテキスト化す

るシステムやそのテキストデータの内容から

キーワードを抽出するシステム、さらには、プ

ラットフォームとなる基盤システムを整備し、

情報管理・アクセスを統合できるシステムなど

の構築が重要となる。 

 

 

図表 9 

出所：株式会社日立ソリューションズホームページ（カスタマージャーニー）：https://www.hitachi-

solutions.co.jp/digitalmarketing/sp/products/customer_journey/ 

 

 

 

 

図表 10 

 

出所：株式会社日立ソリューションズホームページ（カスタマージャーニー）：https://www.hitachi-

solutions.co.jp/digitalmarketing/sp/products/customer_journey/ 

 

 

加えて、消費者との接点を検討する上で欠か

せないのが、消費者がどのようなチャネルを利

用しているかという情報である。消費者に対し

ては、最適なチャネルかつ最適なタイミングで

情報発信・情報収集を行う必要がある。複数の

チャネルを使い分けている消費者もおり、その

属性や行動様式に適合した接点を採用しなけ

れば消費者志向経営とは言えない。そのために

も、消費者が利用しているチャネルを把握し、

対面型と非対面型をどのように組み合わせて

活用するか施策が必要となる。   

さらに、これらの対応は、システム立案から

ソリューションの構築で完了となるわけでは

ない。その先にある消費者の状況に適合した

「チューニング」フェーズまでの対応を考慮す

る必要がある。そのためには、消費者との接点

の多様化への対応を単なるシステム導入と捉

えるのではなく、そのシステム構築後、それを

包括的に「管理→分析→社内共有→対応→情報

資産として蓄積」し、現場レベルの「業務フロ

ー」や「業務手順書」に落とし込んだ仕組みの

構築まで行うことが必要不可欠となる。 

これらの仕組みの構築のためには、消費者と

の接点となっている窓口と営業現場の担当者

https://www.hitachi-solutions.co.jp/digitalmarketing/sp/products/customer_journey/
https://www.hitachi-solutions.co.jp/digitalmarketing/sp/products/customer_journey/
https://www.hitachi-solutions.co.jp/digitalmarketing/sp/products/customer_journey/
https://www.hitachi-solutions.co.jp/digitalmarketing/sp/products/customer_journey/


2021 年 12 月   

消費者政策研究 Vol.03 

67 

 

との綿密な連携が必須となる。消費者から収集

した情報のデータ分析者と営業現場の双方が

お互いの言語や思考を理解・尊重し協働して適

合性を高めていくことが鍵となる。前述の通り、

消費者との接点を設定する際には、各接点を部

分最適化するだけではなく、接点同士の連携を

図り全体最適化を図ることが求められるため

である。 

その他、従来の「売り切り型」の商品やサー

ビスにおいては、商品やサービスを購入（注文）

「前」の消費者に対して多くの接点を求めてい

たが、「サブスクリプション型」の商品やサー

ビスにおいては、商品やサービスの購入（注文）

「後」に継続的に接点を持ち、注力していくこ

とが必要であり、消費者の求めに対して臨機応

変・適切に対応できるレベルに業務品質を高め

ておく必要性がある。 

 

 

６．おわりに 

消費者との接点の多様化への対応・改善を適

正に実現していくためにも、消費者との接点を

複合的、有機的に組み合わせ、情報提供やニー

ズの吸い上げなど双方向的な接点を通じて、消

費者との関係性を深化させ、消費者志向経営に

反映させていくソフト（人材）＋ハード（制度

とシステム）の両側面から仕組みの構築が求め

られていると言える。 
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１．はじめに 

現金管理コストの削減による生産性向上や

支払いデータの活用によるイノベーション促

進を目的とし、消費者のキャッシュレス利用を

促進させるべく、官民を挙げてキャッシュレス

促進の取り組み（ポイント還元事業、これを受

けた企業のポイント還元キャンペーンやスマ

ートフォン決済の加盟店の開拓等）が行われて

きた1。また、複数のアンケート調査によって、

消費者がキャッシュレスの利用を高めたこと

が指摘されており、例えば、電通（2019）にお

いて、回答者の約 70％がポイント還元事業開

始以降に「キャッシュレス決済の頻度が増えた」

と感じていることや、キャッシュレス決済が増

えた理由として、約半数が「政府のキャッシュ

レス還元施策を受けたいから」と挙げているこ

とが示されている。また、キャッシュレス推進

協議会（2020）においても、年代や人口ごとの

地域区分によらず、ポイント還元事業開始以降

にキャッシュレスの利用頻度が増えたと回答

した人が 40％～50％におよぶという調査結果

が示されている。 

なお、本稿で実施した調査2においても、スー

 
1 経済産業省「キャッシュレス・ビジョン」（平成 30

年 4月）等参照。 
2 東京都および九州各県の約 2,700名に対する調査

（詳細は第 3章参照）。「クレジットカード等」は、ク

パー・コンビニにおいて最も利用する決済手段

について、以下図1のとおり、2018年から2020

年にかけてスマートフォン決済の普及ととも

にキャッシュレス利用の増加が見られている。 

 

図１ 決済手段利用割合の推移 

 

しかしながら、アンケート調査は多く見られ

る一方で、ポイント還元事業やこれにあわせた

スマートフォン決済の普及を受けて、実際にど

のような人やどのような地域においてキャッ

シュレスの利用が高まったのかという点につ

いて実証的に検討される例は少ない。原

（2019）、キャッシュレス推進協議会（2020）

等で、キャッシュレス利用の増加率について、

世代別、都道府県別に比較・評価されることは

あるものの、他の要因についてコントロールし

レジットカードやデビットカード、クレジットカード

やデビットカードからチャージされるプリペイドカー

ド。 

2018年以降におけるキャッシュレス利用者の特性の変遷 

Characteristic Changes of Cashless Payment Consumers after 2018 

 

  尾室 拓史 

   Takushi Omuro 

キーワード 

消費者政策、キャッシュレス、決済手段 
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ないまま比較が行われており、その世代や地域

による影響の変化を適切に捉えられていると

は、必ずしも言えない。特にキャッシュレスは

年収が高い人ほど利用する傾向にあることか

ら（翁 2019）、平均年収が高い世代や地域でキ

ャッシュレス利用率も高くなった可能性もあ

る。 

今後のキャッシュレスに関する政策の検討

は、2018 年以降のポイント還元事業やスマー

トフォン決済の普及が、どのような消費者に対

して、どのような影響を与えたのかということ

を踏まえて行うことが望ましい。このため本稿

は、キャッシュレス利用者の特性が 2018年以

降どのように変化したのか実証的に検討した

ものである。 

 

２．先行研究と課題設定 

決済手段に関する研究は、欧米を中心として

積極的に行われており、決済手段の選択と、個

人属性や決済手段の選択に関する項目の重視

度合いの関係等について検討したもの等が見

られる。 

個人属性との関係については、研究ごとに若

干の違いはあるものの総じて同様の結果が得

られており、キャッシュレス利用を促進する要

因として，①年収が高いこと、②学歴が高いこ

と、③年齢が低いこと等が複数の研究によって

指 摘 さ れ て い る （ Cohen et al. 2013; 

Brancatelli 2019等）。 

決済手段の選択に関する項目の重視度合い

との関係については、Arango et al. （2011）

のカナダにおける研究の中で、「スピード」「容

易さ」「使いすぎ防止」を重視する人ほど店頭

決済に現金を利用する一方、「セキュリティ」

を重視する人は現金を利用しない結果が得ら

れている。ただし、「セキュリティ」の重視度合

いと現金利用との関係については、正の関係が

見られる国と負の関係が見られる国の双方が

あることも指摘されており（Bagnall et al. 2014）、

必ずしも統一的な知見が得られていない状況

である。 

また、ポイント還元の影響に関わる検討も見

られ、リワードプログラムはキャッシュレスの

利用を高めること（Ching and Hayashi 2010）

が指摘されているほか、取引金額が大きくなる

につれてリワードプログラムの効果が高まる

こと（Arango et al. 2011）、リワードプログラ

ム付き（一定の手数料が発生）のクレジットカ

ードには、年収が高い人やパートタイム労働者

が加入する傾向にあること（Simon et al. 2010）

等も指摘されている。 

なお、欧米においてはクレジットカードやデ

ビットカードによる決済が主流であることか

ら、研究が対象とするキャッシュレスもクレジ

ットカードやデビットカードが多い。一方、ス

マートフォン決済の利用に関する研究はむし

ろ国内において見られ、決済サービス提供会社

に対する信頼度が高い人ほど当該会社のサー

ビスを利用する傾向にあること（鶴沢 2020）、

新しいものやイノベーションを重視する人ほ

ど「～Pay」といったサービスを利用する傾向

があること（太宰 2020）、QRコード決済の利

用について、20代～30代は「知覚された有用

性」（サービスがパフォーマンスを向上させる

と期待する主観的感覚）が、40代以上は「利用

への態度」（サービス利用の望ましさ）が最も

影響を与える要因であること（竹村 2019）等

がこれまで指摘されてきた。 

 これらの先行研究を踏まえ、本稿では以下の

問いについて検討を行うことにより、ポイント

還元およびスマートフォン決済の普及がキャ

ッシュレス利用者の特性に及ぼした影響につ

いて考察し、先行研究に対して知見をのせてい

く。 

 

① 2018年以降、決済手段の選択においてスピ
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ード、容易さ、セキュリティ、預金口座の

残高管理、使いすぎ防止、ポイント還元の

いずれを重視していた人がキャッシュレ

スの利用傾向を強めた、あるいは弱めたの

か。スマートフォン決済およびポイント還

元事業を踏まえると、スピード、容易さ、

ポイント還元を重視している人ほどキャ

ッシュレスの利用傾向が強まり、使いすぎ

防止を重視している人のキャッシュレス

を利用しない傾向（現金を利用する傾向）

は弱まるのではないか。 

② 2018年以降、性別や世代によるキャッシュ

レス利用への影響はどのように変化した

のか。スマートフォン決済の普及を踏まえ

ると若い世代の利用が増加したのではな

いか。 

③ 2018年以降、居住地域によるキャッシュレ

ス利用への影響はどのように変化したの

か。スマートフォン決済は特別な端末が必

ずしもいるわけではなく、紙で印刷した

QR コードによる決済が可能なことから、

地方におけるキャッシュレスの環境整備

を促進し、都市と地方の間にあるキャッシ

ュレス利用の影響の差を小さくしたので

はないか。 

 

これらの問いの検討のため、具体的には、ス

ピード、容易さ、セキュリティ、預金口座の残

高管理、使いすぎ防止、ポイント還元の重視度

合いや性別、世代、居住地域がキャッシュレス

の利用に与えている影響の変化について、時系

列で把握することとする。 

 

３．分析方法 

本稿では、2018 年 8 月（ポイント還元事業

や企業による大規模なポイント還元キャンペ

ーン開始前）、2019 年 11 月（ポイント還元事

業実施中）、2020年 8月（ポイント還元事業終

了後）の 3つの時点3について、以下の表 1・2

に示す被説明変数と説明変数4との関係をそれ

ぞれのモデルで推計することにより、前述の問

いについて検討を行う。  

説明変数には、性別、世代以外にキャッシュ

レスの利用に影響があると指摘されることの

ある変数を入れて影響をコントロールしてい

る。 

 

表１ 被説明変数 

 

 

 

 

 
3 本稿の調査は、Surveroidのアンケートモニターを

利用し 2020年 10月に実施。不正回答者を除くため

の設問を複数用意し、不適切な回答が見られる人を推

計対象から除いている。2018年 8月時点や 2019年 1

1月時点のキャッシュレスの利用状況については数年

前の記憶であり、回答者の記憶がやや正確ではないこ

とには留意が必要である。ただし、各時点がポイント

還元事業（および企業による大規模なポイント還元キ

ャンペーン）開始前であるか、開始後であるかは明示

的に伝えたうえで回答をお願いしている。 
4 説明変数のうち、年収および年齢以外は 2018年 8

月時点および 2019年 11月時点のものが不明であり、

2020年 10月時点のものを利用している。2020年 10

月時点で社会人の人が、2018年 8月時点で学生であ

る場合を極力減らすため、20代については、各年推

計対象を 26歳以上に限定している。 

内容

当該月のスーパー・コンビニにおける主な支払い手段がキャッ

シュレス（＝現金以外）の場合に1を取るダミー変数

当該月のスーパー・コンビニにおけるキャッシュレス（＝現金

以外）の利用回数の全体に占める割合（％）

被説明変数

（推計モデル）

キャッシュレスメイン

（プロビットモデル）

キャッシュレス割合

（トービットモデル）
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表２ 説明変数               表３ 記述統計 

       

今回の推計に利用した調査対象者は東京都

および九州各県に居住の約 2,700 名5であり、

東京都をベースに九州各県の影響度合いを把

握することにより、前述の問い③について検討

する。 

ただし、以上の分析方法をとることにより、

ポイント還元事業（ポイント還元事業を受けた

各社によるポイント還元キャンペーンを含む）

とスマートフォン決済の利用の影響、さらには、

2020 年以降の新型コロナウイルス感染懸念の

影響6について、明確に切り分けて検証できな

いことは本稿の課題である。推計結果の検討に

当たっては、この点について留意する必要があ

る。 

 

４．分析結果 

 推計結果は表 4のとおりであり、限界効果お

よび係数の変化を図 2～4のとおり図示してい

る。それぞれの変数の結果について検討する。 

 

 

 

 

 

 
5 得られるサンプル数の制約から東京都と九州に限定

したものの、これら以外の地域が異なる傾向を持つ可

能性はあるため、他の地域に関する検討については今

後の研究課題としたい。 

6 ただし、新型コロナウイルス感染を気にする方であ

る場合に 1を取るダミー変数を加えて推計した場合、

本稿の推計結果に影響を与えることはなかった。 

内容

預金口座残高管理 預金口座の残高管理を重視する場合に1を取るダミー変数。

使いすぎ防止 使いすぎの防止を重視する場合に1を取るダミー変数。

ポイント還元 ポイント還元を重視する場合に1を取るダミー変数。

スピード スピードを重視する場合に１を取るダミー変数。

容易さ 容易さを重視する場合に1を取るダミー変数。

セキュリティ セキュリティを重視する場合に1を取るダミー変数。

女性ダミー 女性の場合に１を取るダミー変数。

20代ダミー 20代の場合に１を取るダミー変数。

30代ダミー 30代の場合に１を取るダミー変数。

40代ダミー 40代の場合に１を取るダミー変数。

50代ダミー 50代の場合に１を取るダミー変数。

東京ダミー 東京都在住の場合に１を取るダミー変数。

福岡ダミー 福岡県在住の場合に１を取るダミー変数。

佐賀ダミー 佐賀県在住の場合に１を取るダミー変数。

長崎ダミー 長崎県在住の場合に１を取るダミー変数。

熊本ダミー 熊本県在住の場合に１を取るダミー変数。

大分ダミー 大分県在住の場合に１を取るダミー変数。

宮崎ダミー 宮崎県在住の場合に１を取るダミー変数。

鹿児島ダミー 鹿児島県在住の場合に１を取るダミー変数。

沖縄ダミー 沖縄県在住の場合に１を取るダミー変数。

既婚ダミー 既婚者の場合に１を取るダミー変数。

子ども有ダミー 子どもをもつ場合に１を取るダミー変数。

年収（百万円） 現在の年収の手取り額（百万円）。

無就業ダミー 無就業の場合に１を取るダミー変数。

非正規雇用ダミー 非正規雇用の場合に１を取るダミー変数。

正規雇用ダミー 正規雇用の場合に１を取るダミー変数。

非大卒ダミー 非大卒の場合に１を取るダミー変数。

非難関大卒ダミー
非難関大（関関同⽴・MARCH未満の偏差値の大学が目安）

卒の場合に１を取るダミー変数。

難関大卒ダミー
難関大（関関同⽴・MARCH以上の偏差値の大学が目安）卒

の場合に１を取るダミー変数。

説明変数

（決済手段の選択に関連する項目の重視度合い）※

※スーパー・コンビニにおける支払い手段の選択において、それぞれ、「預金口座の残高管理」

「使いすぎの防止」「ポイント還元」「スピード」「容易さ」「セキュリティ」をどの程度気にす

るかについて、周りの人のうち最も気にしない方を1、最も気にする方を10として自分が10段階の

どこにいるかという質問に対し、6～10を選択した場合に1を取るダミー変数。

（性別・世代）

（居住地）

（コントロール変数）

観測数 平均値 標準偏差 最小値 最大値

キャッシュレスメイン 2668 0.61 0.49 0 1

キャッシュレス割合 2668 51.28 40.21 0 100

預金口座残高管理 2668 0.34 0.47 0 1

使いすぎ防止 2668 0.30 0.46 0 1

ポイント還元 2668 0.47 0.50 0 1

スピード 2668 0.33 0.47 0 1

容易さ 2668 0.39 0.49 0 1

セキュリティ 2668 0.40 0.49 0 1

女性ダミー 2668 0.51 0.50 0 1

20代ダミー 2668 0.12 0.32 0 1

30代ダミー 2668 0.29 0.45 0 1

40代ダミー 2668 0.32 0.46 0 1

50代ダミー 2668 0.28 0.45 0 1

東京ダミー 2668 0.33 0.47 0 1

福岡ダミー 2668 0.29 0.46 0 1

佐賀ダミー 2668 0.03 0.18 0 1

長崎ダミー 2668 0.06 0.23 0 1

熊本ダミー 2668 0.07 0.26 0 1

大分ダミー 2668 0.04 0.20 0 1

宮崎ダミー 2668 0.04 0.20 0 1

鹿児島ダミー 2668 0.06 0.24 0 1

沖縄ダミー 2668 0.04 0.20 0 1

既婚ダミー 2668 0.56 0.50 0 1

子ども有ダミー 2668 0.47 0.50 0 1

年収（百万円） 2668 2.92 3.08 0 37

無就業ダミー 2668 0.18 0.39 0 1

非正規雇用ダミー 2668 0.34 0.48 0 1

正規雇用ダミー 2668 0.47 0.50 0 1

非大卒ダミー 2668 0.55 0.50 0 1

非難関大卒ダミー 2668 0.35 0.48 0 1

難関大卒ダミー 2668 0.10 0.30 0 1

※2020年時点のものを記載。

（被説明変数）

（説明変数）
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表４ 推計結果 

 

 

図２ 推計結果の推移（決済手段の選択に関する項目の重視） 

 

 

図３ 推計結果の推移（性別・世代） 

 

 

 

 

 

預金口座残高管理 -0.028 ( 0.03 ) -3.595 ( 3.91 ) -0.044 ( 0.03 ) -4.882 ( 3.54 ) -0.050 ( 0.03 ) -6.614 ( 3.56 ) *

使いすぎ防止 -0.071 ( 0.03 ) ** -10.003 ( 3.75 ) *** -0.091 ( 0.03 ) *** -10.677 ( 3.45 ) *** -0.114 ( 0.03 ) *** -12.643 ( 3.58 ) ***

ポイント還元 0.112 ( 0.03 ) *** 17.153 ( 3.16 ) *** 0.195 ( 0.02 ) *** 26.624 ( 3.05 ) *** 0.215 ( 0.02 ) *** 28.947 ( 3.05 ) ***

スピード 0.134 ( 0.03 ) *** 15.518 ( 3.82 ) *** 0.094 ( 0.03 ) *** 13.196 ( 3.58 ) *** 0.108 ( 0.03 ) *** 11.866 ( 3.58 ) ***

容易さ 0.049 ( 0.03 ) 11.775 ( 4.00 ) *** 0.088 ( 0.03 ) *** 10.751 ( 3.76 ) *** 0.110 ( 0.03 ) *** 14.438 ( 3.70 ) ***

セキュリティ -0.036 ( 0.03 ) -1.358 ( 3.59 ) 0.003 ( 0.03 ) 0.735 ( 3.41 ) 0.005 ( 0.03 ) 4.134 ( 3.30 )

女性ダミー 0.018 ( 0.02 ) 9.538 ( 2.76 ) *** 0.015 ( 0.02 ) 7.629 ( 2.66 ) *** 0.043 ( 0.02 ) ** 9.232 ( 2.61 ) ***

20代ダミー -0.023 ( 0.03 ) -8.130 ( 3.85 ) ** 0.011 ( 0.03 ) -2.939 ( 3.53 ) 0.001 ( 0.03 ) -1.947 ( 3.72 )

30代ダミー【ベース】

40代ダミー -0.041 ( 0.02 ) * -0.222 ( 3.01 ) -0.002 ( 0.02 ) 2.682 ( 2.88 ) -0.014 ( 0.02 ) 3.592 ( 2.87 )

50代ダミー -0.026 ( 0.03 ) 2.324 ( 3.43 ) -0.003 ( 0.03 ) 3.497 ( 3.19 ) -0.012 ( 0.02 ) 6.531 ( 3.11 ) **

東京ダミー【ベース】

福岡ダミー -0.080 ( 0.02 ) *** -5.595 ( 3.08 ) * -0.050 ( 0.02 ) ** -5.614 ( 2.96 ) * -0.031 ( 0.02 ) -0.283 ( 2.94 )

佐賀ダミー -0.167 ( 0.06 ) *** -19.275 ( 6.63 ) *** -0.152 ( 0.05 ) *** -21.219 ( 6.57 ) *** -0.098 ( 0.05 ) ** -11.648 ( 6.20 ) *

長崎ダミー -0.134 ( 0.04 ) *** -22.329 ( 5.45 ) *** -0.072 ( 0.04 ) * -11.811 ( 5.10 ) ** -0.038 ( 0.04 ) -6.319 ( 5.02 )

熊本ダミー -0.086 ( 0.04 ) ** -10.022 ( 4.82 ) ** -0.078 ( 0.04 ) ** -7.859 ( 4.36 ) * -0.071 ( 0.04 ) ** -3.966 ( 4.52 )

大分ダミー -0.154 ( 0.05 ) *** -28.768 ( 5.95 ) *** -0.117 ( 0.05 ) ** -21.734 ( 5.36 ) *** -0.104 ( 0.05 ) ** -17.818 ( 5.62 ) ***

宮崎ダミー -0.116 ( 0.05 ) ** -11.586 ( 6.21 ) * -0.093 ( 0.05 ) ** -9.866 ( 5.82 ) * -0.070 ( 0.04 ) -8.607 ( 5.78 )

鹿児島ダミー -0.038 ( 0.04 ) -8.465 ( 5.37 ) -0.046 ( 0.04 ) -4.534 ( 5.18 ) -0.038 ( 0.04 ) -2.451 ( 5.22 )

沖縄ダミー 0.101 ( 0.04 ) ** 13.243 ( 5.21 ) ** 0.126 ( 0.04 ) *** 17.823 ( 4.82 ) *** 0.110 ( 0.04 ) *** 18.467 ( 4.77 ) ***

対数尤度 -8901 -9499 -9762

サンプルサイズ 2507 2507 2596 2596 2668 2668

※プロビットモデルの推計は限界効果を掲載し、トービットモデルの推計は係数を掲載（括弧内の数値は標準誤差）。***、**、*はそれぞれ1%、5%、10%有意水準を示す。

モデル3-2

キャッシュレス割合

（トービット）

　他の変数については記載を省略。

モデル3-1

キャッシュレス利用

（プロビット）

2020年8月2018年8月

モデル1-1 モデル1-2 モデル2-1 モデル2-2

キャッシュレス利用

（プロビット）

キャッシュレス割合

（トービット）

キャッシュレス利用

（プロビット）

キャッシュレス割合

（トービット）

2019年11月
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図４ 推計結果の推移（地域） 

 

（１）決済手段の選択に関連する項目の重視 

 まず、決済手段の選択に関連する項目の重視

度合いについて、ポイント還元、容易さ、セキ

ュリティを重視することの「キャッシュレスメ

イン」および「キャッシュレス割合」に対する

影響が 2018 年から 2020 年にかけて正の方向

に大きくなる一方、預金口座の残高管理、使い

すぎ防止、スピードを重視することの「キャッ

シュレスメイン」および「キャッシュレス割合」

に対する影響は負の方向に大きくなっている

（ただし、「セキュリティ」や「預金口座残高管

理」は複数のモデルにおいて有意な関係ではな

い）。 

まず、「容易さ」および「スピード」について、

2018年と 2020年を比較すると、「キャッシュ

レスメイン」、「キャッシュレス割合」ともに「ス

ピード」の影響が減少した分「容易さ」の影響

が増加している。これは、スマートフォン決済

について、財布を持ち歩かずに、普段手元にあ

るスマートフォンで決済ができるという点に

おいて消費者が求める容易さに応えられてい

る一方で、アプリを立ち上げる手間がかかると

 
7 ただし、容易さについて 2019年の「キャッシュレ

ス割合」に対する係数は微増していることや、スピー

ドについて 2019年から 2020年にかけて「キャッシ

いう点においてスピードの面では劣る認識を

もたれていることが考えられる7。 

「ポイント還元」について、「キャッシュレ

ス割合」への影響については、2019 年から増

加幅が減少しているが、2020 年にかけてポイ

ント還元事業が終了し、20％ポイント還元とい

った大規模な企業のキャンペーンも行われな

くなったことを踏まえると、その影響は高い水

準でとどまっていると言える。「預金口座残高

管理」や「使いすぎ防止」の影響が負の方向に

大きくなっている理由については、ポイント還

元事業等により預金口座の残高管理や使いす

ぎ防止を気にしない人のキャッシュレス利用

が引き上げられたことも考えられる。ただし、

2019 年から 2020 年にかけても影響がさらに

負の方向に大きくなっていることを踏まえる

と、預金口座の残高管理や使いすぎ防止を気に

しない人がスマートフォン決済を利用し始め

たことも理由として考えられる。 

 「セキュリティ」が正の方向に影響を大きく

していることについては、もともとセキュリテ

ィを気にして現金を利用していたような人が、

ュレスメイン」に対する限界効果がやや大きくなって

いることを踏まえると、それぞれ増加傾向にあるか、

低下傾向にあるかは、継続的な観測が求められる。 
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キャッシュレスを利用し始めたことが理由と

して考えられ、実際に以下図 5のとおり、セキ

ュリティを気にする人のキャッシュレス利用

率の伸びが大きい。 

 

図５ セキュリティ懸念の有無と 

  キャッシュレス利用者の割合の推移 

 

スマートフォン決済についてセキュリティ面

の問題が指摘されることはあったものの、セキ

ュリティを気にする人がキャッシュレスの全

体の利用を低下させるという傾向にはつなが

らなかったものと考えられる。 

 以上から、問いの①については、(1)スマート

フォン決済の普及により容易さを重視する人

のキャッシュレス利用が高まった分だけ、スピ

ードを重視することのキャッシュレス利用へ

の影響は小さくなったこと、(2)ポイント還元

を重視する人に加えて、もともとセキュリティ

を重視して現金を利用していた人のキャッシ

ュレスの利用が高まったこと、(3)預金口座の

残高管理、使いすぎ防止を重視している人とし

ていない人のキャッシュレス利用の差が拡大

し、預金口座の残高管理や使いすぎの防止を重

視することの負の方向への影響が大きくなっ

たということが言える。 

 

（２）性別・世代 

 
8 厚生労働省「第 6回全国家庭動向調査」（2019年公

表）参照。 
9 ただし、2021年 2月に別途行った関東および関西

居住者の 1,183名に対するアンケート調査のデータで

 「女性ダミー」については、2019 年にかけ

てやや影響が小さくなるものの、2020 年にか

けては大きくなり、「キャッシュレスメイン」

については 2018年の限界効果を上回っている。

「女性ダミー」の「キャッシュレスメイン」に

対する影響が 2020年でさらに大きくなったこ

とについては、例えば、日本において買い物を

含めた家事を多く負担する女性が多いこと8を

踏まえると、よく利用するスーパーのキャッシ

ュレス環境が整備されたこと等が要因として

考えられる。実際に、主にスーパー・コンビニ

においてスマートフォン決済を利用する人の

うち、「2020年以前によく利用するスーパーが

スマートフォン決済に対応したことを受けて、

スマートフォン決済の利用を増やしたか？」

「2020 年以降よく利用するスーパーがスマー

トフォン決済に対応したことを受けて、スマー

トフォン決済の利用を増やしたか？」という質

問に対して「はい」と答えた人の割合9は、それ

ぞれ以下図 6 のとおりであるが、2020 年以降

にスーパーの対応を起因としてキャッシュレ

ス利用増加させた女性の割合が最も多いこと

が分かる。 

 

図６ スーパーの影響とキャッシュレス利用 

 

 また、世代については有意な結果が得られて

いないモデルが多いものの、限界効果と係数の

みを比較すれば、2018 年から 2019 年にかけ

あり、九州各県の居住者は含まれていない。1,183人

は 20代～50代の男女とし、世代や居住地域（都府

県）、性別に偏りが生じないようにしている。 
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て 30代と比べた各世代の影響がほぼ一様に正

の方向に大きくなっている。2019年から 2020

年にかけて、「キャッシュレスメイン」に対す

る限界効果については 30代と比べた各世代の

影響はやや小さくなったものの 2018年の水準

には戻らず、「キャッシュレス割合」に対する

係数は引き続き増加傾向が見られる。これを踏

まえると、30代は他の世代と比較して、ポイン

ト還元事業等がなくとも、もともとキャッシュ

レスを主に利用する人が一定数いたために、か

えってポイント還元事業の影響は受けなかっ

たというようなことが考えられる。 

以上から、問いの②については、女性のキャ

ッシュレス利用に対する影響の高まりや 30代

の他の世代に対する影響の低下が部分的に見

られ、女性についてはスーパーの影響が、30代

はポイント還元事業の影響を受けにくい層の

存在がその理由の一つとして考えられる。 

 

（３）居住地域 

 居住地域による影響について、まず 2018年

時点における東京都と九州各県を比較した場

合、沖縄県を除く九州各県は東京都よりもキャ

ッシュレス利用の傾向が弱く、沖縄県のみキャ

ッシュレス利用の傾向が強い。また、以下図 7

は、最も利用している決済手段の割合の推移を

地域別に比較したものであるが、東京都と九州

各県（沖縄県を除く）との差はクレジットカー

ド等利用者の数が要因となっているように見

られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 決済手段利用割合の推移（地域別） 

 

 一方、スマートフォン決済利用者の割合の推

移については、東京都と九州各県（沖縄県を除

く）で大きな差は見られず、実際に図 4を見る

と、東京都と九州各県（沖縄県を除く）におけ

るキャッシュレス利用傾向の強弱の差は徐々

に小さくなっている。これを踏まえると、東京

都と九州各県で見られる差はクレジットカー

ド等の利用環境の充実度合いであった一方、小

規模な店が速やかに導入できるスマートフォ

ン決済が普及し、キャッシュレス全体としての

利用環境の差が小さくなった結果、東京都と九

州各県（沖縄県を除く）で見られる差も小さく

なったのではないかと考えられる。もちろん、

キャッシュッシュレスの利用環境の影響のみ

ならず、コントロールできていない九州居住者

や地方居住者の特性が、ポイント還元等から何

らかの影響を受けたという可能性もある。クレ

ジットカード等の加盟店数について都道府県

別のデータがないことから、この点については

さらに正確なデータを用いた検証が求められ

るものの、図 7において、クレジットカード等

利用者の割合に変化がないことを踏まえると、

キャッシュレスの利用環境の影響が大きいこ

とは推測される。また参考までに、「３年ほど

前までは、クレジットカード決済の利用環境が

整っていなかったためキャッシュレスが利用

できていなかったが、スマートフォン決済が普

及したため、キャッシュレスを利用することが
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できるようになったか？」という質問10に対し、

「はい」と答えた人の割合は以下のとおりであ

り、人口が多い地域よりも、人口が少ない地域

の方が「はい」と答えた人が多い11。このこと

からも、非都市部のキャッシュレス化に対する

スマートフォン決済の影響は大きいものと考

えられる。 

 

図８ キャッシュレス環境要因の地域差 

 

 唯一東京都よりもキャッシュレスの利用傾

向が強く、2018 年以降もその傾向を高く維持

している沖縄県については、図 7から、現金チ

ャージ型プリペイドカードの積極的な利用が

その理由となっていると考えられる。沖縄県に

おける現金チャージ型プリペイドカードと言

えばEdyであり、実際に「「沖縄はEdy天国」

と言われるくらいには，Edyが浸透」12、街の

いたるところに Edy チャージ機が設置されて

おり、「現金またはEdyのみ」あるいは「現金

またはEdy/WAONのみ」という店舗も少なく

ない」13と指摘されている。スマートフォン決

済の利用は九州他県に比べて低い傾向にある

ものの、この Edy のポイント還元事業とあわ

せたキャンペーンにより、沖縄県のキャッシュ

レス利用が東京都よりも底上げされたと考え

られる。 

 以上を踏まえると、問いの③について、スマ

 
10 注 9の調査による。人口の大小は同一都府県に 500

万人以上いる否かで判断し、人口多い地域は、埼玉

県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県、人

口が少ない地域は、茨城県、栃木県、群馬県、滋賀

県、京都府、奈良県、和歌山県とした。 

ートフォン決済の拡大は、クレジットカード等

の決済環境が充実していない地方のキャッシ

ュレス利用を促進させ、東京都のような大都市

との差を小さくする効果があることが示唆さ

れる。一方で、沖縄県のように、スマートフォ

ン決済以外の決済手段がすでに普及している

地域については、異なる傾向が見られる場合も

あることも分かる。 

 

５．結論と今後の課題 

 以上、2018 年以降のキャッシュレス利用に

ついて各変数の影響の推移を検討した結果、容

易さの重視や地方の居住といったように正の

影響が強くなった変数とともに、スピードの重

視や 30代、東京の居住といったように正の影

響が弱くなった変数や、使いすぎ防止の重視と

いったように負の影響が強くなった変数が確

認できた。 

これを踏まえ、消費者が求めるかたちでキャ

ッシュレスの促進を今後図っていくためには、

スマートフォン決済の容易さを維持しつつ、ス

ピード感のあるキャッシュレス手段の開発を

行うことや、30 代以外や使いすぎ防止を気に

する人等が、ポイント還元がなくともキャッシ

ュレスを持続的に利用できる環境構築が特に

効果的であると言える。また、地方においてス

マートフォン決済のみならず、クレジットカー

ド等の利用環境についても整備が進めば、沖縄

県の例に見られるように、より都市圏との差を

縮小できる可能性がある。 

ただし、本稿の検討にはいくつかの課題も残

る。まず、地域の比較について、あくまで東京

都と九州における比較であり、東京都ないし九

州の特殊性が含まれている可能性には留意が

11 注 9の調査による。 
12 Impress Watch記事（https://www.watch.impress.

co.jp/docs/series/cashless/1250234.html）参照。 
13 Impress Watch記事（https://www.watch.impress.

co.jp/docs/series/suzukij/1224241.html）参照。 
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必要である。実際に、スマートフォン決済を牽

引する PayPay の加盟店開拓が最も進んでい

るのは福岡県とされており14、九州はスマート

フォン決済が開拓されやすい状況にある可能

性がある。また、前述のとおり、2018 年以降

のキャッシュレス利用の変化について、ポイン

ト還元の影響とスマートフォン決済普及の影

響を明確に切り離せていないため、因果関係の

検討についてはさらなる検証が求められる。例

えば、スマートフォン決済がさほど普及してい

ないが、キャッシュレスの利用を伸ばした沖縄

県のような地域について検討を行うことによ

り、よりポイント還元事業の効果が明らかとな

ることも考えられる。これらについては今後の

課題とし、引き続き消費者がキャッシュレスに

期待する役割や、キャッシュレスに関わる政策

の消費者に対する影響について、検討を深めて

いきたい。 
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１．はじめに 

現代社会の趨勢は、グローバル化やデジタル

化を背景に、世界規模の経済市場が社会を飲み

込んでいる。経済市場からの影響を考慮するこ

となく、社会生活を送ることは困難である。し

かしながら、経済理論のみで世界を語れないの

も現実である。世界中で猛威を振るっている新

型コロナウイルス、市場に存在する不確実性の

問題、人間の限定合理性の問題、環境破壊や貧

困・格差問題など、我々が対処すべき社会問題

は山積である。様々な要因が複雑に絡み合う現

代社会の中で、企業や消費者は、自己の利益や

欲望のみを追求するのではなく、経済的価値と

ともに社会的価値との共創を目指すことが社

会的責務である。我々は、社会の一員として、

CSRや CSV、SDGs、ESG投資など、社会的活動の

担い手であることを自覚しなければならない。 

 このような現代社会の中で、企業には持続可

能な社会を構築する役割として、消費者志向経

 
1 サービス・エコシステム概念とは 2004 年に

ラッシュとバーゴらによって提唱された新た

なサービス概念（サービス・ドミナント・ロ

ジック）から派生した社会観 
2 野中により知識創造理論として提唱された

営が求められている。本論文では、サービス・

エコシステム概念1を活用する意義として、企

業活動に必要な社会的視点を確保することで、

社会に存在する不確実性や限定合理性を認識

し、社会問題を解消するための企業活動を実践

する機会を提示する。また、知識創造理論で用

いられている SECI モデル2を活用することで、

サービス・エコシステム概念で述べられている

制度配列（企業が認識すべき社会環境、法規、

倫理、道徳など多くの制約）の創造過程を理解

するための手掛かりを提示する。 

 

２．消費者志向経営の意義と課題 

 ドラッカーは、企業の目的を端的に「顧客の

創造」3と述べている。「顧客」が「消費者」を

示す場合も、他の企業が「顧客」となる場合も

あるが、経済市場における最終的な「顧客」を

「消費者」と考えることもできる。企業は、社

会に存在する「消費者」を意識して事業活動を

暗黙知と形式知の循環による知識創造プロセ

ス 
3 P.F.ドラッカー（著）,上田惇生（訳）

(2008)「マネジメント上」ダイヤモンド

社,P73「第 6 章 企業とは何か」より 

消費者志向経営が考慮すべき社会的制度配列 

－サービス・エコシステム概念と知識創造理論からの示唆－ 

Creating a social institutional arrangement that constrains consumer oriented management 

- Implications from service ecosystem concepts and knowledge creation theory - 

  多摩大学 医療・介護ソリューション研究所  佐藤 幸夫 

   Tama University Institute for healthcare and long term care solution  Yukio SATO 

キーワード 

消費者志向経営、サービス・エコシステム概念、サービス・ドミナント・ロジック、 

制度配列、価値共創、知識創造理論、SECIモデル、暗黙知、形式知 
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行うことが求められる。本章では、消費者庁が

推進している消費者志向経営の意義と課題に

ついて検討する。 

 

（１）消費者庁が求める消費者志向経営 

2015 年 3 月に閣議決定された「消費者基本

計画」4では、消費者志向経営について、事業者

や事業者団体が行っている「消費者を重視した

事業活動（消費者からの信頼を獲得・維持する

ために必要な取組）」と示し、健全な市場の実

現に不可欠な行動であると述べられている。ま

た「消費者志向経営の取組促進に関する検討会」

5では、消費者志向経営について「事業者が、現

在の顧客だけでなく、消費者全体の視点に立ち、

消費者の権利の確保および利益の向上を図る

ことを経営の中心と位置付けること。」、「健全

な市場の担い手として、消費者の安全や取引の

公正性の確保、消費者に必要な情報の提供、消

費者の知識、経験等への配慮、苦情処理体制の

整備等を通じ、消費者の信頼を獲得すること。」、

「中長期的な視点に立ち、持続可能で望ましい

社会の構築に向けて、自らの社会的責任を自覚

して事業活動を行うこと。」と定義している。

さらに消費者志向経営の具体的な取組として、

①経営トップのコミットメント、②コーポレー

トガバナンスの確保、③従業員の積極的活動

（企業風土や従業員の意識の醸成）、④事業関

連部門と品消法関連部門の有機的な連携、⑤消

費者への情報提供の充実・双方向の情報交換、

⑥消費者・社会の要望を踏まえた改善・開発、

⑦活動結果の評価と見直しなどを提示してい

る。事業者が社会環境や行政施策を理解し、消

費者志向経営に必要な活動を合理的に行うこ

 
4 消費者庁（2015）「消費者基本計画 平成 27

年 3 月 24 日閣議決定」P9「第 3 章 消費者政

策の基本的方針」より 
5 消費者庁（2016）「消費者志向経営の取組促

進に関する検討会報告書 平成 28 年 4 月」P5

とで、持続可能な社会が実現されるのである。 

 

（２）現代消費社会をめぐる現状と課題 

 事業者や行政が、認識すべき消費社会の現状

と課題について、「第 4期消費者基本計画」6の

中で、ぜい弱な消費者の増加など消費者の多様

化として、高齢化の進行等、成年年齢の引下げ、

世帯の単身化・地域コミュニティの衰退等、訪

日外国人・在留外国人による消費の増加などが

挙げられている。また、社会情勢の変化として、

デジタル化の進展・電子商取引の拡大、自然災

害の激甚化・多発化、新型コロナウイルス感染

症の拡大、持続可能で多様性と包摂性のある社

会の実現に向けた機運の高まりを挙げている。

さらにこれらの課題を分析して、①ぜい弱な消

費者の増加や一時的弱者の発生を踏まえ、重層

的かつきめ細かな対策を講じる必要性、②デジ

タル化の進展による電子商取引の拡大を踏ま

え、政策面・制度面からの対応の必要性、③持

続可能な社会の実現に向け、消費者と事業者と

の「協働」を促す必要性などが示されている。

これらの課題分析に基づき、行政が基本方針を

定めることになるが、事業者も消費者志向経営

を行うために、行政同様これらの社会情勢を認

識する必要がある。なぜなら事業者においても、

消費者の多様化や社会情勢の変化を認識し、事

業活動を策定、実施する必要があるからである。 

消費者の内心や社会情勢を認識することの

重要性は、マーケティング研究においても示さ

れている。コトラーiは、企業が行うべきマーケ

ティングとして、「製品中心のマーケティング

1.0」から「顧客志向のマーケティング 2.0」へ、

さらに「価値主導のマーケティング 3.0」を経

「第 2 節 消費者志向経営とは何か」より 
6 消費者庁（2020）「消費者基本計画 令和 2

年 3 月 31 日 閣議決定」P5「第 2 章 消費者

政策をめぐる現状と課題」より 
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て「自己実現のマーケティング 4.0」へと変遷

したことを示した。企業には、製品やサービス

による経済的価値という側面のみを追求する

のではなく、消費者の主観的な満足や社会的価

値との共創という、新たな価値観への対応が求

められている。企業が、独自に創造した製品や

サービスの経済的交換価値を重視したグッズ・

ドミナント・ロジックという視点から、社会的

ネットワークの中で価値共創を支援するサー

ビス・ドミナント・ロジックへの転換である。

次章では、マーケティング研究で探求されてい

るサービス・ドミナント・ロジックやサービス・

エコシステム概念を参考に、企業に求められる

現代社会を認識するための視点について検討

する。 

 

３．サービス・エコシステム概念 

 本論文では、企業が有すべき社会を捉える視

点として、サービス・エコシステム概念を提示

する。サービス・エコシステム概念を理解する

ために、本章では、サービス・エコシステム概

念を派生させたサービス・ドミナント・ロジッ

クを紹介した上で、その派生概念であるサービ

ス・エコシステム概念の社会的意義について言

及する。 

 

（１）サービス・ドミナント・ロジック 

 サービス・ドミナント・ロジック（以下 S-D

ロジック）iiとは、2004年にファーゴとラッシ

ュにより提示された新たなマーケティング理

論である。製品中心の思考から脱却し、新たに

サービスを中心とした理論である。ファーゴら

は、サービスを「他者あるいは、自身のベネフ

ィットのために、行為、処理、パフォーマンス

を通じて、専門化されたコンピタンス（知識や

 

7田口尚史(2017)「サービス・ドミナント・ロジ

ックの進展 価値共創プロセスと市場形成」同

スキルといったオペラント資源）を適用するこ

とである。」と定義した。企業がサービスを提

供するという従来の考え方から、企業と顧客が

価値を共創するために知識やスキルを適用す

ることが、サービスの本質と捉えている。田口

7は、S-Dロジックを従来のグッズ・ドミナント・

ロジックの上位概念であるとして、「交換され

るのはサービス（プロセス）であり、製品とサ

ービシィーズは、代替的（直接的かつ間接的）

なサービス提供のための伝達手段である」と述

べている。サービスを、企業が独自に創造した

ものと考えず、広く社会の中で共創されると捉

えるのである。価値共創は、経済市場やサプラ

イチェーンという領域内でのみ生じているの

ではなく、広く社会的ネットワークを介して共

創されるというサービス・エコシステム概念へ

と受け継がれている。 

 

（２）サービス・エコシステム概念 

 S-D ロジックは、2004 年当時 8 つの基本的

前提として示されたが、その後、数度の改訂を

経て、2016 年に 11の基本的前提として定義さ

れている（図１参照）。 

 

基本的前提 11（公理 5）として「価値共創はア

クターが創造した制度と制度配列を通じて調

整される。」と示され、この基本的前提が、サー

ビス・エコシステム概念を表徴している。ファ

文舘出版,P10より 
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ーゴら8は、サービス・エコシステム概念につい

て、「共通の制度的ロジックとサービス交換を

通じた相互的な価値創造によって結びつけら

れた資源統合アクターからなる相対的に自己

完結的でかつ自己調整的なシステムである。」

と述べている。企業は、自身が有する資源と、

社会や消費者が有する資源を統合し、社会や顧

客のニーズを実現することが求められる。広く

社会に存在する資源や制約を認識するという

視点が、価値共創の前提である。 

田口9は、サービス・エコシステム概念につい

て、「S-Dロジックでは、サービス・エコシステ

ムの構造を理解したり、サービス・エコシステ

ムを機能させたりする際には制度（人間によっ

て考案されたルール、規範、信念）、より高次な

制度配列（相互に関係のある制度の集まり）、

さらには制度化のプロセスと役割が鍵となる。

実際、ほぼ間違いなく、それらは、価値共創の

ような人的システムや社会的活動全般を理解

する鍵となるだろう。」と述べている。つまり、

価値共創に際して社会に存在している制度配

列を認識することが不可欠なのである。サービ

ス・エコシステム概念で用いられている「制度」

という考え方は、制度理論から引用されている。

制度理論で示されている制度iiiとは、人間が社

会生活を円滑に送るためのルールや規範、規則

などである。現代社会では、人為的に設計され

た制度（法規や政策など）と自生的に生じた制

度（秩序や倫理、道徳など）が、複雑に絡み合

って制度配列として社会を制約している。具体

的な事例として、「公式的な成文化された法律」、

「非公式な社会的規範」、「概念的あるいはシン

ボリックな意味」、「その他のルーティン化され

た規則」などである。サービス・エコシステム

 
8 ロバート・F・ラッシュ,スティーブン・

Ｌ・バーゴ（著）,井上崇通（監訳）(2016)

「サービス・ドミナント・ロジックの発想と

応用」同文舘出版,P191 より 

概念では、従来のマーケティングが、企業と顧

客という直接的な二者関係（ミクロレベル、ダ

イアド関係）による価値の移転と捉えていたの

に対し、ネットワーク内に存在するアクター間

という三者関係（メゾレベル、トライアド関係）、

さらに広範囲のマクロ的な価値共創ネットワ

ーク（マクロレベル、価値星座）として重層的

社会観で捉えている。企業から顧客への、製品

やサービスの交換という瞬間に注目するので

なく、企業と顧客の関係性や、社会の中で価値

が共創されていく継続的プロセスが重要とな

る。価値共創に際して、顧客が購入前の生産プ

ロセスに関与したり、購入後に独自に創造した

価値や企業活動の結果として生じた社会的課

題を解消したりする、プロセスの背後に存在す

る制度配列を考慮した価値共創と捉えること

が重要である。 

 サービス・エコシステム概念を理解すること

で、複雑に絡み合った経済市場と社会環境を統

合的に理解することができる。サービス・エコ

システム概念では、企業と顧客間のミクロレベ

ルでのサービス交換について、経済的なメゾレ

ベルでの価値共創活動と捉えるとともに、その

活動が広くマクロレベルの環境や社会、文化な

ど、多様な依存関係を有していることを示唆し

ている。さらにサービス交換に影響を及ぼし合

う社会的な制度配列を、ミクロレベル、メゾレ

ベル、マクロレベルという重層的な視点から捉

えることで、複雑に絡み合った社会を認識する

ことを目指している。制度には、行政が定める

法規や政策というフォーマルな制度の他、文化

や慣習、ローカルコモンズなど地域社会の秩序

を維持するためのインフォーマルな制度が含

まれる。これらの制度は、独立して存在してい

9田口尚史(2017)「サービス・ドミナント・ロ

ジックの進展 価値共創プロセスと市場形

成」同文舘出版,P36より 
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るのではなく、相互依存の関係にある。このよ

うな制度理論を支えているのが、我々の内心に

存在している道徳観や倫理観といわれる社会

的意識である。より良い社会を目指して、個々

人の自律的主体的な善行が道徳観となり、さら

に社会秩序を維持するための倫理観へと引継

がれる。このような倫理観が社会秩序の基盤と

なり、社会規範として我々の社会生活を制約す

る。また、強制力のないインフォーマルな制約

で社会秩序が維持できない場合、強制力を備え

たフォーマルな制約が施行されることで、社会

秩序が維持されるのである。このような制約は、

社会を構成する人間の行動や意識を通じて調

整され、社会の中で最適な制度配列として機能

する（図１参照）。 

 

 

我々は、経済市場という限定的、抽象的な領

域の中で、合理的な意思決定を行っていると錯

覚しがちである。経済市場には、我々が生活し

ている社会的環境（自然環境、文化、慣習など）

や個々人の価値観など、多くの要因が影響を及

ぼしている。経済市場を制約する制度配列を考

慮した社会活動を想定すべきである。また、

我々の意思決定は、利己的、限定合理的であり、

多くの矛盾や社会的インパクトを生じさせる

可能性を秘めている。サービス・エコシステム

概念は、合理的経済活動の背景に存在する社会

学的現象を浮かび上がらせることで、リアリテ

ィある社会活動を認識することが可能である。

このような視点は、経済は社会に埋め込まれて

いることを前提とする経済社会学ivの思考とも

共通する考え方である。次章では、社会に存在

する制度や制度配列について、知識創造理論の

視点から検討する。 

 

４．制度配列と知識創造理論 

 我々の社会には、社会を維持し安定させるた

めに数多くの制度が存在している。サービス・

エコシステム概念で示されている制度配列は、

制度主義経済学などで論じられている制度と

いう視点を援用している。新制度派経済学者で

あるノースは、制度について、フォーマルな制

約（ルール、法律、憲法など公的強制力を有す

る制約）やインフォーマルな制約（行動規範、
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慣行、自己に課す行為コードなど強制力を有さ

ない自主的な制約）として示しているv。本章で

は、制度がどのように構築され、どのように

我々の行動を制約しているのか、野中が提唱し

た SECIモデルを参考に検討する。 

 

（１）知識創造理論（SECIモデル） 

 SECIモデルとは、野中が知識創造理論として

提唱した知識創造プロセスである。野中10は、

知識創造理論の過程を、4つのフェーズ（共同

化、表出化、結合化、内面化）に分け、各フェ

ーズを知識が循環することで、新たな知識が創

造されることを示した。SECIモデルを理解する

ためには、形式知と暗黙知を理解することが必

要である。形式知とは、言葉や数値、図表など

客観的に相互理解が可能な知識である。暗黙知

とは、個人の経験や感覚など主観的で相互理解

が難しい属人的な知識である。 

フェーズ１（共同化）では、自身が有する暗

黙知と新たに獲得した暗黙知が共有されるこ

とで新たな暗黙知が創造される。フェーズ２

（表出化）では、個人が習得した暗黙知を言語

化など客観的に認識できる新たな形式知が創

造される。フェーズ３（結合化）では、組織や

社会に存在する形式知を組み合わせることで

新たな形式知が創造される。フェーズ４（内面

化）では、既存の形式知を活用し新たな暗黙知

が創造される。このように暗黙知から形式知へ

の変換プロセスを循環することで新たな知識

が創造されるのである。SECIモデルの中で制度

配列を考えると、フェーズ１（共同化）の暗黙

知の領域は、倫理的規範が共有されているイン

フォーマルな制度と考えられる。また、フェー

ズ３（結合化）の形式知の領域は、法的規範と

して施行されているフォーマルな制度と考え

 
10 Nonaka,I,Takeuchi,H(1995)「The 

Knowledge-Creating Company」,Oxford 

University Press,（野中郁次郎,竹内弘高,梅

られる（図２参照）。 

 
社会秩序を維持するために必要な形式知とは、

行政など専門家らによって、知識創造プロセス

の結合化を経て創造されるフォーマルな制度

と解する。それでは、社会の中に存在している

暗黙知的な社会秩序は、どのように構築される

のであろうか。本章では、SECIモデルを参考に、

社会秩序が構築されるプロセスについて検討

する。SECIモデルでは、個々人の暗黙知が表出

化を経て、形式知として結合することで社会に

共有されることが示されている。形式知に至ら

ず、個々人の間主観として暗黙知的に共有され

た状態を、自発的な秩序と想定することができ

る。これは、個々の人間が、社会の中で必要な

暗黙知的秩序を共有している状態であり、個々

人の暗黙知が社会の中で新たな暗黙知として

結合化された状態と考えることができる。「暗

黙の了解」や「場の空気」と喩えることができ

る。このインフォーマルな制約が社会の秩序で

あり、倫理と考えることができる。倫理は、社

会的に共有された暗黙知として、個々の人間の

中に内面化することで、自主的な制約として働

く。これは、法規則などの強制的な制約でなく、

自主的な制約である。さらに自主的な制約を自

己に取り入れて、暗黙知の共同化を図ることで、

本勝博(訳)(1996)「知識創造企業」,東洋経済

新報社） 
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社会秩序を遵守する自律的な意思が形成され

る（図３参照）。 

 

暗黙知の結合化により生じる自発的な秩序と、

自発的な秩序を遵守しようとする自律的な道

徳が、社会秩序を維持するための重要な制約と

して機能する。 

フォーマルな制約が、形式知的な社会的合意

である法規や政策として強制力を有するのに

対して、インフォーマルな制約は、暗黙知的で

自制的な制約である。社会の中で、人々に共有

されているインフォーマルな制約は、個々人の

自律的な道徳と一体化し、社会秩序を維持する

ための制度として機能すると考えられる。 

 

（２）知識創造理論からみる制度配列 

SECIモデルの共同化にて、インフォーマルな

制度を創造する暗黙知は、形式知としてのフォ

ーマルな制度の源泉であるとともに社会秩序

を維持するための倫理を支える道徳である。こ

れは、我々が社会の中で生活するために必要な

信頼や規範の源泉であり、個々の人間の自律的

な道徳観である。個人的な善意や善行は、社会

秩序を維持するための社会秩序へ移行すると

ともにインフォーマルな制度として社会に根

付き、文化や慣習、習わしなどローカルコモン

ズを機能させる規範として、社会や個々人を制

約する。しかしながら、インフォーマルな制約

にも限界はある。地域社会を越える国家や宗教、

民族などグローバル社会を背景に、巨大な社会

を統一するためには、強制力を持ったフォーマ

ルな制度も必要である。多様性が求められる現

代社会では、共感や信頼関係を通じたインフォ

ーマルな制度のみで、社会秩序を維持すること

は困難である。法規制など公権力による、強制

力を備えたフォーマルな制度が必要である。し

かしながら、特定の志向に基づき、強制的に世

界を制約することは、全体主義的な志向として

社会的反発が生じる。強制的な全体的制約につ

いては、社会全体の利益として必要不可欠であ

るというグローバルな正統性が求められる。 

現代社会では、インフォーマルな制約とフォ

ーマルな制約をバランスさせることで、持続可

能な社会を目指すことが求められる。SECIモデ

ルを活用することで、制度創造過程を認識する

ことが可能となり、形式知の結合化によるフォ

ーマルな制約と暗黙知の結合化によるインフ

ォーマルな制約の違いや、インフォーマルな制

約の基盤となる倫理や道徳が創造される過程

を理解することができる（図４参照）。 

 

社会に存在する制度は、経時的に変化してい

る。時代や環境に即した制度配列が必要であり、

持続的かつ機能的な社会を実現するためには、

制度を継続的に調整することが必要である。最

適な制度調整を行うには、個々人に内在してい

る道徳、社会的に共有された倫理などの暗黙知

であるインフォーマルな制度、強制力を有する

形式知であるフォーマルな制度を認識し、現代
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社会に必要な制度配列として再構築すること

が必要である。このような複雑な制度配列を前

に SECI モデルの循環を理解することは、個々

人の自律的な制約として作用する道徳、社会の

中で自制的な制約として作用する倫理、強制的

な制約として作用する法規制などの関係性を

認識するための視座として有望である。これら

の知見を活用することで、社会的認識が広がり、

現代社会に生じている社会問題や環境問題を

解消する手掛かりとすることができる。 

既存の社会システムから生じる様々な問題

に対処するには、既存制度の改廃や新たな制度

の新設が必要である。しかしながら、必要以上

の制約は、我々の社会的活動の利便性や自由、

イノベーションなどの障害となる恐れがある。

現代の社会情勢を踏まえて、機能的な社会に必

要な制度配列を構築するために、サービス・エ

コシス概念を取り入れる意義は大きい。 

 

５．消費者志向経営が考慮すべき制度配列 

 消費者志向経営を実施するには、企業活動に

影響を及ぼしている制度配列を認識すること

が必要である。社会秩序を維持している制度に

は、フォーマルな制約として作用する意図的に

設計された制度（法規）とインフォーマルな制

約として作用する自生的に生成された制度（倫

理）がある。これらの制度は、制度配列を構築

するとともに社会の中に編み込まれている。

我々は、既存の制度配列が合理的かつ公正であ

るかを評価し、必要に応じて制度を調整するこ

とが求められる。具体的には、法規や政策の新

設や改廃、倫理規範の再構築である。これらの

制度調整に必要な判断基準の一例として、社会

秩序として普遍的に共有されている共通善（社

会全体に共通する善）がある。共通善という社

 
11樋口一清(2019)「消費経済学入門 サステイ

ナブルな社会への選択」中央経済社,P45-70

会的意識は、全世界の人類が、より良い社会で

共生していくという善意から生じていると考

えられる。このような社会的共通認識は、個々

人の利己的な欲望でなく、持続可能な社会を目

指す消費者志向経営に通じる社会的志向であ

る。国家や行政による法規制は、公共善を目的

に施行されることから、国家間の対立を生じさ

せる恐れがある。国家や民族を越えた共通善と

いう志向は、SDGsなど全世界が目指すべき社会

規範の基盤として重要な概念である。 

 

（１）消費者志向経営の現代的課題 

 本論文の冒頭で述べた、現代消費社会の課題

であるぜい弱な消費者への対応、デジタル化へ

の対応、持続可能な社会への対応は、消費者志

向経営が解消すべき課題でもある。樋口は「消

費経済学入門」11の中で、現代消費社会の新た

な課題として、①ネット社会の出現、②超高齢

社会の到来、③地球規模のサステイナビリティ

への取組みを挙げている。ネット社会の出現と

はデジタル化への対応であり、超高齢社会の到

来とは増加するぜい弱な高齢者への対応であ

り、サステイナビリティへの取組とは持続可能

な社会への対応である。樋口の問題提起は、「第

4期消費者基本計画」で示された問題と同様の

社会的課題と解することができる。 

 「第 4期消費者基本計画」や「消費者志向経

営の取組促進に関する検討会」などで強調され

た持続可能な社会への取組は、消費者行政のス

タンスを大きく変える機会となった。消費者被

害の防止や救済、消費者の安全を確保するため

に、消費者支援や事業者を規制するという行政

中心の活動から、事業者による消費者志向経営

の促進、消費者によるエシカル消費の推進など、

行政と事業者、消費者の協業活動への転換であ

第 3 章「消費経済学の課題と方法」 
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る。このような変化は、消費者白書（令和 2年

版）12からも明らかである。「従来の消費者行政

は、行政が掲げた政策目標を達成するために設

計した制度に基づいて、規制や支援によって、

社会を方向付けていく」というスタンスから、

「持続可能な社会の形成に向けて、消費者志向

経営の普及と、エシカル消費の啓発を、一体的

に推進していく」というスタンスへの転換であ

る。行政による法規制や政策、事業者が自主的

に定めた規則や業界の倫理規範、消費者の道徳

観など重層的な制度配列として認識すべきで

ある。消費者志向経営を実現するには、行政や

企業、消費者が各々の役割を認識し、社会的価

値を共創しようとする意識が大切である。 

 

（２）制度配列を認識する意義 

 前述の「消費経済学入門」の中で樋口は、規

範的市場メカニズム13の重要性を述べている。

規範的市場メカニズムとは、市場が有している

自律的市場メカニズムの制約では、対処が困難

な場合に、ガバナンス機能を強化することで市

場経済の機能を補完する考え方である。グロー

バル社会の中で、各国が定めている法規や政策

を越えた、世界的な倫理規範策定の必要性が唱

えられている。樋口は、既存の経済市場が有し

ている自律的市場メカニズムを認識し、現状の

社会秩序にそぐわない機能不全な状況を補完

するために、規範的市場メカニズム介入の必要

性を述べている。現代社会の活動を、市場機能

のみに委ねるのでなく、規範的市場メカニズム

として制約する思考は、制度主義経済学やサー

ビス・エコシステム概念と親和性が高い。さら

に樋口は、現代社会が解消すべき課題として、

情報の非対称性、限定合理性、サステイナビリ

ティを挙げている。情報の非対称の改善に向け

 
12 消費者庁(2020),「令和 2 年版消費者白書」

P149「第 4 節 持続可能な社会の形成に向け

て」より 

て、認証、規格、マーク制度などを通じた消費

者への情報提供が必要である。限定合理性の改

善に向けて、ハードロー（フォーマルな制度）

の他、ソフトロー（インフォーマルな制度）な

ど社会的規範を示し、消費者の意思決定を支援

することが必要である。サステイナビリティを

実現するために、地球規模で社会的価値を尊重

する自主的な社会秩序を共有することが必要

である。現代の消費社会で生じている社会的課

題を解消し、豊かな社会を実現するためには、

目指すべき社会的価値、その障害となる社会的

課題、社会に存在する制度配列を認識するとと

もに現代社会に求められている制度配列へと

調整する能力が求められる。サービス・エコシ

ステム概念を活用することで、現代社会に浮か

び上がる制度や制約を合理的に解釈し、必要な

調整を行うことで、豊かな社会の実現に一歩近

づくことができる。 

本論文では、社会に存在する重層的な制度配

列を認識するための視点としてサービス・エコ

システム概念導入の意義について述べてきた。

サービス・エコシステム概念は、国家という制

約を越えたグローバル社に必要なインフォー

マルな倫理的制度、各国で定められた法規や政

策などのフォーマルな制度、個々人の道徳的な

規範を認識することが可能で、自由で機能する

豊かな社会を構築するための視座を与えてく

れる。 

 

（３）消費者志向経営の未来 

2020 年は世界中がコロナ禍に翻弄された 1

年となった。2021年も新型コロナウイルスの脅

威は世界中の混乱を誘うだろう。未知のウイル

スとして恐れられている新型コロナウイルス

であるが、ワクチンの開発や治療薬の研究など、

13樋口一清(2019),「消費経済学入門 サステ

イナブルな社会への選択」,中央経済社, P141-

176「第 6 章 市場の機能と消費者政策」 
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徐々にではあるが対処すべき道筋が見えてき

た。しかしながら、新型コロナウイルスに限ら

ず現代社会には、様々な不確実性が存在する。

我々は、豊かな社会を実現するために、将来に

向けた不確実性への対処や、完璧な合理的経済

人に成り得ない現実に向き合うべきである。過

去に経験した環境問題など様々な社会問題は、

現代の知見で考えれば、合理的対処により回避

できた問題も多い。現代の情報社会では、個々

人でも合理的な意思決定を行うための情報を

入手することが可能であるが、様々な事情によ

り非合理的な意思決定を行うことも多い。社会

的ジレンマや道徳的ジレンマの存在を考慮し、

人間の限定合理性を容認した上で、適切な意思

決定を支援する社会的環境が必要である。消費

者志向経営を実践するには、不確実性、情報の

非対称性、サステイナビリティ、社会的ジレン

マなど多くの社会的、内心的な要因を考慮せざ

るを得ないのが現状である。我々は、自社や消

費者の利己的な利益のみに捉われることなく、

社会的価値の共創を心掛けることが大切であ

 
i フィリップ・コトラー(著),鳥山正博(監

訳)(2017),「コトラー マーケティングの未

来と日本」,KADOKAWA 
ii Vargo,S.L.& Lusch,R.F.(2004),「Evolving 

to a New Dominant Logic for Marketing」, 

Journal of Marketing,Vol.68, No.1, 1-17 
iii ベルナール・シャバンス(著),宇仁宏幸他( 

訳)(2007),「入門制度経済学」,ナカニシヤ出

る。本論文で紹介したサービス・エコシステム

概念が、現代消費社会を認識するとともに社会

的価値を共創するための視点として活用され

ることを期待する。 

 

６．まとめと今後の課題 

 本論文では、新たなサービス・マーケティン

グ理論である S-D ロジックから派生したサー

ビス・エコシステム概念を中心に、現代社会に

求められている持続可能な社会に必要な制度

配列について述べてきた。サービス・エコシス

テム概念は、研究過程であり実務での導入事例

は少ない。今後は、実務への導入やさらなる研

究発展が進み、研究の精緻化が期待される。ま

た、本論文の中で紹介した共通善については、

十分に言及することができなかった。社会に存

在する制度や個々人の道徳観を捉える際に、そ

れらの根源となる共通善については、改めて探

求することが必要である。 

 

版 
iv 渡辺深(2002),「経済社会学のすすめ」,八

千代出版 
v Douglass C. North (1990),Institutions, 

Institutional Change and Economic 

Performance, Cambridge, Cambridge 

University Press,(竹下公視(訳)(1994),「制

度・制度変化・経済変化」,晃洋書房) 
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